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教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に 

関する点検及び評価（平成２９年度分）報告書目次 



第１ はじめに 

 

久留米市教育委員会は、市長が市議会の同意を得て任命した教育長及び５

人の教育委員により組織される合議制の執行機関であり、教育、文化、スポ

ーツの振興など学校教育及び社会教育行政に関する事務を管理執行してい

る。  

教育委員会の会議は、月１回開催の定例会と必要に応じて開催する臨時会

を行い、議案や報告事項について審議するとともに、移動教育委員会として

学校現場の視察や社会教育施設の視察などを行っている。  

本市教育委員会では、「久留米市総合計画」に掲げる基本理念及び目指す

都市像を実現するため、総合教育会議の協議を経て平成 27 年 11 月に策定し

た｢教育に関する大綱｣、及び本市の教育基本計画として平成 28 年 3 月に策

定した｢第 3 期久留米市教育改革プラン｣を踏まえ、より具体的な施策方針で

ある「平成 29 年度久留米市教育施策要綱」を定め、教育施策・事業の推進

に取り組んできた。  

この報告書は、平成 29 年度の教育委員会の権限に属する事務の管理及び

執行の状況について点検・評価を行い、教育に関する学識経験者の意見を付

して議会へ報告するものである。  

 

 

【教育委員名簿(平成 29 年度)】 

区分  氏名  任期  

教育長 大津 秀明 
平成 29 年 4 月 1 日 

～平成 32 年 3 月 31 日 

委員（教育長職務代理者） 永田 見生 
平成 28 年 10 月 18 日 

～平成 32 年 10 月 17 日 

委員 日野 佳弘 
平成 27 年 7 月 11 日 

～平成 31 年 7 月 10 日 

委員 岡部 千鶴 
平成 26 年 4 月１日 

～平成 30 年 3 月 31 日 

委員 白水 美弥子 
平成 26 年 7 月１日 

～平成 30 年 6 月 30 日 

委員 喜多村 浩司 
平成 28 年 4 月 1 日 

～平成 32 年 3 月 31 日 
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【久留米市教育委員会の組織と所掌事務（平成 29 年度）】 

子ども未来部長 子ども未来部次長 

教育部次長 
学校教育改革 

担当次長 
教育長 教育部長 

市民文化部長 市民文化部次長 

（田主丸総合支所文化スポーツ課） 

（北野総合支所文化スポーツ課） 

（城島総合支所文化スポーツ課） 

（三潴総合支所文化スポーツ課） 

（正規職員 13 人・嘱託職員等 52 人）  

学校教育に関する計画や指導助言、及び就学・通学区域、 
教具・教材の整備に関すること 

学校保健、衛生及び学校給食、就学援助に関すること 
（正規職員 11 人） 

青少年の健全育成や不登校児童・生徒の生活指導及び支援に 
関すること 

（正規職員６人・嘱託職員等 21 人）  

体育スポーツの振興に係る企画、調整に関すること 

中央図書館及び視聴覚ライブラリーに関すること 

（正規職員 4 人・嘱託職員等１人） 

（正規職員４人・嘱託職員等１人） 

（正規職員 5 人・嘱託職員等 3 人） 

（正規職員 22 人） 

（正規職員 8 人・嘱託職員等１人） 

教育行政の総合企画・調整、部の予算や事業に関する事務の 
総括に関すること 

教育施設建築の調査・設計・監督、維持管理に関すること 

管内の就学援助、教育相談、生涯学習・スポーツに関すること 

管内の就学援助、教育相談、生涯学習・スポーツに関すること 

（正規職員 21 人・嘱託職員等 14 人） 

（正規職員 4 人・嘱託職員等 3 人） 

学校教育における人権・同和教育の推進に関すること 
（正規職員 4 人・嘱託職員等２人） 

（正規職員４人・嘱託職員等１人） 

（正規職員５人・嘱託職員等 7 人） 

管内の就学援助、教育相談、生涯学習・スポーツに関すること 

管内の就学援助、教育相談、生涯学習・スポーツに関すること 

生涯学習及び社会教育の推進に係る企画、調整の総括に関すること 
（正規職員 23 人・嘱託職員等 11 人）  

文化財の保護及び活用に関すること 

文化行政の総合企画・調整、部の予算や事業に関する事務の 
総括に関すること 

（正規職員 6 人）   

（正規職員８人・嘱託職員等 8 人） 

（正規職員７人・嘱託職員等 10 人）  

（正規職員７人・嘱託職員等 1 名）   

小学校 46 校、中学校 17 校、特別支援学校 1 校、高等学校 2 校 

教職員研修の実施、教育に関する調査研究等に関すること 
（正規職員 9 人・嘱託職員等 21 人） 

総    務 

学 校 施 設 課 

教 職 員 課 

学 校 教 育 課 

学 校 保 健 課 

学校給食共同調理場 

人 権 ・ 同 和 教 育 課 

田 主 丸 事 務 所 

北 野 事 務 所 

城 島 事 務 所 

三 潴 事 務 所 

教 育 セ ン タ ー 

小・中・特別支援・高等学校 

総    務 

生 涯 学 習 推 進 課 

文 化 財 保 護 課 

体 育 ス ポ ー ツ 課 

中 央 図 書 館 

青 少 年 育 成 課 

教職員の人事に関すること 
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第２ 点検及び評価の実施方法 

 

１  目  的  

教育委員会は、次の視点から、点検及び評価を行うものとする。  

（１）教育委員会の活動状況や主要な施策及び事務事業の取組状況につ

いてまとめ、課題の整理や施策等の方向性を明らかにし、今後に

おける効果的な教育行政の推進を図る。  

（２）点検及び評価の結果を市議会に報告するとともに市民に公表する

ことで、説明責任を果たし信頼される教育行政を推進する。  

 

２  対  象  

（１）教育委員会の権限に属する事務  

   ア  教育委員会会議の開催及び運営状況  

   イ  その権限に属する事務の処理状況  

（２）教育長及び教育委員会事務局職員に委任された事務  

   ア  久留米市教育施策要綱に掲げる施策  

 

３  方  法  

教育委員会は、「教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に

ついての点検及び評価の実施に関する要綱」に基づき、毎年度、教育委員

会の会議の開催状況並びに教育施策要綱及び教育改革プランに掲げる施

策等の進捗状況等をとりまとめ、今後における施策等の方向性を整理する

ことで点検及び評価を行う。また、点検及び評価に際しては、学識経験を

有する者の意見を聴取する。  

 

（１）事業等の自己評価  

   平成 29 年度教育施策要綱に掲げた事業について、次の評価基準に基

づき自己評価する。  

 

 

 

 

 

 

（２）上記（１）により実施した自己評価等を踏まえた学識経験者の意見を

聴取する。  

 

４  結果の公表と活用  

教育委員会は、点検及び評価を行った後、その結果をとりまとめた報告

書を市議会に提出するとともに市民への公表を行う。点検及び評価の結果

については、教育施策等への反映に努めるものとする。  

 

 

「◎」(達成)     明示した目標を達成し、高い成果を得られた。 

「○」(概ね達成)   ほぼ目標を達成し、一定の成果を得られた。 

「△」(未達成)    目標を達成しておらず、改善等を要する。 

「×」(未実施)    状況等の変化により、事業を実施できなかった。 
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第３ 教育委員会の権限に属する事務の状況 

 

１  総合教育会議の開催  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律が平

成 27 年 4 月 1 日から施行され、本市においても平成 27 年度から市長と教

育委員会により構成する「総合教育会議」を設置し、教育に関する大綱や

教育施策に関する事項について協議を行っている。  

平成 29 年度は会議を３回開催し、「教員の多忙化解消に向けた取組」、「特

別支援教育」、「全国学力・学習状況調査の結果」について協議を行った。

また、第３回総合教育会議は、新市長就任後初めての会議となり、これま

での協議状況を含めた久留米市の教育課題について協議し、新市長と教育

委員会で教育施策に関する今後の方向性等について共有化を図った。  

 

【表１ 総合教育会議の実施状況（平成２９年度）】 

日付 内容 

8月 22日 第１回総合教育会議 

 議題 （１）教員の多忙化解消に向けた業務改善の取組 

    （２）久留米市の特別支援教育について 

11月 6日 

 

第２回総合教育会議 

 議題 （１）教員の多忙化解消に向けた業務改善の取組 

    （２）久留米市の特別支援教育について 

    （３）平成２９年度全国学力・学習状況調査の結果について 

3月 28日 第３回総合教育会議 

 議題  久留米市の教育課題について 

 

２  教育委員会会議の開催及び運営状況  

  教育委員会会議は、定例会として毎月 1 回行っており（久留米市教育委

員会会議規則）、会議の開催状況は市ホームページに公開し、傍聴希望が

ある場合はその対応を行っている。  

平成 29 年度は、この定例会を 12 回行った。各会議では、毎回２時間程

度の審議を行った。また、各教育機関での実情を把握するため、「移動教

育委員会」として、教育委員会会議を学校や社会教育施設で行う取組を行

っており、日吉小学校（ 10 月）、篠山小学校（ 1 月）を視察した。  

  会議は、議案資料等を事前に配布し、各委員が十分に内容を把握したう

えで審議を行うよう努めている。また、議案に関連して各委員から寄せら

れた各施策・事業等に対する意見については、事業等の具体化又は実施に

際して反映に努めた。  

 

３  教育委員会の権限に属する事務の処理状況  

  教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針や教育委員会規則の

制定などについては、教育長に委任することなく、教育委員会会議で決定

することとなっており（地教行法第 25 条）、これに基づき、教育委員会で

は、教育長に委任する事項とそれ以外の事項を定めており、下表の事項に

ついては教育委員会の権限として、会議の中で決定を行っている。（久留
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米市教育委員会教育長に対する事務委任規則第 2 条）。  

  この方針に沿って、平成 29年は、合計 59件の議案を審議した。また、議

案の他に、協議事項、報告事項に分類し、議論や事務局との意見交換・情

報共有化を行い、必要に応じて各委員からの意見が述べられた。  

 

【表２ 教育委員会の権限に属する事務の審議状況（29 年度）】 

教育委員会の権限に属する事務（分類） 議案数 

(1) 学校教育又は社会教育の方針を定めること 3 

(2) 学校その他の教育機関の設置、廃止及び移管を決定すること  

(3) 重要な教育財産の取得及び処分に係る計画を決定すること  

(4) 事務局及び学校、その他教育機関の職員の任免、転補等を行うこと  

(5) 県費負担職員の定期異動並びに小中学校等の校長・教頭の任免及び転補等の人事

異動の内申、小中学校等の主任等の任免を行うこと 
10 

(6) 事務局職員及び学校その他の教育機関の職員の懲戒に関すること 2 

(7) 県費負担職員の賞罰、服務監督に関する方針を定めること  

(8) 重要な工事の計画を決定すること  

(9) 委員会に関する規定の制定又は改廃を行うこと 2 

(10) 議会の議決を経るべき議案について市長の求めに応じて意見を申出すること 16 

(11) 法令及び条例に基づく委員を委嘱すること 20 

(12) 教職員の研修の基本方針を定めること  

(13) 小学校及び中学校の通学区域の設定及び変更を決定すること  

(14) 教科用図書を採択すること 4 

(15) 学校給食及び学校保健の基本方針を定めること  

(16) 教育に関する事務の管理執行状況の点検・評価並びに議会への報告、公表に関す

ること 
1 

(17) 訴訟及び不服申立てに関すること 1 

 

【表３ 教育委員会会議の実施状況（29年度）】         （「分類」は表２の分類による） 

日付 内容 結果 分類 

4月 24日 

（定例会） 

（議案） 

・久留米市立学校の主任等の任命の臨時代理について 

・久留米市教育集会所運営審議会委員の委嘱について 

・久留米市スポーツ推進委員の委嘱について 

・久留米市教科用図書選定委員会委員の任命等について 

・久留米市教科用図書選定委員会専門委員の任命について 

 

可決 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

(5) 

(11) 

(11) 

(11) 

(11) 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 28年度第 2回社会教育委員会議の報告について 

・平成 28年度下半期におけるスポーツ大会成績優秀者報告について 

・「久留米市ユー・エス・イーカップ国際女子テニス 2017」について 
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5月 24日 

（定例会） 

（議案） 

・久留米市久留米市文化財専門委員会委員の委嘱について 

・久留米市学校結核対策委員会委員の任命又は委嘱について 

・平成３０年度使用久留米市小学校教科用図書「特別の教科道徳」の採択

に係る選定方針について 

・平成３０年度久留米市立小学校において使用される「特別の教科 

道徳」の教科用図書の採択に係る教科用図書の内容等の特徴の審 

議について 

・久留米市と福岡県との間の久留米市中央公園内の体育施設及び照明設備

に係る事務の委託に関する規約の制定に係る意見の申出について 

・久留米市体育施設条例の一部を改正する条例に係る意見の申出について 

可決

〃 

〃 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

〃 

(11) 

(11) 

(14) 

 

(14) 

 

 

(10) 

 

 

(10) 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・有馬記念館企画展「藩主の肖像」開催のご案内 

・平成 29年度（公財）久留米市体育協会各種事業の共催・後援について 

  

6月 26日 

（定例会） 

（議案） 

・勤労青少年ホーム運営委員会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市社会教育委員の委嘱について 

・久留米市生涯学習センター運営委員会委員任命又は委嘱について 

・久留米市城島ふれあいセンター運営委員会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市スポーツ推進審議会委員の任命について 

・久留米市立図書館協議会委員の任命について 

・久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市立小中学校通学区域審議会委員の任命又は委嘱について 

・久留米市教育集会所運営審議会委員の任命又は委嘱について 

 

可決 

〃 

〃 

 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 

(11) 

(11) 

(11) 

 

(11) 

 

(11) 

(11) 

(11) 

 

(11) 

(11) 

（協議） 

・教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に関する点検及び評価

報告書（平成 28年度分）について 

  

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 29年度第 2回久留米市議会一般質問回答要旨について 

・平成 28年度不登校児童生徒の状況について 

・平成 29年度久留米市学力・生活実態調査(中学校)の結果について 

・六ツ門図書館展示コーナー「平和資料展」開催のご案内 

  

7月 24日 

（定例会） 

 

（議案） 

・久留米市教育支援委員会委員の任命又は委嘱について 

・平成 30 年度使用久留米特別支援学校高等部及び久留米市立高等学校教

科用図書の採択について 

・平成 30年度使用久留米市立小学校「特別の教科道徳」教科用図書の採択に

ついて 

 

可決 

〃 

 

〃 

 

 

(11) 

(14) 

 

(14) 

 

（協議） 

・平成 30年度における小規模特認校制度の実施について 

・教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に関する点検及び評価

報告書（平成 28年度分）について 
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（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・久留米市立金島小学校の日本水大賞「大賞」の表彰について 

・財産（歴史資料）の取得について 

  

8月 22日 

（定例会） 

 

（議案） 

・平成 29年度教育費 9月補正予算に係る意見の申出について 

・京町小学校屋内運動場棟改築工事請負契約締結に係る意見の申出について 

・財産（文字書き人形）の取得の専決処分に係る意見の申出について 

・平成 30年度の久留米市立小学校における小規模特認校制度について 

可決 

〃 

 

〃 

 〃 

(10) 

(10) 

 

(10) 

(1) 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 29年度第 1回久留米市社会教育委員会議の開催について 

・平成 30年度久留米市立中学校選択制実施要項の概要について 

・市内一斉定時退校日の取組について 

・第 91回平成 29年度金鷲旗高校柔道大会及び平成 29年度全国高等学校総合

体育大会の成績報告について 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

・平成 29年度トップアスリート支援事業「強化指定選手」の認定について 

・有馬記念館企画展「大名有馬家臣団Ⅱ‐家臣の家と古文書‐」開催案内 

・「第 7回中高生ビブリオバトル IN久留米」の開催について 

・久留米市版 子育て世代包括支援センターについて 

  

9月 25日 

（定例会） 

 

（議案） 

・教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況についての点検及び評

価の実施について 

 

可決 

 

 

(16) 

 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成 29年第 3回久留米市議会一般質問回答要旨について 

・平成 29年度全国学力・学習状況調査の結果について 

・第 64回全国高等学校珠算・電卓競技大会の成績報告について 

・ブタペスト世界柔道選手権大会の成績報告について 

・久留米市における小学校外国語教育の先行実施に当たっての基本的な考え

方について 

・平成 29年度中体連九州大会・全国大会報告 

  

10月 20日 

（定例会） 

（議案） 

・久留米市文化財収蔵資料審議会委員の委嘱について 

・平成３０年度久留米市立高等学校入学者選抜要項について 

 

可決 

〃 

 

(11) 

(1) 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

・第 27回クロスロードスポーツ・レクリエーション祭久留米市大会について 

・企画展「みる、きく、そうぞうする‐機巧と絣‐」の開催について 
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11月 20日 

（定例会） 

（議案） 

・平成２９年度教育費１２月補正予算に係る意見の申出について 

・財産（柔道畳）の取得に関する議案に係る意見の申出について 

・篠山小学校校舎・屋内運動場改築工事請負契約の一部を変更する契約締結

に関する議案に係る意見の申出について 

・篠山小学校校舎・屋内運動場改築電気設備工事請負契約の一部を変更する

契約締結に関する議案に係る意見の申出について 

・篠山小学校校舎・屋内運動場改築機械設備工事請負契約の一部を変更する

契約締結に関する議案に係る意見の申出について 

・屏水中学校校舎改築工事請負契約の一部を変更する契約締結に関する議案

に係る意見の申出について 

・平成３０年度久留米市立久留米特別支援学校高等部入学者選考要項及び平

成３０年度久留米市立久留米特別支援学校高等部訪問教育入学者選考要項

について 

・久留米市立学校の主任等の任命について 

・交通事故による損害賠償の専決処分に関する議案に係る意見の申出につい

て 

 

可決 

〃 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

 

〃 

〃 

 

 

(10) 

(10) 

(10) 

 

(10) 

 

(10) 

 

(10) 

 

(1) 

 

 

(5) 

(10) 

 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・六ツ門図書館展示コーナー企画展「むかしのくらし展－くるめ今昔写真館

－」開催について 

・有馬記念館企画展「花鳥画の世界」開催について 

・久留米市立図書館及び視聴覚ライブラリーの特別整理期間に伴う休館日の

設定について 

・平成２９年度久留米市立小・中・高・特別支援学校等の卒業式について 

・平成２８年度児童生徒問題行動等調査結果について 

・平成２９年度いじめ問題対応強化月間の取組結果について 

・平成２９年度講道館杯全日本柔道体重別選手権大会の成績報告について 

 

 

 

 

12月 22日 

（定例会） 

 

（議案） 

・平成３０年度久留米市立高等学校教職員人事異動方針等の臨時代理につい

て 

・平成３０年度久留米市立小・中・特別支援学校教職員人事異動方針等の臨

時代理について 

・久留米市スポーツ推進審議会委員の任命について 

 

可決 

 

〃 

 

〃 

 

(5) 

 

(5) 

 

(11) 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成２９年第４回久留米市議会一般質問回答要旨について 

・平成３０年度久留米市立中学校選択制の申請結果について 

・平成２９年度小中学校英語教育充実事業の結果について 

・柔道グランドスラム東京 2017大会成績報告 

・第６回くるめ学子どもサミットについて 

・南筑高等学校の修学旅行について 

・平成２９年度地域学校協働活動推進に係る文部科学大臣表彰について 

・全国障害者スポーツ大会バレーボール競技 大会成績報告 

 

 

 

 

1月 29日 

（定例会） 

 

 

（議案） 

・平成２９年度久留米市立学校教職員（管理職）の人事異動内申の臨時代理

について 

・平成２９年度久留米市教育委員会事務局等職員の人事異動の臨時代理につ

いて 

・久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会への諮問について 

 

可決 

 

〃 

 

〃 

 

(5) 

 

(5) 

 

(6) 
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（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成３０年度久留米市立小・中・高・特別支援学校等の入学式の期日につ

いて 

・小学校児童の負傷事故による損害賠償について 

・第３期久留米市教育改革プランの進捗状況について 

・福岡県立久留米スポーツセンター及び久留米中央公園内体育施設等の指定

管理者について 

・スポーツ大会成績優秀者個人・団体の報告について 

  

2月 28日 

（定例会） 

 

（議案） 

・平成２９年度教育費３月補正予算に係る意見の申出について 

・平成３０年度教育費暫定予算に係る意見の申出について 

・交通事故による損害賠償の専決処分に関する議案に係る意見の申出につい

て 

・訴訟上の和解に関する議案に係る意見の申出について 

・公文書開示等の審査請求に関する諮問の臨時代理について 

・久留米市立高等学校教育職員の懲戒処分について 

・平成３０年度久留米市立学校教職員(管理職）の人事異動内申の臨時代理に

ついて 

 

可決 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

 

(10) 

(10) 

(10) 

 

(10) 

(17) 

(6) 

(5) 

 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成２９年度久留米市学力・生活実態調査（小学校）の結果について 

・平成２９年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果について 

・平成２９年久留米市スポーツ奨励賞・ジュニアスポーツ賞表彰式及びジュ

ニアアスリート教室の開催実績について 

・有馬記念館企画展「姫様のひなまつり」開催案内 

  

3月 28日 

（定例会） 

（議案） 

・久留米市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

・教育委員会の権限に属する事務の委任及び補助執行に関する規則の一部を

改正する規則 

・学校評議員の委嘱について 

・久留米市スポーツ推進委員の委嘱について 

・平成３０年度久留米市立学校教職員の人事異動内申の臨時代理について 

・平成３０年度久留米市立高等学校教職員の人事異動の臨時代理について 

・平成３０年度久留米市教育委員会事務局等職員の人事異動の臨時代理につ

いて 

 

可決 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

 

(9) 

(9) 

 

(11) 

(11) 

(5) 

 

(5) 

 

(5) 

 

（報告） 

・教育委員会後援事業等に関する報告 

・平成３０年第１回（３月）久留米市議会一般質問回答要旨について 
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第４ 教育長及び教育委員会事務局に委任された事務の状況  

 

１  総 括 的 な 考 え 方  

平 成 29年 度 は 、「 教 育 に 関 す る 大 綱 」に お け る 久 留 米 市 の 教 育 理 念 と

基 本 目 標 を 踏 ま え 、 平 成 28年 ３ 月 に 策 定 し た 「 第 ３ 期 久 留 米 市 教 育 改

革 プ ラ ン 」 に 掲 げ た 重 点 事 項 の 評 価 指 標 達 成 に 向 け て 、 教 育 施 策 ・ 事

業 の 着 実 な 前 進 と 教 育 の 本 旨 で あ る 将 来 に 向 け た 人 づ く り に 取 り 組 ん

だ 。  

 

具 体 的 に は 、 学 力 等 の 重 点 課 題 へ の 対 応 に 向 け て 、 こ れ ま で 実 施 し

て き た 取 組 を 徹 底 し て い く と と も に 、 学 習 習 慣 定 着 の 取 組 を 久 留 米 版

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ー ル 推 進 事 業 に も 位 置 付 け 、 放 課 後 補 充 学 習 の 推

進 を 図 る な ど 学 校 ・ 家 庭 ・ 地 域 が 一 体 と な り 、 学 力 の 保 障 と 向 上 の 取

組 を 進 め た 。  

 

ま た 、 児 童 生 徒 一 人 ひ と り を 大 切 に す る 視 点 か ら 、 人 権 意 識 の 確立

や 特 別 支 援 教 育 の 充 実 に 取 り 組 む と と も に 、 安 心 し て 学 べ る 学 級 や 楽

し い 学 校 生 活 を 確 保 す る た め に 、不 登 校 や い じ め 問 題 へ の 対 策 に 加 え 、

ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー ・ ス ク ー ル ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー 等 の 専 門 家 に よ

る 相 談 体 制 を 強 化 し た 。 さ ら に 、 重 点 事 業 を 支 え る 施 策 で あ る 学 校 Ｉ

Ｃ Ｔ の 効 果 的 な 活 用 を 推 進 し た 。  

 

学 校 施 設 の 整 備 ・ 充 実 に つ い て は 、 安 全 か つ 快 適 な 学 校 施 設 整 備 を

目 指 し 、 国 庫 補 助 等 を 活 用 し な が ら 、施 設 の 長 寿 命 化 や 老 朽 化 し た 校

舎 等 の 増 改 築 、 ト イ レ の 改 修 及 び 空 調 機 の 整 備 等 を 実 施 し た 。  

加 え て 、米 飯 給 食 の 週 ４ 回 実 施 な ど 学 校 給 食 の 充 実 を 図 る と と も に 、

そ の 他 の 事 業 に つ い て も 、 学 校 ・ 家 庭 ・ 地 域 と 協 働 し な が ら 、 よ り 効

率 的 か つ 効 果 的 な 教 育 行 政 施 策 の 推 進 に 努 め た 。  

 

社 会 教 育 分 野 に お い て 、 平 成 29年 度 は 、 久 留 米 シ テ ィ プ ラ ザ や 新 た

な ス タ ー ト を 切 っ た 久 留 米 市 美 術 館 に と っ て 真 価 が 問 わ れ る 年 で あ る

と と も に 、 久 留 米 ス ポ ー ツ セ ン タ ー 体 育 館 の 供 用 開 始 に 向 け た 本 体 工

事 の 最 終 年 で も あ り 、 市 政 の 重 要 テ ー マ で あ る 「 文 化 芸 術 、 ス ポ ー ツ

を 生 か し た ま ち づ く り 」 を 推 進 し て い く 上 で の 重 要 な 年 と な っ た 。  
 
ま た 、 文 化 芸 術 が 持 つ 創 造 の 力 を 人 づ く り や ま ち づ く り に 活 か し 、

市 民 の 誰 も が 文 化 芸 術 を 身 近 に 感 じ 、心 豊 か に 暮 ら す こ と の で き る 都

市 を 目 指 す た め 、文 化 芸 術 の 振 興 や 久 留 米 市 が 持 つ 歴 史 文 化 を 積 極 的

に 活 用 し た 事 業 を 展 開 し た 。  
併 せ て 、市 民 の 生 涯 学 習 ニ ー ズ が 高 ま っ て い る 中 で 、 市 民 と 協 働 し

な が ら 、 生 涯 学 習 や ス ポ ー ツ 、 図 書 館 事 業 等 の 取 組 を 進 め た 。  
 
こ れ ら の 取 組 を 進 め る に あ た っ て は 、厳 し い 財 政 状 況 を 踏 ま え 、 行

財 政 改 革 に も 継 続 的 に 取 り 組 み 、効 率 的 ・ 効 果 的 な 事 業 実 施 に 努 め る

と と も に 、 子 ど も の 貧 困 対 策 や 青 少 年 の 健 全 育 成 等 の 視 点 に 留 意 し 、

関 係 部 局 や 様 々 な 関 係 機 関 と 緊 密 な 連 携 を 図 り な が ら 、協 働 し た 取 組

の 推 進 に 努 め て き た 。  
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Ⅱ 各施策の取組状況 
 

ⅰ 子どもの笑顔があふれるまち 
 

１ 教育改革プランの推進 

第３期久留米市教育改革プランは、平成２８年度からの４年間を計画期間と

しており、第１期及び第２期の教育改革プランにおける成果と課題を踏まえ、

「ふるさと久留米を愛し、ともに社会を生き抜く力の育成」をプランの目標と

し、目指す子どもの姿を「夢に向かって学ぶくるめっ子」としている。 

従来からの取組の「効果の持続と課題の解消」を図るため、①わかる授業【学

力の保障と向上】、②たのしい学校【安心・安全な学校づくり】、③久留米版

コミュニティ・スクールの推進【学校・家庭・地域の協働】の３点から重点化

を図り施策を推進した。また、３つの重点を支える施策として学校ＩＣＴ環境

整備を進め、教材等の共有や研修の充実、校務の効率化を図った。 

なお、事業の実施にあたっては、第３期教育改革プランの重点に沿った施策

とその評価指標を設定し、その効果の検証を行った。 

 

◎第３期教育改革プランの施策と評価指標  

重点 № 施策 評価指標 

重点１ 

わかる授業 

１ 授業改善への支援 全国学力・学習状況調査結果で全国平均を超える 

２ 外国語教育の推進 
中学校３年生までの英検３級の取得率が全国平均

を超える（英語教育実施状況調査結果） 

３ 教師力向上への支援 

授業がわかると答える児童生徒の割合や学校に行

くのが楽しいと答える児童生徒の割合が全国平均

を超える 

重点２ 

たのしい学校 

１ 不登校対応 
不登校の出現率が全国を下回り、復帰率が県を上

回ることを維持しつつ、さらなる改善を目指す 

２ いじめ問題対応 
いじめの認知件数が全国を上回り、解消率が全国

平均を超える 

３ 
学校 生活 充 実へ の 支

援 

学校に行くのが楽しいと答える児童生徒の割合

(再掲)や、自分にはよいところがあると答える児

童生徒の割合が全国平均を超える 

４ 学校安全への支援 
日本スポーツ振興センター災害給付対象けが件数

の減少（小学校） 

重点３ 

久留米版コミュ

ニティ・スクー

ルの推進 

１ 
学習 習慣 定 着へ の 支

援 
家庭等での学習時間の向上（１時間以上） 

２ 
地域 学校 協 議会 提 言

実働化への支援 
地域学校協議会提言の達成率の向上 
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（１）重点１ わかる授業【学力の保障と向上】 

毎日の授業や校内研修のあり方等を見直し、子どもに基礎的・基本的な知

識・技能を確実に身に付けさせるとともに、これらを活用して課題解決するた

めに必要な思考力・判断力・表現力等を伸ばすことで、授業がわかり、学ぶ楽

しさを味わうことができる子どもの育成を図った。 

また、すべての小・中学校で行われている「くるめ学」の学習や外国語教

育を充実させるとともに、ＩＣＴの活用を一層進め、学力の保障と向上に努め

た。  
 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

【重点事業１】 

小・中学校学力・生

活実態調査事業 

（学校教育課） 

小・中学校において、児童

生徒の学力等の実態を把握

し、分析・考察した結果を

授業改善に活用すること

で、学力の保障と向上に努

める。 

計 10,411 

小:7,654 

中:2,757 

重点事業シート（P.15）に記載 

【重点事業２】 

小学校くるめ学力

アップ推進事業 

（学校教育課） 

一人ひとりの児童へのきめ

細かな対応を図るため、学

校の状況に応じて非常勤講

師を配置し、授業改善・補

充学習・学習規律の確立

に係る支援を行う。また、

学生や地域ボランティアを

派遣して放課後等に補充学

習を行う。 

42,547 重点事業シート（P.16）に記載 

【重点事業３】 

中学校くるめ学力

アップ推進事業 

（学校教育課） 

各中学校に非常勤講師を配

置することで、教務担当主

幹教諭を学力向上コーディ

ネーターとして専任化し、

学力向上の企画立案及び調

整等を行う。また、学生や

地域ボランティアを派遣し

て放課後等に補充学習を行

うともに、くるめっ子塾を

運営する。 

24,481 重点事業シート（P.17）に記載 

【重点事業４】 

外国語指導助手活

用事業 

（学校教育課、南筑

高校、久留米商業高

校） 

外国語（英語）教育の充実

と国際理解教育の推進を図

るため、外国語指導助手

（ALT）を小・中・市立高学

の授業で活用する。 

計 62,672 

小：15,241 

中：39,191 

高： 8,240 

重点事業シート（P.18）に記載 

【重点事業５】 

小・中学校特別支援

教育支援員活用事

業 

（学校教育課） 

通常学級や特別支援学級に

在籍し、学習面や生活面で

特別の支援を必要とする児

童生徒に対して、特別支援

教育支援員を配置する。 

計 99,436 

小:81,593 

中:17,843 

重点事業シート（P.19）に記載 
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【重点事業６】 

「くるめ学」子ども

サミット事業 

（学校教育課） 

「くるめ学」の学習成果を、

児童生徒同士が発表し合う

機会を設け、一層の充実を

図るとともに、保護者や市

民へ公開し、地域の人々に

も公開し、「くるめ学」の

趣旨や意義を周知する。 

300 重点事業シート（P.20）に記載 

【重点事業７】 

小学校英語教育充

実事業 

（学校教育課） 

新学習指導要領における外

国語教育の充実を図るた

め、小学校教員が外国語指

導助手との研修等を通して

英語力の育成と外国語教育

における実践的指導力の向

上を目指す。 

5,155 重点事業シート（P.21）に記載 

【重点事業８】 

中学校英語教育充

実事業 

（学校教育課） 

ＡＬＴとの２泊３日の交流

を通して、英語の学習意欲

を高めるイングリッシュ・

キャンプ事業のほか、第３

学年を対象に英語検定３級

以上の取得を目指して検定

料の全額負担を行う。 

9,624 重点事業シート（P.22）に記載 

【重点事業９】 

教職員研修事業 

（教育センター） 

教育の専門家としての「確

かな力量」「強い情熱」「人

間力」を身につけた教職員

を養成するために、教職員

のライフステージや喫緊の

教育課題に対応した研修計

画を策定し、久留米市なら

ではの充実した研修を実施

する。 

11,808 重点事業シート（P.23）に記載 

小・中・特別支援学

校図書活動の推進 

（教職員課） 

小・中・特別支援学校の学

校図書館の充実を図るた

め、学校司書を配置する。 

計 92,239 

小：66,242 

中：24,176 

特支： 1,821 

市立小・中・特別支援学校全校に

学校司書を配置し、読書活動の推

進を図った。 

学校事務支援事業 

（教職員課） 

小・中・特別支援学校に事

務補助職員を配置すること

により、学校事務の支援を

行う。 

計 89,387 

小：59,313 

中：28,730 

特支： 1,344 

各学校の学級数に応じて事務補助

職員を配置して、円滑な学校運営

のために学校事務の支援を図っ

た。 

教育課題研究事業 

（教育センター） 

本市の教育課題を解決する

ため、調査研究に取り組み、

市主催研修を通して、その

成果を普及する。 

431 

 

道徳教育、人権・同和教育、外国

語教育、ICT活用の４つの研究班で

調査研究を実施。成果物を作成し

関係機関に広報した。 
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教育活動支援事業 

（教育センター） 

教職員の教育活動を直接支

援するため、ICT活用推進、

教育資料室の整備、教育情

報の提供、理科教育センタ

ーの充実、教育論文の奨励

を図る。 

1,624 

授業サポート実施 １３回 

理科作品展・サイエンスフェアを

実施。作品数７４９点 

来場者数２，７６１人 

理科備品貸出２６７点 

久留米市教育実践記録８８点 

教職員校内研修事

業 

（教職員課） 

教職員の実践的な指導力を

高めるため、教職員の研修

や教科等の研究を推進する

団体やグループに対して助

成を行う。 

計 2,294 

小：1,412 

中： 767 

特支： 115 

久留米市小学校及び中学校校長

会、教頭会、特別支援学校教職員

研修委員会に対し、補助金の交付

を行った。 

教科等教育研究推

進事業 

（学校教育課） 

学校教育における各教科等

の教育の充実を図るため、

各種教科等研究会への補助

金の交付を行う。 

2,661 

特別支援教育研究協議会、学校図

書館教育協議会、小学校及び中学

校教育研究会に対し、補助金の交

付を行った。 

国・県・市教育研究

指定事業 

（学校教育課） 

文部科学省や県教育委員

会、市教育委員会が教育研

究・実践指定校を指定し、

研究実践活動を通して、教

職員の能力向上と教育活動

の充実を図る。 

計 4,700

小:2,250 

中:2,450 

県指定 

 小学校２校、中学校３校 

市指定 

 小学校６校、中学校５校 
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重点事業１ 

事 業 名 小・中学校学力・生活実態調査事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

8,750 千円 10,494千円 10,411千円 

事業目的 

小・中学校において、標準学力検査を実施することにより、児童生徒の

学力実態を把握し、それに基づく指導方法の工夫改善を行うことで、教

職員の指導力の向上を図るとともに児童生徒の学力の向上を目指す。 

事業内容 

(1) 調査対象学年及び教科等 

小学校（Ｈ29.12.19実施） 第１～６学年 国語・算数 

中学校（Ｈ29.04.14実施） 第１学年 国語・数学 

第２学年  国語・数学・英語 

(2) 調査結果の活用 

 ① 教育施策の改善 

② 各学校の学校プランの見直し及び授業改善 

③ 保護者等への基本的生活習慣・学習習慣確立のための協力依頼 

事業目標 

成果指標 

市学力・生活実

態調査におけ

る小６と中２

の①標準学力

検査の平均正

答率 ②生活

実態調査「授業

がよく分かる」

の肯定的回答

の割合がそれ

ぞれ全国平均

以上 

 
教科 

区分 

H27実績 H28実績 H29実績 H29 

目標

値 市 全国 市 全国 市 全国 

① 

小６国 

小６算 

中２国 

中２数 

中２英 

70.5 

65.9 

48.7 

44.5 

58.6 

70.5 

65.8 

50.3 

46.8 

61.6 

71.1 

66.9 

54.3 

50.3 

62.2 

71.5 

67.1 

55.2 

53.1 

68.1 

71.2 

67.8 

60.8 

53.6 

62.8 

71.5 

67.1 

62.7 

56.1 

68.2 

それ

ぞれ

全国

平均

以上 

② 
小６ 

中２ 

88.4 

76.0 

83.9 

67.5 

89.6 

80.5 

83.9 

67.5 

89.7 

81.4 

83.9 

67.5 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
小６の算数は全国平均を上回ったが、その他は上回ることができなかった。

「授業がよくわかる」については、小中とも全国平均を上回った。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

保護者へのお知らせの中で、調査の分析結果や授業改善の方向性を分かり

やすく記載した。また、研修会等で本調査を活用した「わかる授業」づく

りに関する指導助言を行った。 

工夫 
改善の 
成果 

学力は、小中ともに全区分で 28年度を上回り、小６の算数は全国平均を上

回った。「授業がよくわかる」の肯定的回答も小中で 28年度を上回った。 

工夫 
改善の 
課題 

教育委員会に学力の保障と向上に関するワーキングチームを設置し、学校

の分析を詳細に行ったうえで実態に即した取組案を提示する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

学力向上に向けた取組指標を具体的に示すなど、学校プランの見直しを

図る。また、各学校への指導主事による助言指導を充実し、教員の分か

る授業づくりを支援する。 

 

平成２９年度重点事業シート 
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重点事業２ 

事 業 名 小学校くるめ学力アップ推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 
H27決算 H28決算 H29決算 

36,003千円 36,778千円 42,547千円 

事業目的 
小学校３・４年生及び５年生児童の確かな学力の育成を図るとともに、小学

校児童の学習内容及び学習習慣の定着を図る。 

事業内容 

① 小３と小４において学校毎の課題や状況を踏まえ、規模などに応じて非

常勤講師を配置し、習熟度別や課題別などの多様な学習形態による少人数

授業を行い、一人ひとりの児童へのきめ細かな対応を図る。 

② 小５において学校毎の課題や状況を踏まえ、学級規模等に応じて非常勤

講師を配置し、学習規律の確立、授業改善、補充学習に係る支援を行う。 

③ 各学校に対して学生、地域ボランティアを派遣し、補充学習を通して基

礎的・基本的な学習内容の定着と学習習慣の定着を図る。 

事業目標 

成果指標 

市学力・生活実態調査における３、４、５年生の①標準学力検査の平均正答

率が全国平均以上 ②家庭等の学習時間１時間以上 

① 

教科 

区分 

H27実績 H28実績 H29実績 H29 

目標値 市 全国 市 全国 市 全国 

小３国 

  算 

63.7 

75.6 

65.8 

76.1 

62.3 

74.0 

66.0 

76.6 

63.6 

75.0 

66.0 

76.6 
それぞれ

全国平均

以上 

小４国 

  算 

69.5 

68.7 

70.0 

67.9 

69.2 

67.3 

70.5 

68.6 

69.8 

68.4 

70.5 

68.6 

小５国 

  算 

65.6 

66.5 

66.7 

67.9 

65.5 

66.8 

67.0 

68.6 

67.7 

70.2 

67.0 

68.6 

② 

学年 H27実績 H28実績 H29実績 H29目標 

小３ 

小４ 

小５ 

44.2 

47.3 

49.0 

42.2 

47.1 

51.3 

40.0 

47.4 

54.1 

前年度

以上 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
学力は、小５は国語・算数とも全国平均を超えたが、小３と小４は全国平均

に達しなかった。学習時間は、小４と小５で前年度を上回った。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

少人数授業や学力向上支援員の効果を分析し、学校への指導助言へ活用した。

また、大学への働きかけ等を強化し、学習ボランティアの確保に努めた。 

工夫 
改善の 
成果 

平均正答率は、全教科で 28年度を上回った。１時間以上学習する児童の割合

は、小４と小５で前年度を上回った。 

工夫 
改善の 
課題 

教育委員会に学力の保障と向上に関するワーキングチームを設置し、学校の

分析を詳細に行ったうえで実態に即した取組案を提示する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

指導主事の派遣による授業研修を行い、指導方法の改善に向けた指導助 言

を行う。広報やアプローチの手段を強化し、学習ボランティアの確保を図る。 

 

平成２９年度重点事業シート 
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重点事業３ 

事 業 名 中学校くるめ学力アップ推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

22,254 千円 27,629 千円 24,481 千円 

事業目的 
中学校生徒の学力向上を目指し、基礎的・基本的な学習内容の確実な習得と

学習習慣の定着を図る。 

事業内容 

① 教務担当主幹教諭を学力向上コーディネーターに専任化し、後補充とし

て非常勤講師を配置する。 

② 市立中学校に対し学生、地域ボランティアを派遣し、基礎的・基本的な

学習内容の定着と学習習慣の定着を図る。 

③ 民間団体に委託した無料塾を開設し、放課後等に学習支援を行う。 

事業目標 

成果指標 

①市（中２）と全国（中３）の学力調査の平均正答率が全国平均以上 ②市

（中２）と全国（中３）の学習状況調査の「家庭での学習時間が１時間以上

の生徒の割合」が増加 

 
教科 

区分 

H27実績 H28実績 H29実績 H29 

目標値 市 全国 市 全国 市 全国 

① 

中２国 

中２数 

中２英 

48.7 

44.5 

58.6 

50.3 

46.8 

61.6 

54.3 

50.3 

62.2 

55.2 

53.1 

68.1 

60.8 

53.6 

62.8 

62.7 

56.1 

68.2 
それぞれ

全国平均

以上 中３国 A 

中３国 B 

中３数 A 

中３数 B 

72.3 

62.6 

60.3 

37.3 

75.8 

65.8 

64.4 

41.6 

72.7 

63.8 

57.0 

40.0 

75.6 

66.5 

62.2 

44.1 

75 

70 

61 

45 

77.4 

72.2 

64.6 

48.1 

② 
中２ 

中３ 

45.8 

63.8 

58.0 

69.0 

46.7 

64.2 

58.0 

67.9 

49.3 

65.3 

58.0 

69.6 

前年度 

より増加 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
学力は、全教科で全国平均を上回ることができなかった。家庭での学習時間

が１時間以上の生徒の割合は、中２・中３とも増加した。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

学力向上コーディネーター研修会を実施し、授業改善や学習習慣の定着に関

する研修と情報の共有を図った。また、大学への働きかけ等を強化し、学習

ボランティアの確保に努めた。 

工夫 
改善の 
成果 

平均正答率は、全教科で 28年度を上回った。１時間以上学習する生徒の割

合は、中２・中３とも 28年度より増加した。 

工夫 
改善の 
課題 

学力向上コーディネーターのマネジメント力を高める指導助言を効果的に

行い、学校全体で授業改善に取組む体制を確立する必要がある。また、学習

ボランティアやくるめっ子塾の生徒数の確保が課題である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

学力向上コーディネーターの資質、能力の更なる向上を図るため、研修

会等の内容の充実を図る。また、広報やアプローチの手段を強化し、学

習ボランティアの確保を図る。 
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重点事業４ 

事 業 名 外国語指導助手活用事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

54,432千円 54,432千円 54,432千円 

事業目的 

外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣することで、小学校では積極的にコミュニ

ケーションを図ろうとする態度を育成し、中学校ではコミュニケーションを

図ることができる資質・能力を育成する。 

事業内容 

① 各中学校（県がＡＬＴを派遣する３校を除く）の英語の授業（年間 140

時間）に対し、25時間以上配置できるよう計画する。 

② 各小学校とも、５・６年生の外国語活動の授業（年間 35時間）に対し、

18時間（２ヵ月に３時間以上）配置できるよう計画する。 

③ 基本的に中学校区単位で配置することにより、小学校と中学校の円滑な

接続を図る。 

事業目標 

成果指標 

中学校の英語の授

業（年間 140時間）

に 25 時間以上配

置。小学５・６年生

で年間 35時間のう

ち 18時間（２ヵ月

に３時間以上）配置 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

中学校の平均 
配置時間 
23.2h 
小学校の平均 
配置時間 
24.8h 
 

中学校の平均 
配置時間 
25.5h 
小学校の平均 
配置時間 
23.5h 
 

中学校の平均 
配置時間 
20.5h 
小学校の平均 
配置時間 
23.5h 
 

中学校の平均 
配置時間 
25h以上 
小学校の平均 
配置時間 
18 時間（2ヵ
月に 3時間）
以上 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 
小学校は、目標の配置時間以上の配置ができた。中学校は、目標とする配置

時間の 82％の配置となった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

中学校及びその校区内の小学校に、同じＡＬＴを配置することを基本とし、

小･中学校間の連携を図った。 

工夫 
改善の 
成果 

中学校区を基本としたＡＬＴの配置により、小・中学校間の連携の要素を取

り入れた外国語教育を行った。 

工夫 
改善の 
課題 

外国語（英語）の授業時間の増加に伴うＡＬＴの配置の拡充が必要である。

また、教員への研修など授業以外での活用が求められている。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

小学校における新学習指導要領の本格実施に向けて、外国語教育の充実に対

応するため、ＡＬＴの配置時間を拡充するとともに、学校活動における効果

的かつ多彩な活用ができるように検討する。 
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重点事業５ 

事 業 名 小・中学校特別支援教育支援員活用事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

88,174千円 10,021千円 99,436千円 

事業目的 

通常学級及び特別支援学級で教育上特別の支援を必要とする児童生徒が

在籍する学校を対象に、特別支援教育支援員を配置することによって、学習

活動や移動介助等の支援を行い、よりよい学校生活の実現に資する。 

事業内容 

(1) 特別支援教育支援員の活用 
① 児童生徒の状況に応じた学習支援を行う。 
② 児童生徒の居場所を確認し、安全を確保する。 
③ 肢体不自由のある児童生徒の移動の際に補助をする。 
④ 情緒不安定となった児童生徒に関わり感情の高ぶりを落ち着かせる。 

(2) 特別支援教育支援員研修会の実施 
特別支援教育支援員の役割や障害種別の特性理解について、講話等の研

修を行い、個別の支援の充実を図る。 

事業目標 

成果指標 

特別支援教育支援

員配置数の維持及

び支援員研修会の

実施 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

配置数 
小 130人 
中 39 人 
研修会実施 

配置数 
小 146人 
中 46 人 
研修会実施 

配置数 
小 159人 
中 47 人 
研修会実施 

配置数 
小 146人 
中 46 人 
研修会実施 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
児童生徒の状況に応じた特別支援教育支援員の配置を行った。また、支援員

を対象とした研修会を実施した。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

研修会の対象者を未受講者としていたが、さらに専門性を高める場として既

に受講した者も参加可能とした。また、内容の充実を図った。 

工夫 
改善の 
成果 

参加希望者の約３割が受講経験者であり、現場のニーズに応える研修会とな

った。また、内容の見直しに伴い、研修の満足度が前年度より上昇した。 

工夫 
改善の 
課題 

専門性向上のための研修の充実に加えて、学級担任を始めとする校内の連携

のあり方に関する内容の充実がさらに必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 拡充 

今後の 

方向性等 

学校における特別支援教育支援員の効果的な活用に向けて、支援員の配

置の確保に努め、担任など教職員と支援員の連携についても研修に盛り

込む。 
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重点事業６ 

事 業 名 「くるめ学」子どもサミット事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

３４８千円 ４６６千円 ３００千円 

事業目的 

各学校の子ども同士が「くるめ学」の学習成果を発表し合う機会につい

て教職員のみならず保護者や市民に対して公開し、「くるめ学」の趣旨や

意義を周知するとともに、各学校の「くるめ学」の一層の充実を目指す。 

事業内容 

(1)  くるめ学」の実践事例集の発行 

「くるめ学」の副読本「わがふるさと久留米」を活用し、総合的な

学習に位置付けた「くるめ学」の実践事例を収集し事例集を発行する。 

(2) 「くるめ学」子どもサミットの開催 
小・中・特別支援学校で実施された「くるめ学」の学習成果の発表

を行う。参加者は、発表校の児童生徒、全ての小・中・特別支援学校

の担当者、参加を希望する保護者及び市民とする。 

事業目標 

成果指標 

総合的な学習の時間におけ

る「くるめ学」の単元を小学

校各学年１単元以上、中学校

いずれかの学年で１単元以

上実施する。 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

100％ 100％ 100％ 100％ 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
全ての小・中学校における総合的な学習の時間で、事業目標に基づき「く

るめ学」を活用した学習を実施した。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

「くるめ学」子どもサミットのシンポジウムの中で、実践発表とつなげ

ながら授業改善のポイントを分かりやすく示すなど、内容の充実を図っ

た。 

工夫 
改善の 
成果 

全ての教職員が「役に立った」と答え、学びが実感できる研修となった。ま

た、保護者・市民の参加が、前年度の 117名から 130名に増加した。 

工夫 
改善の 
課題 

サミットに参加した教員の意識の向上を各学校での「くるめ学」のさらなる

推進につなげる。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

総合的な学習の時間の教科担当としてサミットに参加している教職員

が、各学校における「くるめ学」の充実を図る機会となるよう、シンポ

ジウムにおいて授業改善の重点を説明する。 
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重点事業７ 

事 業 名 小学校英語教育充実事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

－ 5,155 千円 5,155 千円 

事業目的 

新学習指導要領における外国語教育の充実を図るため、小学校教員が外国語

指導助手との研修等を通して基本的な文法を学び、さらに英語を用いて表現

する活動を通して、英語力の育成と外国語教育における実践的指導力の向上

を目指す。 

事業内容 

平成 28 年度から 29年度にかけて、小学校教員の３分の２程度の教員を対象

とし、２日間の外国語活動に関する研修会を開催し、基本的な英文法や身近

な英語を学び、実践例の紹介や模擬授業等を通して授業技術の向上を図る。 

※小学校教員の３分の１程度は、管理職又は外国語活動の授業の力量を持つ  

者として受講を免除した。 

事業目標 

成果指標 

小学校教員の３分の１程

度（28 年度と合わせて計

画に達する）の教員の外

国語活動研修の受講 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

－ 
361名 
受講 

341名 
受講 

313名 
程度受講 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 

事業内容で計画した小学校教員の３分の１以上の研修受講数を上回った。 

※平成 28年度の教員定数（管理職含む）937名を基準として、2ヵ年では 702 

名（３分の２以上）の受講。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

平成 32 年度からの小学校外国語教育の全面実施に向けた最新の内容を、研

修内容に加えた。また、学級担任が中心となって学習指導をできるように、

研修内容の改善を図った。 

工夫 
改善の 
成果 

研修後のアンケートにおいて、97％の教員が「研修内容は今後の外国語活動

に役立つと思う」と肯定的に評価した。 

工夫 
改善の 
課題 

受講者からは、継続的な研修や具体的な授業実践に係る情報提供を求める意

見があった。本研修の成果をベースとして、継続した英語力の育成と外国語

活動における実践的指導力の向上を図る必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

研修の成果をベースとして、さらなる外国語（英語）教育の充実と発展

を図るため、小学校３校（竹野・京町・西牟田小）を外国語教育推進校

として委嘱し、先進地の事例など実践的な研究を行い、その結果を広く

市内の学校に還元する。 

 

平成２９年度重点事業シート 

21 



重点事業８ 

事 業 名 中学校英語教育充実事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

－ 8,911 千円 9,624 千円 

事業目的 

 グローバル化や国際化の進展により、異文化理解や異文化コミュニケーシ

ョンがますます重要になっていることを踏まえ、英語運用能力の向上及び英

語学習に向けての意欲・関心の向上を目指す。 

事業内容 

(1) 中学生イングリッシュ・キャンプ事業 

ＡＬＴと２泊３日のオールイングリッシュによる交流活動を通して、英

語の学習意欲を高め、英語の４技能「聞く」「話す」「書く」「読む」を通

して、コミュニケーション能力を育成する。 

(2) 英語検定受検料の負担 

中学校３年生を対象に、検定料を全額負担し、生徒が無料で受検できる

ようにすることで、英語学習の目標設定や進路獲得、将来の目標に向けた

契機とする。 

事業目標 

成果指標 

中学校３年生までの英検

３級の取得率が全国平均

を超える。 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

－ 
市  20.8 
全国 18.1 

市  32.3 
全国 22.0 

全国平均
以上 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 中学校３年生までの英検３級の取得率が全国平均を超える実績となった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

イングリッシュ・キャンプでは、英語のゲーム的な要素に加えて、考える活

動を加えた内容とした。英語検定受検については、英語の授業における到達

目標を明確にした。 

工夫 
改善の 
成果 

考える活動を加えたことで、参加生徒のアンケートから「聞き取ったり、感

じ取ったりしながら活動した」という割合が 5.2％増加した。また、英語の

４技能に関する学習到達目標として、英語 Can-Doリストと活用の手引きを

作成し周知することができた。 

工夫 
改善の 
課題 

生徒の英語に対する興味・関心を高めるとともに、英語運用力をさらに伸ば

すことができるようにする必要がある。リスト化した英語学習の到達目標を

もとに、授業の展開方法を研究する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 拡充 

今後の 

方向性等 

新学習指導要領の本格実施を控えて、中学生の英語に対する意欲ととも

に、英語のコミュニケーション能力の向上を図る。また、英語に対する

苦手意識を持たせない効果的な授業のあり方を実践する。 
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重点事業９ 

事 業 名 教職員研修事業 担当課 教育センター 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

12,309千円 13,915千円 11,808千円 

事業目的 

教職員のライフステージや、喫緊の教育課題（教育改革プランの重点課題） 

に対応した研修計画を策定し、久留米市ならではの充実した研修を実施す

る。 

事業内容 

（１）基本研修 

経験年数や職務に応じて受講対象者を特定した研修（悉皆）を行う。 

（２）課題研修 

教育課題に基づく内容について、各学校の該当分掌業務を担当する教職

員を対象として、専門的な知識や技能の習得を図るための研修を行う。 

（３）専門研修 

教科、領域等の専門性を高めるための研修及び専門的分野の知識や技能

を高めるための研修（任意参加）を行う。 

事業目標 

成果指標 

専門研修アンケートで

「役に立った」としたも

のの割合 90％以上 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

97.7％ 99.8％ 99.3％ 90.0％ 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 専門研修アンケートで「役に立った」としたものの割合が 99.3％となった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

専門研修において、中学校を対象とした教科に関する講座の応募数が少な

く、校長会や、研修会等で広報活動を実施した。 

工夫 
改善の 
成果 

広報後は応募者が増え、定員に達することができた。 

工夫 
改善の 
課題 

専門研修の実施時期が、夏期休業中であり、中体連等の行事で研修参加がし

にくい状況となっている。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

教職員が児童生徒とかかわる時間を確保するため、研修内容の精選、再

編を図っていく。 
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（２）重点２ たのしい学校【安心・安全な学校づくり】 

不登校やいじめ問題への対策を着実に行い、児童生徒が安心して学べる学

級や楽しい学校生活が送ることができるように事業を推進した。その中で、自

分の大切さとともに、他者の大切さを認め、共感・協調できる子どもの育成を

図った。 

また、セーフスクールの取組を充実させることで、子ども自らがいかに自

分で自分の身を守るかを意識し、自ら安全な行動ができるよう指導の充実を図

った。 

さらに、校務運営の効率化を図ることで、教師が子どもと向き合う時間を

確保し、安心・安全な学校づくりに努めた。  
 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

【重点事業 10-1,2】 

心の教育推進事業 

（学校教育課） 

心理に関する専門的な知識経験

を有するスクールカウンセラー

を配置し、児童生徒や保護者の困

りごとに対して、解消に向けた支

援、不安の解消、関係機関との連

携等を図る。 

計 31,186  

小： 2,840 

中：10,152 

SC人件費18,194 

重点事業シート（P.26・27）に

記載 

【重点事業 11】 

小学校不登校対応総合

推進事業 

（学校教育課） 

児童生徒の不登校や不登校傾向、

問題行動の早期段階からの解消

を図るため、小学校に生徒指導サ

ポーターを配置する。 

12,806 重点事業シート（P.28）に記載 

【重点事業 12】 

スクールソーシャルワ

ーカー活用事業 

（学校教育課） 

福祉分野の諸制度等に関する専

門知識を有するスクールソーシ

ャルワーカーを市教育委員会に

配置し、問題を抱えた児童生徒を

取り巻く環境へ働きかけ、課題解

決への対応を図る。 

計 13,832 

SSW 人件費13,832 
重点事業シート（P.29）に記載 

【重点事業 13】 

中学校不登校対応総合

推進事業 

（学校教育課） 

中学校の校内適応指導教室に助

手を配置し、不登校及び不登校傾

向にある生徒に校内の居場所を

作り、生徒指導、進路指導及び学

習支援を行いながら、教室へ復帰

するための支援を行う。 

29,221 重点事業シート（P.30）に記載 

【重点事業 14】 

不登校児童生徒対策事

業 

（青少年育成課） 

「らるご久留米」において、学校

に行きたくても行けない児童生

徒の基礎・基本の学力向上と、

様々な体験活動を通して学校復

帰等へ向けた「心の安定」と「心

のエネルギーの回復」に努め、「自

信の構築」、「基本的生活習慣の

改善」を図る。また、臨床心理士

との連携により、児童生徒及び保

護者のサポートを強化する。 

6.425 重点事業シート（P.31）に記載 
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【重点事業 15】 

不登校児童生徒訪問指

導事業 

（青少年育成課） 

家庭にひきこもりがちな不登校

児童生徒に対して、訪問指導員を

派遣し、児童生徒及びその保護者

に対して、指導・支援を行い、適

応指導教室への通級や学校復帰

を図る。 

1,720 重点事業シート（P.32）に記載 

【重点事業 16】 

生徒指導充実事業（学

校教育課） 

専任生徒補導教員が配置されて

いない中学校に対し非常勤講師

を配置し、当該教員が専任で生徒

指導の諸問題への対応と解決を

図る環境を整備する。 

12,696 重点事業シート（P.33）に記載 

【重点事業 17】 

セーフスクール推進事

業 

（学校教育課） 

小学校 16 校をセーフスクール推

進校に委嘱し、セーフコミュニテ

ィモデル校の取組を活かして地

域や関係機関と連携した安全教

育の推進を図る。 

758 重点事業シート（P.34）に記載 

※再掲 

【重点事業９】 

教職員研修事業 

（教育センター） 

教育の専門家としての「確かな力

量」「強い情熱」「人間力」を身

につけた教職員を養成するため

に、教職員のライフステージや喫

緊の教育課題に対応した研修計

画を策定し、久留米市ならではの

充実した研修を実施する。 

11,808 重点事業シート（P.23）に記載 

※再掲 

教育課題研究事業 

（教育センター） 

本市の教育課題を解決するため、

調査研究に取り組み、市主催研修

を通して、その成果を普及する。 

431 

 

道徳教育、人権・同和教育、外

国語教育、ICT 活用の４つの研

究班で調査研究を実施。成果物

を作成し関係機関に広報した。 

学校問題解決支援事業 

（学校教育課） 

保護者等からの要求や苦情に対

して、法的・専門的な分野の専門

家からなる相談体制を確立し、学

校への助言を行う。 

247 

学校での事故等に関する弁護

士相談を 12 回実施し、発達に

課題のある児童生徒への対応

等の助言を 8回受けた。 

健康増進特別事業 

（学校保健課） 

自然環境の中で、野外観察や集団

活動等を行うことにより、心身の

健康増進と社会的資質の向上を

図る。 

計 15,837 

小：7,453 

中：6,838 

特支： 1,546 

28 年度に続いて、市立小学校

（46 校）・中学校（17 校）及

び特別支援学校すべてにおい

て事業を実施することができ

た。 

生徒指導連絡協議会助

成 

（学校教育課） 

問題行動等を防止し、児童生徒の

健全な育成を図るため、生徒指導

連絡協議会や学校警察連絡協議

会の活動へ助成を行う。 

計 867 

小：118 

中：697 

高： 52 

学校・警察等の関係機関と連絡

協議会を開催し、生徒指導上の

諸問題の共通理解を図るとと

もに、解決に向けた取組を図っ

た。 

スクールカウンセラ

ー・スクールソーシャ

ルワーカースーパーバ

イザー配置事業 

（学校教育課） 

教育相談体制の強化を図るため、

経験豊かで専門的知見を有する

スーパーバイザーを配置し、スク

ールカウンセラー及びスクール

ソーシャルワーカーへ指導助言

を行う。 

1,536 

市のスクールカウンセラー及

びスクールソーシャルワーカ

ーに対して、高度な知見に基づ

く指導助言を実施した。 
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重点事業 10-1 

事 業 名 
小・特別支援学校・高校心の教育推進

事業 
担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

2,400 千円 2,802 千円 2,840 千円 

事業目的 

心理に関する専門的な知識経験を有するスクールカウンセラーを小学校・特

別支援学校・高校に配置する。そのうえで、発達障害や不登校など、児童生

徒や保護者の困りごとに対して、解消に向けた支援、不安の解消、関係機関

との連携などを図る。 

事業内容 

① スクールカウンセラーを市立の全小学校・特別支援学校・高校に配置し、

児童生徒、保護者及び教職員等へのカウンセリングを行う。 
② 児童生徒への支援方法や関わり方について、保護者及び教職員に対する

指導助言を行う。 
③ スクールカウンセラーの要請に基づき、小児リエゾン・ドクターによる

児童生徒・保護者及び教職員へのカウンセリングを行う。 

事業目標 

成果指標 

不登校出現率（1000 人当

たりの不登校児童数）の

減少 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

2.5 2.0 2.3 前年比減 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
不登校児童出現率（1000人当たりの不登校児童数）が、前年度を 0.3ポイン

ト上回った。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

スクールカウンセラーの職務は、多岐にわたり複雑化していることから、専

門的な知識経験の蓄積による資質の向上が必要である。このため、高度な専

門的知識経験を有するスーパーバイザーを配置して指導助言を行い、人材育

成を図った。 

工夫 
改善の 
成果 

 専門的な知識経験に裏打ちされたスーパーバイズを受けることにより、スクール

カウンセラーの知識経験が向上し、児童・生徒・保護者等へのアプローチの向上

につながった。 

工夫 
改善の 
課題 

事件・事故等の緊急時におけるカウンセリング対応能力の強化を図る必要が

ある。また、相談ケースも増加傾向にあり、現行の配置時間の拡充を図る必

要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

スクールカウンセラーへの相談内容は、不登校・友人関係・発達障害など多

岐にわたり、個々の相談も複雑化している。緊急支援対応の必要性も高まっ

ているため、より一層の人材育成・人材確保が必要である。また、相談対応

のみならず、知見を活かした施策等への反映を図る必要がある。 
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重点事業 10-2 

事 業 名 中学校心の教育推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

9,720 千円 9,850 千円 10,152千円 

事業目的 

様々な悩みや困りごとを持つ生徒が相談できる環境を整備し、生徒のストレ

スを和らげるとともに、早期段階での対応法を見出すなど、子どもたちの健

全な心の育成を図る。また、教職員や保護者からの教育相談にも対応して、

専門的な立場からの助言を行う。 

事業内容 

① 臨床心理士の資格を有し、福岡県臨床心理士会より推薦を受けた者をス

クールカウンセラーとして配置する。 

② 中学校のスクールカウンセラーは、毎週１回来校し、生徒・保護者・教

職員へのカウンセリングや教育相談及び生徒指導部会等の会議に参加す

る。 

③ 県からの配置時間（週８時間３校・週４時間 14 校）に、本事業による

配置（週４時間 14校)を合わせて、全ての中学校に週８時間の配置を行う。 

（スクールカウンセラーの配置状況） 

市と県による配置校 14校（市 4H＋県 4H）×35週 

江南中・櫛原中・牟田山中・高牟礼中・明星中・青陵中・筑邦西中 

荒木中・宮ノ陣中・田主丸中・屏水中・北野中・三潴中・城島中 

県による配置校３校（県 8H×35週） 

城南中・良山中・諏訪中 

県によるスーパーバイザー配置校１校（県 4H×35週）諏訪中 

事業目標 

成果指標 

不登校出現率（1000 人当

たりの不登校生徒数）の

減少 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

29.1 29.2 28.8 前年比減 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
不登校児童出現率（1000人当たりの不登校生徒数）が、前年度より 0.4ポイ

ント減少した。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

生徒指導部会等へのスクールカウンセラーの参加を促進し、不登校やいじ

め、問題行動等の課題を抱えた生徒への関わり方について、学校へアドバイ

スを行った。 

工夫 
改善の 
成果 

学校は、課題を抱えた生徒の情報共有と適切な関わり方について、専門的見

地からのアドバイスを受け、課題の早期解消へとつなげている。 

工夫 
改善の 
課題 

事件・事故等の緊急時におけるカウンセリング対応能力の強化を図る必要が

ある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

スクールカウンセラーへの相談内容は、不登校・友人関係・発達障害など多

岐にわたり、個々の相談も複雑化している。緊急支援対応の必要性も高まっ

ているため、継続した体制の確保が必要である。 
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重点事業１１ 

事 業 名 小学校不登校対応総合推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

拡充 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

11,433千円 11,913千円 12,806千円 

事業目的 

小学校において、生徒指導サポーターと学校が連携を図り、不登校や不登校

傾向、生徒指導上の課題のある児童に対する早期からの支援を充実させるこ

とで、それらの課題の解消を図る。 

事業内容 

① 不登校や不登校傾向にある児童の課題の解消、問題行動の解決を図るた

め、小学校に生徒指導サポーターを配置（１日当たり４時間、年間 200 日

を限度）する。 
② 生徒指導サポーターの主な役割は、次のとおりとする。 
・ 不登校や不登校傾向の児童の保護者への電話連絡や家庭訪問 
・ 引率した児童の学習支援 
・ 学級担任や生徒指導担当教員との連携に基づく児童の登校支援 
・ 関係機関との連携を図った保護者や児童等への支援 

事業目標 

成果指標 

①不登校児童数、②

不登校傾向児童数の

減少 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

①41人 
② ― 

①33人 
②29人 

①38人 
②44人 

前年比減 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 不登校児童数、不登校傾向の児童数とも前年度より増加した。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

不登校及び不登校傾向の児童が増加傾向にある２校に新規に配置した。ま

た、情報共有と対応の向上を目的とする研修会を開催した。 

工夫 
改善の 
成果 

不登校児童出現率（1000人当たりの不登校児童数）は、全国平均以下となっ

ている。 

工夫 
改善の 
課題 

生徒指導サポーター間の情報共有を進め、対応力の向上を図りながら、児童

一人ひとりへのきめ細かな対応を図る必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

学校の教職員やスクールソーシャルワーカーを始め、学校・家庭・地域

と連携したきめ細かな対応を行う必要がある。 

 

平成２９年度重点事業シート 

28 



重点事業１２ 

事 業 名 スクールソーシャルワーカー活用事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

8,891 千円 10,012千円 13,832千円 

事業目的 

福祉分野の諸制度と福祉サービスの手続等について専門知識を有するスクール

ソーシャルワーカーを市教育委員会に配置し、各学校に派遣する。そのうえで、

問題を抱えた児童生徒を取り巻く環境へ働きかけ、課題解決への対応を図る。 

事業内容 

① 平成 29 年度は１人を増員し、スクールソーシャルワーカー５人（うち１人

は社会福祉士の資格を有する任期の定めのない常勤職員）を配置する。 

② 外部の関係機関等の支援が必要なケースについて、スクールソーシャルワー

カーを派遣し、学校と協働して子ども達の抱える状況（家庭環境、不登校、発

達上の課題等）の改善を図る。 

③ 問題を抱える児童生徒について、福祉的視点からの情報収集と状況把握、課

題分析（アセスメント）、支援計画の作成、支援方針や内容についてのケース

会議の開催、学校・家庭・関係機関等による連携ネットワークの構築を行う。 

事業目標 

成果指標 

①支援件数の前年比増 

②関係機関とのケース会

議の増加 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

①118 件 
②230 回 

①119 件 
②256 回 

①122 件 
②262 回 

前年比増 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 支援件数、ケース会議の開催回数とも事業目標は達成した。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

対応ケースの高度化・複雑化が進み、スクールソーシャルワーカーの資質向

上が重要になっている。そのため、平成 29年度より高度な知識経験を有す

るスーパーバイザーを配置して、効果的な指導助言を行うなどの人材育成を

図った。 

工夫 
改善の 
成果 

スーパーバイザーの指導助言により、問題の解決につなげることができた支

援ケースがあった。また、ＳＳＷ相互の情報共有を進めた。 

工夫 
改善の 
課題 

対応件数の高度化・複雑化の状況を踏まえ、課題解消に向けた関係機関との

連携及び継続的なスクールソーシャルワーカーの人材育成・人材確保が必要

である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

児童生徒の困りごとは気付きにくく隠れやすい特徴があることを認識し、予

防的な支援や早期の問題発見による予防的な支援につなげるための体制を

検討する。また、相談対応のみならず、知見を活かした施策等への反映を図

る必要がある。 
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重点事業１３ 

事 業 名 中学校不登校対応総合推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

20,848千円 30,550千円 29,221千円 

事業目的 

中学校の校内適応指導教室の活動を充実したものとするために、校内適応指

導教室助手を配置することによって、不登校及び不登校傾向にある生徒に校

内の居場所を作り、生徒指導、進路指導及び学習支援を行いながら、教室へ

復帰するための支援を行う。 

事業内容 

① 全中学校において、不登校及び不登校傾向にある生徒に校内での居場所

を作り、教室への復帰を支援する校内適応指導教室を設置し、助手（週 25

時間勤務）を配置する。 

② 校内適応指導教室では、主に次の役割を担当する。 

・ 相談活動を通して、生徒のストレスの軽減や不登校の原因を探り、学

級への復帰に向けた支援を行う。 

・ 学習支援を行い、生徒の進路獲得を目指す。 

・ 保護者への助言や支援を行う。 

・ 生徒、保護者と学校との連携体制の支援に当たる。 

事業目標 

成果指標 

不登校生徒出現率（1000

人当たりの生徒数）の前

年比３ポイント減 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

29.1 29.2 28.8 
前年比 

３ポイント減 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 不登校生徒出現率は、前年度より 0.4ポイントの減少となった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

支援の充実を図るため、適応指導教室助手の研修会を年間２回実施し、支援

のあり方等に関する研修を行った。また、小学校の生徒指導サポーターとの

合同の研修を設定し、小・中学校間の実践交流を行った。 

工夫 
改善の 
成果 

研修では、少年サポートセンターの臨床心理士による不登校児童生徒への対

応方法についてや、スクールソーシャルワーカーの役割と連携についての事

例を含めたグループディスカッションを行い、資質の向上を図った。 

工夫 
改善の 
課題 

他校での取組等の実践報告を行い、対応事例や校内適応指導教室の活用方法

などを共有化することで、より効果的な運営に努めることが重要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

研修会を通じた人材育成を図るとともに、不登校対策推進プラン（福岡アク

ション３）等を着実に実施し、不登校の未然防止や早期発見、早期対応への

取組を進める。 
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重点事業１４ 

事 業 名 不登校児童生徒対策事業 担当課 青少年育成課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

５，１９５千円 ６，３７８千円 ６，４２５千円 

事業目的 

心理的、情緒的理由により学校に行きたくても行けない不登校児童生徒に対

し、適応指導教室「らるご久留米」での様々な体験活動や学習指導、また、

臨床心理士によるカウンセリングを通して、「心の安定」と「心のエネルギ

ーの回復」、さらには自信の構築に努めながら学校復帰を支援する 

事業内容 

施設見学や通級相談（保護者のみ・保護者と本人）を丁寧に行い、通級

生を受け入れている。学習の時間は、通級生に応じた学習支援を行って

いる。また、自ら考えて行動する体験・仲間と協力する体験・最後まで

やり通し達成感を味わう体験等を通して通級生のエネルギーの回復や集

団に適応する力を身につけさせている。さらに、チャレンジ登校や学校

訪問等、学校との連携を行いながら、学校復帰を支援している。 

事業目標 

成果指標 

通級前の在籍校への登校

割合より、通級の割合が

増加する 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

８６．０％ ８８．０％ １００％  ９０％ 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
通級前の在籍校への登校割合より、らるご久留米への通級の割合が増加し

た。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

 以前は社会見学として、大刀洗平和祈念館等に行っていたが、らるご久留

米の通級生が行く社会見学の場所が重ならないように、見学場所の開拓を

行った。 

工夫 
改善の 
成果 

 宮ノ陣クリーンセンターに見学に行き、通級生も積極的に参加できた。こ

の社会見学をきっかけに通級生同士の関係がよくなり、通級率が向上し

た。 

工夫 
改善の 
課題 

 社会見学の場所は、時間的な制約（１０時出発・１５時までに育成センタ

ー到着）をうけるため、久留米市やその周辺地域の見学場所についての情

報収集が必要。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

社会見学の場所について情報収集を行い、いろいろな体験活動を組みな

がら、通級生や保護者への日常の支援を大切にしていく。 
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重点事業１５ 

事 業 名 不登校児童生徒訪問指導事業 担当課 青少年育成課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

866千円 1,379 千円 1,720 千円 

事業目的 

家庭に引きこもりがちな児童生徒に対し、その家庭に訪問指導員を派遣し、

児童生徒や保護者等の不安や悩みの解消を図りながら、適応指導教室への通

級や学校へ復帰できるよう支援する。 

事業内容 

不登校であり、家から出られない児童生徒に対して、指導員２名が自宅を訪

問し指導を行う。週 1回２時間を原則として、訪問指導を行う。前半は指導

員２名と保護者・本人で話をする。後半は、分室して、本人と保護者別々に

話をする。その中で、本人や保護者の不安や悩みを解消したり、週１回定期

的に訪問指導を行うことによって生活習慣の改善を行ったりする。 

事業目標 

成果指標 

訪問指導児童生徒の学校

内適応指導教室復帰、ま

たは、適応指導教室「ら

るご久留米」への通級 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

なし 
通級 3名 

 

学校復帰１

名、通級１

名 

通級、学校復

帰を促す 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 
訪問指導１１名中、学校復帰１名・「らるご久留米」への通級 1名の成果が

あった。さらに、高校に 1名進学できた。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

訪問指導は自宅で行うことを原則とするが、対象の児童生徒の状況に応じ

て、学校や「らるご久留米」での訪問指導を促した。 

工夫 
改善の 
成果 

その取り組みにより、学校復帰１名、通級１名につながった。 

工夫 
改善の 
課題 

学校や「らるご久留米」での訪問指導は、対象児童生徒の状態を見て行わな

ければならない。そのため、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカーとも連携しながら、本人の状況を見極め、訪問指導を行う場所を決定

していく必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

今までの訪問指導を継続しながら、本人や保護者の状態や要望に応じて、

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーと連携しながら、

継続的な支援を続けていく必要がある。（平成３０年度は、教育部学校教

育課へ事務移管） 
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重点事業 16 

事 業 名 生徒指導充実事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

10,242千円 13,089千円 12,696千円 

事業目的 
専任生徒補導教員が配置されていない中学校に対して非常勤講師を配置し、

当該教員が専任で生徒指導の諸問題への対応と解決を図る環境を整備する。 

事業内容 

県から専任生徒補導教員が配置されていない 10 中学校（城南、櫛原、宮ノ

陣、荒木、筑邦西、青陵、高牟礼、北野、城島、三潴）の生徒指導担当教員

が、専任で以下に示すような様々な生徒指導上の諸問題に対応できるよう

に、その後補充として非常勤講師を配置する。 

① 不登校や問題行動の未然防止と問題解消に向けた生徒に対する対応 

② 校内適応指導教室助手との連絡調整 

③ 学校内におけるチーム体制の構築・支援 

④ 保護者に対する支援・相談 

⑤ 関係機関等との密接かつ良好な関係づくり 

事業目標 

成果指標 

①不登校生徒出現率（1000

人当たりの生徒数）の減少 

②生徒の問題行動件数（1000

人当たりの暴力行為の発

生件数）の減少 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

①29.1 
②12.8 

①29.2 
②11.5 

①28.8 
②10.3 

それぞれ
前年比減 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 不登校生徒出現率、問題行動件数とも前年より減少した。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

久留米地区中高合同生徒指導連絡協議会で専門医師を講師として招聘し、生

徒指導担当教諭が自殺予防に関する研修を受ける機会を設けた。 

工夫 
改善の 
成果 

生徒指導上の諸問題に対応する中で、特に予防的な対応が求められる難しい

ケースについて、生徒に対する指導上の配慮や工夫に関し、研修等を通して

学ぶことができた。 

工夫 
改善の 
課題 

 生徒指導上の諸課題に係る対応困難な事例に関して、講師を招聘するなどの

研修の場を設ける必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、校内適応指導教室助

手等と連携し、専任生徒指導教員が核となって、生徒指導上の諸課題及びい

じめ・不登校などの課題に組織的に対応する教育相談体制の充実に取り組

む。 

 

平成２９年度重点事業シート 

33 



重点事業１７ 

事 業 名 セーフスクール推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

５４０千円 ４７５千円 ７５８千円 

事業目的 

 平成 26 年度から 29 年度までの間に、毎年 10 校程度を「セーフスクール

推進校」として指定し、セーフコミュニティモデル校の取組を活かして地域

や関係機関と連携した安全教育を推進する。 

事業内容 

セーフスクール推進校において、地域や関係機関と連携した学校安全の取組

を以下のように推進する。 

① セーフコミュニティ推進「学校の安全」モデル校の取組に関する研修 

② 地域学校協議会等の組織を活かした、学校安全の課題・具体的取組を検

討・実施・評価する「学校の安全」推進体制の整備 

③ 安全教育プログラム（年間指導計画）の作成とそれに基づく安全教育の

推進 

④ 安全教育アドバイザーを活用した安全学習、教職員研修の実施 

⑤ 実践事例集（事業報告書）の作成と配布 

事業目標 

成果指標 

推進校における安全教育

プログラム作成率 100％ 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
平成 29 年度までに、市内全小学校において安全教育プログラムを作成する

ことができた。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

市内全小学校において、セーフコミュニティ「学校の安全」モデル校の安全

教育プログラムに合わせて、統一した安全教育プログラムを作成した。 

工夫 
改善の 
成果 

市内全小学校において、学校内や登下校時の交通安全、防犯、防災等の視点

から安全教育が充実し、アンケートで「廊下を走らないように気をつけてい

る」「交通安全に気を付けて登下校している」と答える児童が増えた。また、

日本スポーツ振興センターの災害給付（けがの件数）が前年度から 190件減

少した。 

工夫 
改善の 
課題 

各学校の実情を踏まえつつ、モデル校の取組で成果があった要素を取り入れ

た学校独自の安全教育プログラムを作成する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 廃止 

今後の 

方向性等 

今後は、セーフコミュニティ「学校の安全」モデル校の成果のあった取組の

発信と、全児童対象の安全アンケートの結果のフィードバックを行い、各学

校においてプログラムの充実を図る。 
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（３）重点３ 久留米版コミュニティ・スクールの推進【学校・家庭・地域の協働】 

全ての小・中学校に設置している地域学校協議会を充実させ、提言の実働

化と学校関係者評価の充実を図った。具体的には、地域人材の積極的な活用を

図ることで、子どもたちの学習習慣の定着や基礎的・基本的な知識・技能の定

着を中心とした取組、健やかな成長を支える生活習慣づくりの取組、健全育成

の取組などを推進した。  
 

◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

※再掲 

【重点事業２】 

小学校くるめ学力

アップ推進事業 

（学校教育課） 

一人ひとりの児童へのきめ細かな対

応を図るため、学校の状況に応じて

非常勤講師を配置し、授業改善・

補充学習・学習規律の確立に係

る支援を行う。また、学生や地域

ボランティアを派遣して放課後等に

補充学習を行う。 

42,547 
重点事業シート（P.16）に記

載 

※再掲 

【重点事業３】 

中学校くるめ学力

アップ推進事業 

（学校教育課） 

各中学校に非常勤講師を配置するこ

とで、教務担当主幹教諭を学力向上

コーディネーターとして専任化し、

学力向上の企画立案及び調整等を行

う。また、学生や地域ボランティア

を派遣して放課後等に補充学習を行

うともに、くるめっ子塾を運営する。 

24,481 
重点事業シート（P.17）に記

載 

【重点事業 18】 

小・中学校コミュ

ニティ・スクール

（久留米版）推進

事業 
（学校教育課） 

地域と共にある学校づくりのため、

地域学校協議会を中心として学校・

家庭・地域の連携を強化し、各学校

の特色ある教育活動や中学校におけ

る学習習慣の定着支援としての放課

後学習会モデル事業の実施など、教

育課題に対応した取組を推進する。 

計 27,782 

小 19,354中  

8,428 

重点事業シート（P.36）

に記載 

ＰＴＡ団体助成 

（教育部総務） 

家庭教育と学校教育との連携を深

め、児童生徒の健全育成を図るため、

久留米市小・中学校ＰＴＡ連合協議

会に対して補助金を交付する。 

2,912 

久留米市小・中学校ＰＴＡ連

合協議会に対する補助金交

付により、同団体の活動活性

化に寄与することができた。 
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重点事業１８ 

事 業 名 
小・中学校コミュニティ・スクール 

（久留米版）推進事業 
担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 
H27決算 H28決算 H29決算 

25,671千円 26,127千円 27,782千円 

事業目的 
地域の教育力を学校運営に取り入れ、様々な体験活動や教育課題を充実する

ための支援を行うことで、地域と共にある特色ある学校づくりを推進する。 

事業内容 

(1) 学校規模に応じた補助金の交付 

地域人材の活用や地域での体験活動の充実を目指して、学校規模や地域

の人材等を活用した事業提案に応じ、補助金を交付する。 

(2) 地域学校協議会の提言に応じた補助金の交付 

各学校の教育課題に対し、地域学校協議会から提言された計画を実働化 

するための補助金の交付を行う。  

(3) 地域学校協議会委員への報酬・謝金 

(4) 放課後等学習会を中学校モデル校６校で実施 

  コーディネーターや学習指導員を配置し、地域学校協議会に設置する

「放課後学習会運営委員会」へ補助金を交付する。 

事業目標 

成果指標 

①地域学校協議会提言の

達成率の向上 
②中学校モデル校６校の

放課後学習時間の増加 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

①71.7％ 
②46H 

①72.5％ 
②43H 

①73.4％ 
②50H 

①前年比増 
②前年比増 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 

地域学校協議会の提言の達成率は上昇傾向にあり、教育課題に対する学校・

家庭・地域の協働の取組の成果が表れてきている。また、中学校モデル校に

おける放課後の学習時間が前年度に比べて増加している。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

地域学校協議会会長等研修会の中で、効果的な取組事例の情報共有を図っ

た。また、学校・家庭・地域の役割を示した地域学校協議会プランで協働の

具体化を図った。 

工夫 
改善の 
成果 

各学校の教育課題に対する地域学校協議会からの提言に基づき、学校・家

庭・地域が協働して課題解決活動を実施した。また、放課後学習会の取組と

して明星中「チャレンジ放課後学習塾」の工夫を各小・中学校に周知した。 

工夫 
改善の 
課題 

学校・家庭・地域の協働が活発な学校運営を実現するために、地域学校協議

会会長等研修会の中で、国の動向を得たり各学校が情報・意見交換したりす

る場を設ける。中学校モデルについては、事務手続の簡素化が必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

地教行法の改正に伴い学校運営協議会の設置が努力義務化になったことを

踏まえ、地域学校協議会の仕組みと今後のあり方を検討する必要がある。中

学校モデル校は、事務マニュアルを整備し、事務手続きを簡素化する。 
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（４）学校ＩＣＴ環境整備 

３つの重点を支える施策として学校 ICT 環境整備を進め、教育イントラネ

ットを活用した教材等の共有や研修の充実を図るとともに、児童生徒の多くの

情報を一元的に集約・管理する校務支援システムによる校務の効率化と情報の

有効活用を推進する取組みを行った。 

 
◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

【重点事業 19】 

学校ＩＣＴ環境再

整備事業 

（教育センター） 

学校・教育部間の情報共有や情報

収集を迅速に行うための教育イン

トラネットについて、障害防止や

障害発生時の対応を迅速に行い、

安定的な運用を図る。また、学習

指導や生徒指導に活用するため

に、児童生徒一人ひとりの様々の

情報を一元管理する校務支援シス

テムの保守、サポート体制を整え

ることで、システムの安定稼動・

運用を行う。 

75,376 
重点事業シート（P.38）に記

載 

情報教育環境の充

実 

（教育センター） 

教育用パソコンの整備を進めると

ともに、その活用を推進するため、

教育用ソフトの整備と必要なメン

テナンスを行う。また、インター

ネットの活用により、情報の収

集・発信・交流を行い、情報教育

の充実を図る。 

107,760 

城島地区小中学校パソコン教

室の機器等及び事務、校務、

教育用パソコン等 

の機器更新を実施した。 
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重点事業１９ 

事 業 名 学校 ICT 環境再構築事業 担当課 教育センター 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

0 千円 148,392千円 75,376千円 

事業目的 

きめ細やかな学習指導・生徒指導への活用や、優れたデジタルコンテンツ（学

習教材・指導案）の共有化を図ることを目的とし、教育イントラネットや、

校務支援システムの安定的な運用、維持管理を行う。 

事業内容 

（１）学校イントラネットの運用、維持管理 

インターネットの技術を用いて構築された、各学校・教育部を範囲として

データ通信のできる環境の安定的な運用を行う。 

教育センターにおける調査研究の成果物や研修教材、外部講師の講話資料

等を保存し、校内研修等に活用する。 

（２）校務支援等システムの運用保守 

児童生徒一人一人の情報（成績、転出入、出席、健康観察、日常所見等）

をデータベース化し、学習指導、生徒指導等に活用する。 

事業目標 

成果指標 

イントラネット上におい

て共有化した指導案数 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

  －  導入   194  100以上 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 
学校イントラネットにおいて、指導案以外にも多くの学習教材等を共有化し

ているが、校務支援等システムの帳票カスタマイズ等の残課題がある。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

校務支援等システムをスムーズに運用するため、小学校、中学校毎にワー 

キンググループ設置し、課題等の協議を行った。 

工夫 
改善の 
成果 

校務支援運用における課題の分析が行われ、解決策、残課題の整理ができた。 

工夫 
改善の 
課題 

学校イントラネット上に共有化されたデジタルコンテンツについて、教職員

の活用実績の把握が課題である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

デジタルコンテンツの活用実績についてはアンケート等にて把握を検討

するとともに、１年間の校務の流れに応じた校務支援等システム研修を

実施する。 

また、帳票カスタマイズ案件等の残課題については早急に対応する。 
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（５）その他の施策 
 
◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

【重点事業 20】 

食育プログラム研

究推進事業 

（学校教育課） 

子どもたちが食に関する正し

い知識と望ましい食習慣を身

に付けるために、久留米市栄養

教諭等研究会に対して助成を

行う。 

686 重点事業シート（P.41）に記載 

【重点事業 21】 

食育啓発・促進事業 

（学校教育課） 

学校・家庭・地域が連携し、子

どもの食事や睡眠といった基

本的生活習慣の確立や生活リ

ズムの向上を図る運動を展開

する食育推進校のＰＴＡに対

して助成を行う。 

500 重点事業シート（P.42）に記載 

【重点事業 22】 

医療的ケア対応事

業 

（学校教育課） 

久留米特別支援学校の医療的

ケアを必要とする児童生徒に

対応するため、看護師を配置

し、吸引・経管栄養・導尿等を

実施することにより、子どもの

状況に的確に対応できる安全

な教育環境の整備を図る。 

25,964 重点事業シート（P.43）に記載 

【重点事業 23】 

中学校美術教育振

興事業 

（学校教育課） 

第１学年の生徒が久留米市美

術館等の企画展・常設展を鑑賞

するためのバスの借り上げを

行い、美術に対する興味を高

め、豊かな心や郷土を愛する心

を育む。 

2,141 重点事業シート（P.44）に記載 

【重点事業 24】 

発達障害早期総合

支援事業 

（学校教育課） 

発達障害児を有する児童生徒

への早期からの相談支援の仕

組みとして、「子ども発達相談

教室」を設置する。また、ADHD

のある子どもへの包括的治療

プログラムを行う「くるめ

STP」に対して補助金を交付す

る。 

3,218 重点事業シート（P.45）に記載 

中体連・中文連助成 

賞賜金支給 

（学校教育課） 

中学生の体育・文化活動の充実

を図るため、中体連・中文連の

運営費を助成するとともに、各

種大会等の助成、生徒の出場旅

費の補助を行う。 

計 22,467 

補助金：

21,463賞賜

金： 1,004 

久留米市立高等学校運動競技出場賞

賜金：6件 

久留米市立高等学校芸術・文化大会出

場賞賜金：5 件 

文化・体育活動賞賜金 29件 

中学校部活動活性

化事業 

（学校教育課） 

(公財)スポーツ安全協会のス

ポーツ安全保険に加入するこ

とで、外部指導者の指導中の事

故等に対応する。 

181 

外部指導者（101 人）について、スポ

ーツ安全協会のスポーツ安全保険に

加入した。 

学校訪問看護支援

事業 

（学校教育課） 

医療的ケアを必要とする児童

生徒の保護者が、学校活動にお

いて訪問看護制度を活用する

際の補助を行う。 

1,491 

医療的ケアを必要とする通常の学校

に在籍する児童（4 人）の保護者に対

し、訪問看護費用の補助を行った。 
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中学校活性化事業 

（学校教育課） 

中学校の生徒会の交流を促進

し、生徒会活動を活性化するこ

とで、生徒による学校運営の円

滑化と課題の解決を図る。 

188 

中学校の生徒会リーダー研修会を年

２回開催し、生徒会活動の活性化を図

った。 

特別支援教育進路

指導事業 

（学校教育課） 

久留米特別支援学校の中学部

及び高等部が実施する職場実

習への支援を行う。また、職場

実習助手や進路指導員を配置

する。 

4,047 

５つの作業学習コースに実習助手を

配置し、作業学習の充実を図ることが

できた。 

就学相談事業 

（学校教育課） 

障害のある幼児児童生徒の就

学先決定についての就学相談

を実施し、自立及び社会参加に

向けた基礎となる力を育む最

適な環境を選択するための情

報提供を行う。 

909 

309人に対する就学相談を実施し、適

切な学びの場を決定するための情報

提供を行った。 

定期健康診断 

（学校保健課） 

児童生徒及び教職員の健康診

断を実施し、健康管理の推進を

図る。 

計  31,870 

小：17,909 

中：10,313 

特支：1,195 

高：2,453 

受診者数（受診率） 

心臓検査：5,937人（99.3%） 

尿検査：25,664 人（99.1%） 

結核検査（要精密検査対象者）：33

人⇒受診者 33人（100%） 

歯科保健指導事業 

（学校保健課） 

学校歯科医の指導のもとに歯

科衛生士を久留米市立小学校

に派遣し、小学校２年生を対象

に歯磨指導を行う。 

910 

全小学校（46 校）及び特別支援学校

において正しい歯の磨き方を指導し

た。（参加者数：2,908人） 

感染症予防対策 

（学校保健課） 

学校における健康診断、応急措

置等、学校保健に係る感染症予

防対策を講じ、衛生面・安全面

の向上を図る。 

計  2,085 

小：1,418 

中：580 

特支：15 

 高：72 

健康診断等で使用する器具の滅菌処

理を専門業者に委託することにより、

器具等による児童生徒への細菌感染

を防止することができた。 

学校保健会助成 

（学校保健課） 

各学校が実施する保健事業を

支援することにより、学校保健

衛生の普及向上に資する。 

2,418 

学校が保護者や児童生徒等を対象と

した講演会、研修等を開催することで

学校保健の普及向上を図ることがで

きた。参加者数：児童生徒・保護者等

660人 

実施校：５校（弓削小・御井小・荒木

小・荘島小・江南中） 

学校給食の充実 

（学校保健課） 

学校給食の効率的運営ととも

に、給食備品等の計画的整備を

することで、その内容の充実を

図る。29年度より、従来は週 3

回だった米飯給食を 4 回で実

施する。 

計 618,380 

小：567,593 

中： 30,900 

特支：19,887 

学校給食の効率的運用とともに、給食

備品等の計画的整備を行うことがで

きた。 
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重点事業２０ 

事 業 名 食育プログラム研究推進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

686千円 686千円 686千円 

事業目的 

子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けるための

取組を推進している市内の小・中・特別支援学校等の栄養教諭等で構成する

久留米市栄養教諭等研究会の研究活動に対し、助成を行う。 

事業内容 

① 久留米市栄養教諭・学校栄養職員等の取組を活かし、充実発展させるた

めに、本事業を通して食育プログラムの研究活動を推進する。 

② 以下の取組等を行い、児童生徒が食に関する正しい知識と望ましい食習

慣を身に付けるようにする。 

・ 朝食摂取や栄養バランスのよい食事など食に関する指導の充実 

・ 食に関する講演会の実施 

・ よりよい食生活を築く情報を掲載したチラシの作成・配布・啓発 

・ 食への関心を高める親子料理教室の開催 

・ 栄養教諭等が配置されていない中学校への出前指導 

事業目標 

成果指標 

児童生徒の朝食欠食

率の減少 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

朝食欠食率 
小 1.2％ 
中 1.9％ 

朝食欠食率 
小 1.5％ 
中 2.8％ 

朝食欠食率 
小 1.6％ 
中 2.3％ 

前年度比減 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
小学生の朝食欠食率は前年度と比較して0.1ポイント増、中学生は0.5％減と

なった。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

朝食摂取を意識した食に関する指導、親子料理教室の開催、栄養教諭未配置

校への出前授業等の取組を行った。また、「回数の増加」「内容の充実」に視

点を置いた給食時間の指導の充実を目指した。 

工夫 
改善の 
成果 

「回数の増加」「内容の充実」の項目に関して、栄養教諭等による給食時間

の指導の充実が図られた。 

工夫 
改善の 
課題 

栄養教諭等の授業力にばらつきがあり、朝食欠食率の減少のために、授業力

向上に関する研修の充実と家庭への啓発を強化する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

朝食を食べない児童生徒の割合が全国的に増加している中、本市では全

国平均以上の朝食欠食傾向が見られる。授業力向上に関する研修の実施

のほか、就学前の家庭への啓発推進のため、就学時検診の際の啓発を行

う。 
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重点事業２１ 

事 業 名 食育啓発・促進事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

500千円 500千円 500千円 

事業目的 

「早寝・早起き・朝ごはん」をスローガンに、学校・家庭・地域が連携し、

子どもの食事や睡眠といった基本的生活習慣の確立や生活リズムの向上を

図る運動を展開する食育推進校のＰＴＡに対して助成を行う。 

事業内容 

各学校でＰＴＡを中心に展開している食育の取組をさらに充実発展させる

ため、次に掲げるような取組を実施し、朝食摂取率向上に向けた啓発を促進

する。 
・ 食育啓発推進モデル校（平成 29 年度：山本小、船越小、京町小、青木

小、城南中）へののぼりの設置 
・ 児童生徒及び保護者への意識調査と分析結果の公表 
・ 生活リズムカードの実施 
・ 朝食内容の充実のための食育講演会の実施 

事業目標 

成果指標 

食育推進校５校にお

ける朝食摂取率の目

標値の達成 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

5 校中 3校 
達成 

5 校中 4校 
達成 

5 校中 3校 
達成 

各学校にお
いて前年度
の朝食摂取
率を上回る 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 

食育推進校では、朝食を食べる子どもの割合が上昇した学校は３校、中には

100％となった学校もあった。しかし、全国平均を下回る市の状況を踏まえ

て本評価とした。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

各学校では食に関する体験活動、授業の充実を図り、家庭では生活リズムカ

ード、食育講演会の参加、食育啓発チラシに工夫を凝らした。 

工夫 
改善の 
成果 

食育推進校として５校を指定し、早寝・早起き・朝ごはん運動などＰＴＡ活

動を通じた取組を展開した。推進校では、朝食摂取率が５校中３校で昨年度

より上昇した。また、３校が全国平均を上回る朝食摂取率となった。 

工夫 
改善の 
課題 

朝食摂取については、家庭の協力が不可欠であるため、今後とも家庭への啓

発を継続する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

市全体の朝食摂取率は、前年度と比較すると小学校１％減、中学校0.1％増

の状況である。引き続き食育推進校を指定し、ＰＴＡと連携して食に関する

意識を高めながら朝食摂食への推進を図る。 
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重点事業２２ 

事 業 名 医療的ケア対応事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

19,684千円 19,479千円 25,964千円 

事業目的 

久留米特別支援学校に在籍する医療的ケアを必要とする児童生徒に対応す

るために、看護師を配置し、医療機関と連携した吸引・経管栄養・導尿等を

実施することによって、子どもの状況に的確に対応できる安全な教育環境の

整備を図る。 

事業内容 

① 久留米特別支援学校に在籍し、医療的ケア（吸引・経管栄養・導尿）を

必要とする児童生徒を対象とする。（平成 29年度 16人） 

② 業務委託によって事業所から看護師を派遣する。（平成 29年度 11人） 

事業目標 

成果指標 

医療的ケアを必要と

する子どものニーズ

に応じた時間の看護

師の配置 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

対象児童 
生徒 15人 
看護師 9 人 
配置 

対象児童 
生徒 16人 
看護師 9 人 
配置 

対象児童 
生徒 16人 
看護師 11人 
配置 

対象児童 
生徒 16人 
看護師 9 人 
配置 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
医療的ケアを必要とする子どものニーズに応じた時間の看護師を配置し

た。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

 医療的ケアの対象となる児童生徒数や医療的ケアの内容が変動する状況

にも適切に対応できる看護師の配置体制の確保に努めた。 

工夫 
改善の 
成果 

 看護師を配置することによって、医療機関と連携した医療的ケアを適切に実

施することが可能になり、より安全な教育環境の整備を図ることができた。 

工夫 
改善の 
課題 

久留米特別支援学校における今後の児童生徒の状態像の変化や、重度・重複

化に的確に対応できる医療的ケアの体制を構築する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 拡充 

今後の 

方向性等 

対象となる児童生徒の増加や医療的ケアの複雑化によるニーズの増大を

踏まえ、看護師の安定的な確保に努める。また、通常学校における医療

的ケアの体制について、先進自治体の状況調査など検討を行う。 
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重点事業２３ 

事 業 名 中学校美術教育振興事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

2，990千円 2，314千円 2，141千円 

事業目的 
市立中学校の生徒における美術への興味・関心を高め、豊かな心と郷土を愛

する心を育む。 

事業内容 

① 市立中学校の第１学年の生徒が久留米市美術館等で行われる企画展及び

常設展を鑑賞するためのバスの借り上げを行う。これらの鑑賞を通して、

中学生の美術に対する興味・関心を高める。 

② 事業の実施に当たっては、生徒に対するアンケートや感想等を学校だよ

りなどで紹介し、効果の波及に努める。 

事業目標 

成果指標 

市内の全中学校での鑑賞

の実施 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

100％ 100％ 100％ 100％ 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
市立の全ての中学校の第１学年生徒が、久留米市美術館等で鑑賞することが

できた。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

久留米市美術館の企画展や石橋正二郎記念館の展示内容について、予め学校

に通知しておくことで、各学校の実施時期を調整し、バス会社の繁忙期を避

けてバス借上げを行った。 

工夫 
改善の 
成果 

郷土出身の芸術家の作品や石橋正二郎氏の功績について学ぶことを通して、

美術科だけでなく総合的な学習の時間における探究活動においても久留米

への関心を高め、郷土を理解するよい機会となった。 

工夫 
改善の 
課題 

各学校とバス会社の連絡調整の期間を十分に確保するためには、見通しをも

ち、計画的に借上げ契約を進める必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

生徒のアンケートや感想等を学校だより等で紹介し、引き続き効果の波及に

努める。前年度末の早い時期で、学校と実施時期等を調整し、バス会社との

スムーズな契約手続を実施する。 
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重点事業２４ 

事 業 名 発達障害早期総合支援事業 担当課 学校教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

4,593 千円 3,554 千円 3,218 千円 

事業目的 

発達障害を有する児童生徒に対する早期からの支援を行うため、関係機

関と連携しながら相談窓口の設置や効果的な治療プログラムを実施す

る。 

事業内容 

(1) 相談・指導教室の設置 

久留米特別支援学校内に「子ども発達相談教室」を設置し、小学校

に在籍する児童を対象にした相談への対応や、関係機関とのコーディ

ネートを行う。 

(2) くるめサマー・トリートメント・プログラム（ＳＴＰ）の支援 

ＡＤＨＤのある子どもへの包括的な治療プログラムである「くるめ

ＳＴＰ」事業に補助金を交付する。 

事業目標 

成果指標 

子ども発達相談教室の 

相談件数 50 件以上 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

75 件 49 件 55 件 50 件 

評価 「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
子ども発達相談教室について、平成２９年度は前年度より６件増に当た

る５５件の相談を受け、具体的な支援方法などを助言できた。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

相談ニーズが増加・複雑化している状況を踏まえ、教頭会において「子

ども発達相談教室の効果的な活用の仕方」として、子ども発達相談教室

担当医師からの研修を行った。 

工夫 
改善の 
成果 

保護者や学校からの申込みに対し、スクールカウンセラーやスクールソーシ

ャルワーカー等の助言ももとに校内支援会議を行い、学校の指導支援の向上

を図ることができた。 

工夫 
改善の 
課題 

教育的配慮事項を担任教諭へ指導助言しているが、担任等から学校内の他の

教員への情報提供及び情報の共有が不十分な面がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

子ども発達相談教室の相談事業やＳＴＰへの教員の参加を通して、学校

現場の指導支援の向上を目指す。また、教育支援内容に関しては、担任

に留まらず、学校全体の共通理解が重要であることについて周知に努め

ていく。 
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２ 学校教育環境等の整備 

児童生徒がゆとりをもって快適に学校生活を送ることができるように、老

朽化した学校施設の長寿命化対策や、トイレ改修等を行い、また、児童生徒の

個々の状況への配慮並びに多様な学習が行える施設環境の整備に努めた。 

小学校の小規模化対応については、他自治体の事例等も参考として施策実施

を進めるとともに、小規模化における通学区域のあり方について検討を行った。 

くわえて、社会状況の変化を踏まえ、各種就学支援制度の充実と就学環境の

整備を進めた。 
◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

【重点事業 25】 

学校施設の整備

充実 

（学校施設課） 

児童・生徒の生命を守り、災害時の地域

の避難施設を確保し、多様で新しい学習

活動に対応した教育環境の整備を進める

ため、学校施設の改築を計画的・効率的

に行う。また、教室不足が生じている学

校について、増築を行う。 

計:1,532,745 

小:961,334

中:571,441 

(うち増改築事

業) 

小:957,121 

中:570,884 
（繰越予算含む） 

重点事業シート（P.47）に記載 

【重点事業 26】 
学校施設長寿命

化事業 

（学校施設課） 

学校施設における建替コストの縮

減、改修時期の調整による財政の平

準化、環境負荷の低減などを図るた

めに防水・外壁工事などの施設の長

寿命化を図る。   

計:633,749 

小:300,253 

中:289,848 

高: 43,648 

(繰越予算含

む) 

重点事業シート（P.48）に記載 

学校施設維持管

理事業 

（学校施設課） 

学校施設における機能の維持改善を図る

とともに、安全で快適な学習環境づくり

に向けた整備を行う。 

計:152,406 

小:87,380 

中:54,763 

特支: 6,723 

高: 3,540 

小学校においては、床改修、キュ

ービクル改修、防球フェンス設置、

放送設備改修、雨水排水改修、黒

板改修、背面棚改修を延べ 10 校、

中学校においては、放送設備改修、

床改修、黒板改修、バスケットゴ

ール改修の延べ 5校での事業、特

別支援学校においては、建具改修、

フェンス改修を行った。 

中学校空調機整

備事業 

（学校施設課） 

児童生徒の学習環境の向上や健康維持を

目的として、中学校の特別教室(理科室・

音楽室)に空調機整備を行う。 

計:155,712 

中:155,712 

中学校 15校の特別教室(理科室・

音楽室)に空調機整備を行った。 

久留米市奨学金 

（学校教育課） 

経済的な理由により高等学校等の修学が

困難な者に対し奨学金を給付する。 

 入 学 一

時 金

（円） 

月奨学

金（円） 

公立 20,000 5,000 

私立 30,000 7,000 

※高校生等奨学給付金の支給要件を満

たさない者の月奨学金は 7,000円 

21,328 

○入学一時金  

 公立 43名／私立 27名 

○月奨学金 

・新制度（H28以降採用者） 

  公立 5,000 円：81 名 

  公立 7,000 円：7名 

  私立 7,000 円：86 名 

・旧制度 

  公・私立 7,000円：86名    

就学援助事業 

（学校保健課） 

小・中学校に通学する児童・生徒で、経

済的理由により就学が困難な者に対し、

学用品費・給食費等を支給する。29年度

の新入生より入学準備金の支給時期を従

来の 7月から 3 月へと前倒しした。 

計 467,828 

小：266,219 

中：201,333 

特支：  276 

○認定者数 6,501 人 

小：4,260人 中：2,241人 

○認定率  26.81％ 

小：25.53％ 中：29.64％ 

○前倒し率 66.42％ 

 小：73.71％ 中：58.59％ 
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重点事業２５ 

事 業 名 学校施設の整備充実事業 担当課 学校施設課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

小 652,365千円

中 332,237千円 

小 1,317,202千円 

中 650,502 千円 

 小 961,334千円 

中 571,411千円 

事業目的 
児童生徒の安全を確保し、快適な学習環境づくりに向けて、増改築事業等の整備により学

校施設の整備充実を図る。 

事業内容 

○校舎等改築事業 

  学校施設の老朽化と学校を取り巻く社会情勢の変化に対応するために、計画的・効

率的に改築工事を行った。 

  ・日吉小学校校舎改築事業（旧校舎解体工事、防球フェンス設置工事） 

  ・篠山小学校校舎改築事業（校舎・屋内運動場改築工事） 

  ・京町小学校校舎改築事業（屋内運動場棟改築工事） 

  ・屏水中学校校舎改築事業（校舎改築工事） 

○校舎増築事業 

  教室不足が発生している学校について、増築の基本設計を行った。 

  ・南小学校校舎増築事業（基本設計）、山川小学校校舎増築事業（基本設計） 

事業目標 

成果指標 

実施校 6校

における

各々の事業

進捗率の目

標値達成 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

◆改築事業 

日吉小(改築工事) 

進捗:40％ 

篠山小(実施設計) 

進捗:100％ 

京町小(基本設計) 

進捗:100％ 

屏水中(改築工事) 

進捗:20％ 

◆改築事業 

日吉小(改築工事) 

進捗:100％ 

篠山小(改築工事) 

進捗:10％ 

京町小(実施設計) 

進捗:100％ 

屏水中(改築工事) 

進捗:50％ 

◆改築事業 

日吉小(解体工事他) 

進捗:100％ 

篠山小(改築工事) 

進捗:52.8％ 

京町小(改築工事) 

進捗:13％ 

屏水中(改築工事) 

進捗:100％ 

◆増築事業 

南小（基本設計） 

進捗：100％ 

山川小（基本設計） 

進捗：30％ 

◆改築事業 

日吉小(解体工事他) 

進捗:100％ 

篠山小(改築工事) 

進捗:52.8％ 

京町小(改築工事) 

進捗:13％ 

屏水中(改築工事) 

進捗:100％ 

◆増築事業 

南小（基本設計） 

進捗：100％ 

山川小（基本・実施設計） 

進捗：100％ 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) 〇 

評価理由 
工事は計画通りに事業を進めることができたが、山川小で予定していた実施設計につい

ては、学校や地域および関係機関との更なる調整が必要となり、基本設計のみを行った。 

事業

分析 

工夫 

改善 

事項 
学校や地域および関係機関に対し、説明を行い、多様な意見を得るようにした。 

工夫 

改善

の 

成果 

多様な意見を踏まえ、事業を進めることができた。 

工夫 

改善

の 

課題 

事業を進めるにあたっては、学校や地域および関係機関との合意形成のために、時間を確

保することが必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

今後も学校施設の老朽化および教室不足については、耐力度調査結果や児童生徒数推

計を踏まえ、各関係機関とも協議を行いながら、事業を進める。 

平成２９年度重点事業シート 
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重点事業２６ 

事 業 名 学校施設の長寿命化事業 担当課 学校施設課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

小 265,825 千円 

中  79,382 千円 

特支 37,469千円 

高 164,471 千円 

小 326,202 千円 

中 200,387 千円 

特支 66,842千円 

高  53,159 千円 

小 300,253 千円 

中 289,848 千円 

高  43,648 千円 

事業目的 

学校施設において外壁・防水・便所改修工事等を計画的に実施することにより施設を長寿命化

し、教育環境を質的向上させると共に、建替コストの縮減、改修時期の調整による財政の平準

化、環境負荷の低減などを図る。 

事業内容 

○H29年度 学校施設の主な整備内容 

・校舎外壁改修工事 6校(御井小,安武小,大善寺小,良山中,荒木中,久商) 

 【設計業務委託 6校(小学校 4校,中学校 2校)】 

・校舎防水改修工事 7校(御井小,安武小,上津小,※西国分小,※田主丸小,※金丸小,良山中) 

 【設計業務委託 5校(小学校 3校,中学校 2校)】 【修繕 2校】 

・屋体外部改修工事 1校(津福小)【設計業務委託 2校(小学校 1校,高校 1校) 

・屋体防水改修工事 1校(※安武小) 

・屋体床改修工事 2校(水縄小,北野中) 【設計業務委託 1校(小学校 1校)】 

・便所改修工事 8校(水縄小,西牟田小,南小,三潴小,櫛原中,宮ノ陣中,田主丸中,三潴中) 

 【設計業務委託 9校(小学校 5校,中学校 4校)】 

・グラウンド改修設計業務委託 1校(小学校 1校) 

・プール改修工事 2校(※合川小,※櫛原中) 

・防火シャッター改修 3校(※高良内小,※城南中,※明星中) 

・屋体照明改修設計業務委託 2校(小学校 2校) 

・給水管改修設計業務委託 3校(小学校 2校,中学校 1校) 

・下水道切替設計業務委託 2校(小学校 1校,中学校 1校) 

事業目標 

成果指標 

外壁改修率及びトイレ改

修率の上昇 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

外壁改修率  

（ﾓﾙﾀﾙ落下対策） 

84.0％ 

トイレ改修率 

（校舎ドライ化） 

54.7％ 

外壁改修率  

（ﾓﾙﾀﾙ落下対策） 

84.3％ 

トイレ改修率 

（校舎ドライ化） 

65.3％ 

外壁改修率  

（ﾓﾙﾀﾙ落下対策） 

86.8％ 

トイレ改修率 

（校舎ドライ化） 

71.2％ 

外壁改修率  

（ﾓﾙﾀﾙ落下対策） 

86.8％ 

トイレ改修率 

（校舎ドライ化） 

71.2％ 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 全事業について当初計画どおりに事業完了し、改修率目標を達したため。 

事業

分析 

工夫 
改善 
事項 

事業実施にあたっては、前年度に国の補正予算に計上された補助金を積極的に活用した。 

工夫 

改善の 

成果 
有利な財源を確保することができ、事業も当初計画通りに行うことができた。 

工夫 

改善の 

課題 
国の補助金動向を見極め、有利な財源確保に努めることが必要である。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

着実に事業を進め改修率を上げていくために、財源確保に努めていく。また、事業を進め

るにあたり、学校や地域および関係機関と調整を図りながら、事業を実施する。 

平成２９年度重点事業シート 
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ⅱ 心豊かな市民生活を創造するまち 
１ 生涯学習・社会教育の推進 

市民の自主的・自発的な学習活動を促進するため、ニーズに対応した市民

講座や教室を実施し、あらゆる世代への学習機会の提供に努めるとともに、社

会教育団体の支援や地域人材の発掘と育成を図り、生涯学習・社会教育を通じ

た地域づくりに取組んだ。  

また、生涯学習センターをはじめとする社会教育施設やコミュニティセン

ターの生涯学習ネットワークを強化し、豊かな学びの場の整備と多様な学習情

報の提供を図った。

さらに、市民の学習活動の拠点である社会教育施設を利用者が安全に安心

して利用できるよう改修を進めた。 
◎主な事業の概要

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

【重点事業 27】 

地域生涯学習振興事

業 

（生涯学習推進課） 

校区等において実施される委嘱学級

や土曜塾をはじめとする生涯学習事

業に対して、財政支援や指導者の養成

などの各種支援を行い、地域における

生涯学習の振興を図る。 

60,643 
重点事業シート（P.50）に記

載 

【重点事業 28】 

体験活動推進事業 

（生涯学習推進課） 

少年の翼、アドベンチャーキャンプ、

わくわく遊友体験などの体験活動事

業を通じ、団体生活の楽しさや友情の

深まりなどを体験する場を創出し、子

どもたちの自主性・協調性・創造性を

育む。 

4,505 
重点事業シート（P.51）に記

載 

社会教育団体支援事

業 

（生涯学習推進課） 

ＬＬネットコアくるめや子ども会連

合会、女性の会婦人会連絡協議会をは

じめとする各社会教育団体の活動振

興のため、財源支援や活動助言、指導

等の各種支援を行う。 

21,724 

①生涯学習啓発事業：

広報誌でのイベント紹介（63

団体、242事業）

②人材提供事業

・LLｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ事業：利用1,537

件

・LL ｻｰｸﾙ：利用 610件

③生涯学習入門講座：９講座、

延参加者数 112 名

生涯学習センター活

用事業 

（生涯学習推進課） 

各地域における生涯学習センターを

広く活用した各種講座等を実施する

ことにより、市民の生涯学習の推進を

図る。 

7,502 

えーるピア久留米や北野、三

潴生涯学習センターを活用し

た各種講座（高齢者、男女参

画、青少年育成等）を実施し、

生涯学習の推進を図った。 

生涯学習センター維

持補修事業 

（生涯学習推進課） 

えーるピア久留米をはじめ、各地域の

生涯学習センターについて、経年劣化

に応じた維持補修を行う。 

48,621 

えーるピア久留米の非常用電

源装置の修理等、各地域の生

涯学習センターの経年劣化に

応じた補修を行った。 

そよ風ホール維持補

修事業 

（生涯学習推進課） 

そよ風ホールについて、経年劣化に応

じた維持補修を行う。 
2,496 

外構照明設備や地下ポンプ

排出設備、図書館空調機等

の経年劣化に応じた補修を

行った。  

城島総合文化センタ

ー維持補修事業 

（生涯学習推進課） 

城島総合文化センターについて、経年

劣化に応じた維持補修を行う。 
2,700 

舞台機構ワイヤー等の経年劣

化に応じた補修を行った。 

城島ふれあいセンタ

ー維持補修事業 

（生涯学習推進課） 

城島ふれあいセンターについて、経年

劣化に応じた維持補修を行う。 
432 

駐車場修繕（区画割り補

修・フェンス修繕）等の

経年劣化に応じた補修を

行った。  
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重点事業２７ 

事 業 名 地域生涯学習振興事業（委嘱学級） 担当課 生涯学習推進課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

6,745 千円 7,220 千円 7,291 千円 

事業目的 

 市民が暮らす一番身近な地域である校区を単位として、教養の向上、健康

福祉の増進、人権や環境、防災等の市民ニーズや地域課題に応じた生涯学習

活動を推進し、事業を通じた地域コミュニティづくりを図るため、校区コミ

ュニティ組織に対して、委嘱学級の運営に係る財政支援や指導者養成などの

支援を行う。 

事業内容 

全 46 校区の開設に向けて、取組を進めており、開設校区増に努めてきた。

さらに校区や市民の方に拡げていくためにも、未開設校区の働きかけや校区

訪問・学級訪問等を実施し充実させていく。 

【学級】  ◆学習時間 年間 12回（1回 2時間程度） 

      ◆学級編成 1学級 15人以上（新入生 1名以上） 

      ・まちづくり学級 ・家庭教育学級 

      ・高齢者学級 ・女性学級 など 

【学習単元】・人権･同和問題（必修） ・男女共同参画（必修） 

      ・健康課題  ・ボランティア ・地域課題 

      ・福祉課題  ・環境課題   ・防災  など 

事業目標 

成果指標 
市内全 46校区での開設 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

40校区 42校区 43校区 43校区 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 
新たに、西牟田校区に「まちづくり学級」が開設され、平成 29年度の目標

値である 43 校区での開設が達成されたため 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

未開設校区には、定期的なアプローチを実施した。また学習内容の充実を図

るため、委嘱学級交流会のときに、全体会で「健康体操」など、具体的な取

組を体験する場を設定した。 

工夫 
改善の 
成果 

委嘱学級運営に関する相談や準備委員会等に積極的に関わることで、開設す

ることができた。また内容面では学級毎に、工夫された取組（体操・学級歌

など）が増えてきて、教養の向上、健康増進へとつながっていると考える。 

工夫 
改善の 
課題 

未開設校区については、様々な機会を通じてアプローチをする。また、どの

ように学習を進めていけばよいか等の悩みを抱えている学級もある。委嘱学

級交流会や学級訪問を通して、さらなる支援を行っていく必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

市内全 46校区の開設を目指して、引き続き未開設校区に働きかけてい

く。また、それぞれの校区での取組の内容の充実を図るためにも、校区

訪問や学級訪問を通して積極的に支援していく。 
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重点事業２８ 

事 業 名 体験活動推進事業（少年の翼事業） 担当課 生涯学習推進課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 
H27決算 H28決算 H29決算 

３，５１５千円 ２，８５３千円 ２，８１４千円 

事業目的 

次代を担う子どもが集い、沖縄での本研修を中心に事前・事後の研修を通

して友情を深めながら、団体や地域・学校の活動に積極的に参加する子ども

を育成する。また、青年ボランティアの発掘及び機会提供を行い、次世代の

リーダーを育成する。 

事業内容 

①指導員募集  対象：１８歳～３９歳（高校生除く）人数：２０名程度 

②子ども募集  対象：小学５年生～中学生 人数：７０名程度 

③指導員研修  ・指導員同士の人間関係づくり 

  ・安全管理に対する意識づくり 等 

                

④事前研修   ・協力し合える関係づくり  

・集団生活における規律の共有 等 

⑤本研修    ・地元小学校との交流 ・沖縄の海での自然体験 等 

⑥事後研修   ・ふりかえり 等     ・平和学習 

 

★ 自ら考え行動する自立心      ★ 仲間を思いやれる優しさ 

★ 新しいことに挑戦する意欲     

★ 地域・学校の活動に進んで参加する積極性 

★ 学年や学校を超えた交流によるコミュニケーション能力 

事業目標 

成果指標 

参加者の地域や学校等
行事への参加意欲度 
 
指導員の事業継続参加
の意欲度 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

(参加者) 

97％ 

(指導員) 

41％ 

(参加者) 

85％ 

(指導員) 

40％ 

(参加者) 

94％ 

(指導員) 

73％ 

(参加者) 

80％以上 

(指導員) 

80％以上 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 

事業実施後のアンケートの結果、参加者の「地域・学校等行事への参加意欲

度」が 94％と高い結果となったため。また、指導員の事業継続参加の意欲度

については 73%と目標の 80%以上には届かなかったが、前年度の 40%を大きく

上回る結果となったため。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

事前研修について、充分な研修時間の確保と指導員の負担軽減のため、これ

まで 1泊 2日で実施していた第 1回事前研修を 2回の日帰り研修に変更した。 

工夫 
改善の 
成果 

指導員のアンケートに「3回の中で学べる事が多く、班づくりもしっかりで

きる」という意見があったことから、研修時間を確保したことで内容を充実

させることができ、今後の参加意欲度の向上にもつながったと考えられる。 

工夫 
改善の 
課題 

研修の日程や回数について、参加者の保護者及び指導者からは「ちょうどい

い」という意見を受けている。しかし、習い事や地域行事とのかねあいや、

平成 27 年度から始まった市立小中学校の夏季休業短縮の影響もあるため、

参加しやすい研修計画を検討していく必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

これまでの実績から、事業意義や活動内容については高い水準を保っている

と考えられるが、市立小中学校の夏季休業短縮等の影響で参加者の定員割れ

や指導員の応募数の減少が続いているため、規模の見直しや研修日程の調整

を図り、今後も適正な事業継続に努める。 
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２ 歴史的資源の保護と活用 

久留米市が有する歴史的な資源の適正な保護とその利用及び活用に努める

とともに、市民意識の醸成や地域文化の継承に役立てた。また、地域の活性化

につなげるために、地域と連携した事業の展開を図った。  

高良山から耳納北麓エリアにおける文化資源等を、歴史的な背景に基づく

ストーリーとして紹介した「ストーリーシート」を作成し、発信していくとと

もに、拠点や行程の環境整備等を行い、イベント「攻める戦国高良山」を実施

した。 

 
◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

【重点事業 29】 

歴史博物館整備検討

事業 

（文化財保護課） 

地域文化を知り、創造し、継

承するための生涯学習施設と

して歴史博物館整備について

検討を図る。 

六ツ門図書館展示コーナーで

は、資料の展示・公開やイベ

ントを通して集客効果を高

め、博物館建設への市民意識

の高揚を図る。 

7,567 重点事業シート（P.55）に記載 

【重点事業 30】 
筑後国府跡歴史公園

整備事業 
（文化財保護課） 

久留米市を代表する文化遺産

である筑後国府跡を、市民が

身近な場所で歴史を感じるこ

とができる歴史公園として保

存整備することにより、歴史

学習を基調とした交流の場を

提供し、市民の「郷土」に対

する愛着心を高めるととも

に、その魅力を未来に向けて

継承する。 

38,341 重点事業シート（P.56）に記載 

【重点事業 31】 

歴史ルートづくり事

業 

（文化財保護課） 

高良山から耳納北麓に数多く

存在する歴史・文化遺産を整

理・集積し、歴史的背景に基

づくストーリーの設定や周知

イベントの実施により、地域

の魅力を発信する。同時に、

歴史的スポット拠点等の整備

を行い、安心・安全な環境づ

くりを推進し、交流人口の増

加を目指す。 

【新規】高良山総合調査 

12,765 重点事業シート（P.57）に記載 
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発掘調査事業 

（文化財保護課） 

国民の共有財産である貴重な

埋蔵文化財を保護するため、

開発により現状が維持できな

い場合は、記録保存を目的と

して、発掘調査を行う。わが

国及び久留米地域の歴史・文

化等の正しい理解を促し、市

民の郷土愛を醸成するととも

に、地域の文化活動の展開や

まちづくり活動を支援する。 

80,933 

高三潴遺跡、白川遺跡など 22 件

の発掘調査を実施した。篠山小学

校校舎立替に伴う発掘調査では、

6 年生約 70名を対象に体験発掘

を実施し、調査成果の公開に努め

た。 

埋蔵文化財センター

事業 

（文化財保護課） 

発掘調査に伴う出土品や記録

類の集中管理及び調査研究を

行う。また、市民の多様な文

化的活動の展開を支援するた

め、発掘調査成果を公開する

展示会や体験学習などの普及

活動を実施する。 

1,518 

出土遺物の調査研究では、筑後国

府跡の整理事業を行った。資料調

査や資料見学などの対応も行っ

た。年間入館者は 1,344人であっ

た。 

歴史的建造物保存整

備事業 

（文化財保護課） 

市内に残る歴史的価値のある

建造物の調査・保存整備・活

用を図り、市民へ周知し、そ

の魅力を内外に向けて発信で

きる人づくりとまちづくりを

推進する。 

6,058 

県指定有形文化財「上野家住宅尾

成間」及び市指定有形文化財「本

泰寺山門」の修復を行った。また、

西分館の調査を実施している。 

史跡等環境整備活用

事業 

（文化財保護課） 

地域の特性を生かした「歴史

の広場」の整備を進め、説明

板の設置などまちづくりの素

材としても活用を図る。また、

文化財の周知、普及活動を積

極的に展開する。 

3,412 

国史跡「安国寺甕棺墓群」の草刈

り業務をはじめとした史跡の管

理を行うとともに、文化財説明版

の改修を３か所実施した。また、

県指定天然記念物「善導寺の大ク

ス」再生のため補助金を交付し

た。さらに啓発資料として、歴史

散歩「久留米の戦争遺跡」、文化

財マップ「三潴・犬塚・西牟田校

区」を発行し、文化財の周知を図

った。 

坂本繁二郎生家活用

事業 

（文化財保護課） 

久留米城下町に唯一残る武家

屋敷であり、市指定文化財で

ある坂本繁二郎生家の周知活

用として、イベント等を実施

する。また、歴史のプロムナ

ードなど重要な地域資源とし

てＰＲを広く行い、市内外の

交流人口増加にも努める。 

309 

歴史・文化・教養に関する体験講

座を６回実施した。「七夕まつり」

及び「ひなまつり」といった季節

行事に加え、坂本繁二郎生誕を記

念するコンサートを開催した。来

場者数は 5,232 人であった。 
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文化財保護団体等育

成事業 

（文化財保護課） 

文化財の管理、普及活動及び

無形民俗文化財の継承を行っ

ている団体に対し補助金の交

付を行うことで、文化財の保

護を図る。 

1,181 

13団体に補助金を交付した。
補助金の交付申請時期、実績
報告時、その他必要に応じて
補助事業者から話を聞き取
ることで、各補助事業者が抱
えている課題等について把
握することができた。       

また、祭りで使用する用具
の修理に対しても補助金を
交付し、文化財の保護伝承を
図った。   

文化財施設維持補修

事業 

（文化財保護課） 

文化財収蔵館や埋蔵文化財セ

ンター等、文化財の保存及び

活用施設の適切な維持管理の

ため、必要な改修または補修

を計画的に実施することで、

文化財の保護活用を図る。 

35,348 

久留米文化財収蔵館の外部改修

工事をはじめ、埋蔵文化財センタ

ー展示室内部修繕や大塚古墳歴

史公園ステージ修繕など計７か

所の改修または補修を実施した。 

歴史資料収集活用事

業 

（文化財保護課） 

資料の散逸を防ぐため、資料

購入を進めるとともに、購入

資料を市民に広く公開するた

め、久留米シティプラザにお

いて特別展を開催する。 

64,591 

久留米出身の発明家、田中

久重作と伝わるからくり人

形「文字書き人形」を収集し

た。この人形は久重作のから

くり人形の中でも最高傑作

とされ、一旦海外へ流出した

ものであった。  

平成 30 年 1 月 2 日～ 10 日

の 9 日間、久留米シティプラ

ザにて特別展を開催し、3 日

間、文字書き人形の初披露を

行った。特別展の来場者は延

べ 2,702 人で、アンケート

中、満足・やや満足と回答し

た来場者は 90％を超えた。  
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重点事業 29 

事 業 名 歴史博物館整備検討事業 担当課 文化財保護課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

10,511千円 11,598千円 7,567 千円 

事業目的 
市民がふるさとの歴史や風土など地域の歴史文化を学び、交流するなど、市民

の生涯を通じた学習の場として、かつ、魅力ある施設としての整備を図る。 

事業内容 

地域の歴史や文化を学ぶため、資料の調査・収集を行い、保存・修復に努

める。収蔵、修復された資料を効果的に活用するために展示会等で公開して

いき、市民が郷土の歴史を学ぶ意識を高めるきっかけとなる場を提供する。 
展示会の開催を重ねていき、より充実した展示、郷土「久留米」を学ぶ生

涯学習施設として歴史博物館建設の機運を高めていく。 

事業目標 

成果指標 

歴史博物館建設に向けて、ソ

フト面の整備を行う。 

歴史資料の調査・保存・修

復・収集・購入 

収蔵施設の整備 

歴史資料のデータベース化 

六ツ門図書館における企画展

の開催 入館者 12,000人 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

六ツ門企画

展３回実施

入 場 者 数

19,434人 

 

六ツ門企画

展３回実施

入 場 者 数

15,170人 

 

六ツ門企画

展２回実施

入 場 者 数

12,853人 

特別展2,702

人 

六ツ門図書館展

示コーナー企画

展、特別展の入

場者 12,000人 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 

例年の企画展開催数３回に対して２回と少ないため、年間入館者数は 12,853

人となり前年比約 250人減であるが、シティプラザで特別展を開催し 2,702

人の入館者数があり、合計で前年より微増しているため。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

 六ッ門図書館展示コーナーで３回実施している企画展を１回減らして、久留

米シティプラザ展示室でからくり人形の実演を含む特別展を開催した。 

工夫 
改善の 
成果 

注目を集める新しい施設を使った展示会は、正月開催とも相まって、文化財

保護課が例年実施している展示事業を更に広く周知できたものと考える。 

工夫 
改善の 
課題 

 年間の入場者数には表れておらず、展示期間の見直し、資料に優しい展示環

境の確立等課題が残る。展示資料の調査を十分行い企画を練る準備期間が短

く、ここ数年は単年度で企画から開催までを行っている。準備期間を充実さ

せることが入館者数の増加にも繋がるものと思われる。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

展示会開催には、通常、２年程度の準備期間が必要であるが、半年未満の準

備期間で対応している状況である。今後、充分なスケジュール確保、計画的

な展示計画を立てていくことが重要である。 
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重点事業 30 

事 業 名 筑後国府跡歴史公園整備事業 担当課 文化財保護課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

78,346千円 31,977千円 38,341千円 

事業目的 

古代都市である筑後国府跡を保存整備し、市民が身近な場所で歴史を感じるこ

とにより、「まち」に対する愛着心を高めるとともに、その魅力を未来に向け

て継承する。 

事業内容 

筑後国府は昭和 36年の調査開始より 50年以上、平成 7年度の国指定より 20

年以上が経過し、筑後国府の様相が明らかになりつつある。国府は現在の久

留米市政の出発点であり、本市を代表する重要遺跡である。本市にとって大

切な歴史文化遺産を将来にわたって保護・活用し、地域コミュニティの核と

するため、歴史公園整備を推進する。 

事業の推進にあたっては、整備用地となる史跡の公有化を図るとともに、除

草等により既公有地を適正に管理する。 

事業目標 

成果指標 

史跡の公有化率向上と適

正な管理 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

公有化率

84.24％ 

管理 

除草業務実

施 

 

公有化率

85.22％ 

管理 

除草業務実

施・説明板

撤去・改修 

公有化率

85.71％ 

管理 

除草業務実

施 

 

公有化率

85.93％ 

管理 

除草業務実

施 

 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 
公有化予定地の１筆は、長期相続登記未了地のため公有化ができず、目標値

に達しなかったため。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

長期相続登記未了による所有者不明土地に関する調査の実施。 

工夫 
改善の 
成果 

所有者不明土地に関する現状が明らかとなった。 

工夫 
改善の 
課題 

平成 30 年６月、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」 

が公布された。今後、公有化業務進展のため、法務省・法務局等の動きを注 

視する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

国指定面積 42,206.12㎡の内、36,174.62㎡（85.71％）の公有化が完了し、

整備用地にまとまりが形成されつつある。今後、史跡取扱いの基準となる「保

存活用計画」や、この計画を踏まえた「整備基本計画」策定に着手する。 
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重点事業 31 

事 業 名 歴史ルートづくり事業 担当課 文化財保護課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

12,762千円 31,408千円 12,765千円 

事業目的 

久留米のシンボルであり豊かな歴史・文化・自然を育む高良山と、耳納北麓

エリアをはじめとして、市内各所に所在する歴史遺産を地域資源として捉

え、適正な文化財の保護を行うとともに、情報発信、地域活動の醸成、及び

拠点整備等を行うことで地域の魅力向上を図り、市を代表する魅力的なエリ

アとして、交流人口の増加を目指す。 

事業内容 

耳納北麓については、キラリ創生総合戦略の耳納北麓グリーンアルカディア

創生パッケージの一つの政策であり、他部署との連携により効率的な実施を

進める。 

事業内容としては、数多くの歴史遺産を集積・整理した「久留米歴史ストー

リー」の設定とストーリーシートの作成及び、情報発信などによるブランデ

ィング化、ストーリーに基づくイベント実施、並びにエリア内の文化財の基

礎調査、拠点整備や拠点間をつなぐ行程の環境整備による地域の魅力拡大で

ある。 

事業目標 

成果指標 

H27年度までは、設定ストーリー

数年間２件 H28以降はエリア

内での関連イベント等の来客数

H31年度 年間 5000人 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

設定ストー

リー数 2 

来客数

4,431 

来客数

3,957 

来客数 

4,600 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) 〇 

評価理由 

実績値の総数は平成 28年度より減少しているが、これは、例年水縄校区ま

ちづくり振興会と協働により実施している「みのう山苞まつり」の集客数の

減によるものである。 

一方、平成 29年度は、高良山で、歴史ストーリーに基づく新たなイベント

の実施や、JR ウォーキングに積極的に取り組んだことにより 1,560 名の新規

増が得られた。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

魅力的な歴史ストーリーの情報発信を、ストーリーシートの作成と、それに 

基づくイベント「攻める戦国高良山」として実施した。 

工夫 
改善の 
成果 

マスコミ等にも多く取り上げられ、参加者も 300名と好評であった。 

工夫 
改善の 
課題 

地域との連携。継続性の確保 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

エリア内の拠点となる歴史・文化遺産について、管理や環境整備等を推

進するとともに、それらを活用するための情報発信に取り組み、文化財

の保護と、交流人口の増加を目指す。 
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３ スポーツの推進 

市民がライフステージに応じて、身近な地域でスポーツに親しみ、健康づ

くりに取り組むことができるよう、「久留米市スポーツ振興基本計画」に基づ

き、各種スポーツ事業の実施や、スポーツ推進委員・各種競技団体・総合型地

域スポーツクラブ等との連携など、市民スポーツの推進に努めた。  
また、県南の中核を担う広域的なスポーツ施設の充実に向け、久留米総合

スポーツセンター内の体育館、武道館、弓道場の一体的な改築について、県と

連携し、着実な施設整備の推進を図るとともに、東京２０２０オリンピック・

パラリンピック競技大会の開催を見据え、キャンプ地誘致など開催効果を引き

込む取り組みを進めた。  
あわせて、市民が安心して利用できるようスポーツ施設等の改修を進めた。 

 
◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

【重点事業 32】 

総合武道館整備事業 

（体育スポーツ課） 

老朽化している福岡県立久留

米スポーツセンター体育館、久

留米市武道館および弓道場の

一体的改築について、福岡県と

協議しながら実施する。 

＜主な内容＞ 

・改築工事負担金 

・上空通路工事負担金 

・電柱等移転補償金 

・隣接駐車場整備 

・備品、設備等整備 

1,939,604 重点事業シート（P.60）に記載 

【重点事業 33】 

MICE 誘致推進事業 

（体育スポーツ課） 

平成 30 年の（仮称）久留米ス

ポーツセンター体育館オープ

ン（予定）や平成 32 年オリン

ピック・パラリンピックの開催

などを見据え、全国・九州規模

のスポーツ大会の誘致やオリ

ンピック・パラリンピック参加

チームの事前キャンプ地誘致

を推進する。 

106,642 重点事業シート（P.61）に記載 

総合型地域スポーツ

クラブ支援事業 

（体育スポーツ課） 

地域住民主体による、子どもか

らお年寄りまで、「いつでも、

どこでも、だれでも」が気軽に

参加できる総合型地域スポー

ツクラブの活動等を支援する。 

260 

ニュースポーツ用品（ボッチャ

等）を購入し、障害者や高齢者ス

ポーツ種目の普及をするととも

に、スポーツ体験教室の開催等を

支援した。 

（公財）久留米市体育

協会助成事業 

（体育スポーツ課） 

市民スポーツの担い手である

体育協会を通じて、各種競技団

体の育成や市民スポーツの参

加を促すための教室やイベン

トを開催するとともに、各種大

会への参加奨励や青少年スポ

ーツ活動等への助成を行う。 

44,627 

久留米市体育協会を通じて同協

会の加盟競技団体の育成・支援を

行い、各種競技大会を開催するこ

とで、競技スポーツの振興を図っ

た。また、全国大会等に出場する

個人及び団体に対し奨励金を交

付し、競技者・競技団体の意欲喚

起を図った。 

スポーツ交流推進事

業 

（体育スポーツ課） 

スポーツを通じて、近隣市町村

および市民間の交流を推進し、

お互いの友好親睦を深めるこ

とで活動の広域化を図り、市民

スポーツを振興する。 

5,564 

久留米市・小郡市・鳥栖市・基山

町で構成するクロスロードスポ

ーツ・レクリエーション祭を担当

事務局として開催するなど、近隣

市町の市民間の交流を図った。 
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スポーツ大会振興事

業 

（体育スポーツ課） 

各種スポーツの全国・九州レベ

ルの大会を誘致開催すること

により、市民のスポーツ技術向

上とスポーツを始めるきっか

けをつくり、競技スポーツの振

興を図る。 

○久留米国際女子テニス大会

（29年５月） 

○

紫灘旗全国高校遠的弓道大会

(29年８月) 

7,441 

【主な実績】 

○久留米国際女子テニス大会 

延べ約 3,310名参加。 

○紫灘旗全国高校遠的弓道大会 

男女 89校、約 350 名参加。 

○西日本地区男女ペアグラウン

ドゴルフ交歓大会 

約 500ペア、1,000 名参加。 

体育施設維持補修事

業 

（体育スポーツ課） 

多様な市民スポーツニーズに

応える広域スポーツ施設とし

て、人々のライフステージにお

いて体力・年齢・目的に応じた

スポーツに親しむ環境の整備

と、その活用による生涯スポー

ツの振興を図る。 

＜主な内容＞ 

・市野球場電光掲示板改修設

計 

・城島体育館照明安定器修繕 

6,687 

久留米市野球場電光掲示板改修

設計、城島体育館照明安定器の修

繕を実施した。 

市民スポーツ推進事

業 

（体育スポーツ課） 

①市民が主体的にスポーツと

触れ合う、校区等を中心とした

新しい取り組みを提供し、気軽

にスポーツに楽しめる環境を

整備する 

②国際大会等での活躍が期待

できる久留米市ゆかりのジュ

ニアアスリートが競技に専念

できる環境整備の強化を図る

【新規】 

5,200 

①日頃運動していない 5人以上

のグループに対し、スポーツ指導

者を派遣し、気軽にスポーツに触

れ合う環境を「運動習慣づくり事

業」として実施した。 

②平成 28年度中に優秀な成績を

納めた７名をトップアスリート

強化指定選手に認定し、補助金を

交付し、支援を行った。 
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重点事業３２ 

事 業 名 総合武道館整備事業 担当課 体育スポーツ課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

112,213千円 857,591千円 1,940,550千円 

事業目的 
老朽化している福岡県立久留米スポーツセンター体育館と久留米市武道館

および弓道場の一体的改築を、福岡県と協議しながら実施していく。 

事業内容 

老朽化している福岡県立久留米スポーツセンター体育館、久留米市武道館

及び弓道場の一体的改築について、福岡県と連携しながら実施する。 

 

＜平成２９年度の主な内容＞ 

・本体工事  

 ・備品整備等の開館準備 等 

 

＜今後のスケジュール＞ 

・平成２８年度～平成２９年度 本体工事 
・平成３０年度        供用開始 

事業目標 

成果指標 

供用開始に向けた工事及

び開館準備 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

設計 

解体工事 
本体工事 

本体工事 

開館準備 

平成 30年 6月

供用開始 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 
複数年にまたがる整備計画を計画通りに進捗管理し、予定通り供用開始する

ことができた。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

利用者である競技団体関係者との協議を設計段階から実施し、工事期間中に

おいても現場で意見交換を重ねた。 

工夫 
改善の 
成果 

利用者目線の使いやすい施設を整備することができた。 

工夫 
改善の 
課題 

新施設周辺及びエリア全体で駐車場不足に対応する必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 縮小 

今後の 

方向性等 
新しい施設を適切に管理するとともに、駐車場整備を進める。 
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重点事業３３ 

事 業 名 
ＭＩＣＥ誘致推進事業 

(体育スポーツ課) 
担当課 体育スポーツ課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

414千円 7,355 千円 106,642千円 

事業目的 
市民のスポーツ振興やスポーツによる地域の活性化を目的に、大規模スポー

ツ大会や事前キャンプ等のスポーツコンベンションの誘致を推進する。 

事業内容 

平成３０年の（仮称）久留米スポーツセンター体育館の供用開始や、平

成３２年の東京オリンピック・パラリンピック及び平成３１年のラグビー

ワールドカップ等の開催を見据え、全国・九州規模のスポーツ大会の誘致

や事前キャンプ誘致を推進する。 

＜平成２９年度の主な内容＞ 

・海外及び大使館等へのＰＲ活動及び視察対応等の誘致活動 

・ケニア共和国の事前キャンプ誘致が決定し、基本合意書調印式を実施 

＜今後のスケジュール＞ 

・平成２９年度 誘致活動・ケニアとの基本合意 
・平成３０年度 カザフスタンとの基本合意、実行委員会の立ち上げ 
・平成３０～３２年度 
        ２０２０年に向けた機運醸成及び交流事業 

事業目標 

成果指標 
事前キャンプ誘致 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

誘致活動 誘致活動 
基本合意書

調印式 
誘致決定 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 事前キャンプ誘致活動を実施し、ケニアとの基本合意に至った。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

ケニアオリンピック委員会、在日ケニア大使館等、各機関との連携を強化 

工夫 
改善の 
成果 

計画通り基本合意書の調印式を行うことができた。 

工夫 
改善の 
課題 

キャンプの詳細に関する協議を進める必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 拡充 

今後の 

方向性等 

2020年に向けてキャンプの準備を進めると共に、機運を醸成する事業に

取り組む。 
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４ 市民の自己学習の場としての図書館づくり 

市民一人ひとりの読書や学びの拠点として市民生活の充実と地域社会の発

展を支える役割を果たすため、多様な図書資料や情報を収集・蓄積を行い、ま

た、利用者が求める資料・情報の的確な提供に努め、企画展示や講演会の実施

などにより市民に親しまれる図書館づくりに努めた。  
さらに、第３次久留米市子どもの読書活動推進計画を推進するため、関係

各部・各課と連携して着実な進展を図り、子どもの豊かな人間形成と学習活動

の支援に取り組んだ。  
あわせて、石橋文化センターや久留米市美術館との連携事業を充実し、市

立図書館全体の総合力を高め、利用者サービスの充実及びまちづくりに貢献す

る図書館づくりに取り組んだ。  
 
◎主な事業の概要 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

【重点事業 34】 

子どもの読書環境

整備事業 

（中央図書館） 

①第３次久留米市子どもの読書活動

推進計画の実施 

｢第３次久留米市子どもの読書活動

推進計画｣(平成２９年３月策定、計画

期間平成２９年度～平成３１年度)に

基づき、子どもが心豊かな生活を送れ

るよう本との出会いと読書習慣の定

着を進めるため、子どもの読書活動を

推進する環境整備を進める。 

②ブックスタート事業 

子どもと絵本をつなぐきっかけづ

くりを目的として、子どもの健やかな

成長などに効果があるブックスター

ト事業を実施する。 

5,701 
重点事業シート（P.63）に

記載 

【重点事業 35】 

図書館整備事業 

（中央図書館） 

①図書館施設・機能の整備充実 

安全で快適な読書空間の提供と図

書資料・情報の確保、積極的な情報発

信に努めることで、図書館機能の充実

を図り、市民の生涯学習ニーズに対応

する。 

②福祉サービスの提供と市民との協

働 

ボランティアとの協働による録

音・点字図書の製作や利用推進、対面

朗読など福祉サービスを充実する。 

③図書館利用困難者へのサービス提

供 

高齢や障害、図書館遠隔地など、図書

館を利用しにくい環境にある市民に

対し、移動図書館巡回や団体貸出など

のサービス提供に努める。 

54,583 
重点事業シート（P.64）に

記載 

 

 

62 



重点事業３４ 

事 業 名 子どもの読書環境整備事業 担当課 中央図書館 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

6,377 千円 5,413 千円 5,701 千円 

事業目的 
（１）子どもが健やかに成長し、心豊かな生活を送れるよう、本との出会い

や読書習慣の定着を進めるための読書環境を整備する。 

事業内容 

「久留米市子どもの読書活動推進計画」の施策の遂行 

○ブックスタート、家読の推進など 

○読み聞かせ実施、絵本スペース整備など 

○司書教諭・学校図書館司書との意見交換会など 

○児童図書整備、資料リスト作成 

○ブックトークなど読書に関心を高める催事開催など 

事業目標 

成果指標 

児童図書数を前年度より

増やす 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

243,401冊 246,142冊 251,281冊 250,000冊 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ◎ 

評価理由 事業目標の目標値を達成している。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

第 3次子どもの読書活動推進計画のスタートにあたり、予算の見直しを 

行い、図書購入費、特に児童図書・絵本の購入に重点的に配分した。 

工夫 
改善の 
成果 

図書数の増加に比例し、児童図書の貸出冊数も H28の 538,953冊から、 

H29は 541,878冊に増えている。（前年比 5.4％増） 

工夫 
改善の 
課題 

今後も限られた予算の中で、さらなる児童図書の充実が求められる。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

子どもの読書活動推進計画において、児童図書蔵書数・貸出数、読書支

援を行う団体数の目標を定めて取り組んでいるため、今後も団体の利用

を促すとともに、資料を充実させていく。 
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重点事業３５ 

事 業 名 図書館整備事業 担当課 中央図書館 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

73,377千円 74,829千円 54,583千円 

事業目的 
快適な読書空間の提供と図書館機能の充実に向け、その基盤整備及び利用 

者サービスを図り、生涯学習ニーズに対応する。 

事業内容 

○図書館施設・機能の整備充実 
・施設の安全確保、長寿命化及び備品の整備 
・資料の購入寄贈等：図書及びＡＶ約 25,500 点、雑誌 約 800 点 
○福祉サービスの提供と市民との協働 
・ボランティアとの協働→録音点字図書の製作や活用、対面朗読 
○図書館の利用が困難な方へのサービス提供 
・移動図書館や団体貸出 

事業目標 

成果指標 

平成３０年度 

貸出者数：   390,000 人 

貸出冊数： 1,600,000 冊 

(市民センター図書室な

どを含まない。) 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

365,953人 

1,588,181冊 

389,075人 

1,559,146冊 
382,974人 

1,522,107冊 

390,000人 

1,600,000冊 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) ○ 

評価理由 

事業目標は目標値を下回ったが、環境整備（レイアウト変更）や高齢者のニー 

ズなどにも取り組み、利用の増加につながった。図書館利用困難者に対するサ 

ービスである移動図書館や福祉サービスの利用者数が前年度を上回った。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

・利用者が使いやすい環境整備として、視聴覚資料コーナーを 3階から、1階

玄関ホールに移設した。 

・高齢者の利用増加に対応し、認知症予防講座や郷土史講座を開催した。 

・団体貸出の登録団体や移動図書館の駐車場所の見直しを行った。 

工夫 
改善の 
成果 

・移設後は、ＣＤ・ＤＶＤの貸出者数が前年同月(3月)比 34％増となった。 

・認知症予防講座は１６名、郷土史講座は延べ２３１名の参加があった。 

・団体貸出の貸出冊数や移動図書館の貸出者数が前年度を上回った。 

工夫 
改善の 
課題 

・利用者（特に高齢者や障害者）が使いやすい施設のさらなる充実が必要。 

・高齢者が活躍する場としての図書館の役割は今後益々重要となる。 

・子どもの貧困対策としても、団体貸出を周知していく必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

快適な読書環境の確保と図書資料の充実を図り、図書館利用困難者に対し

ても、ボランティアと協働し、福祉サービスを中心に取り組んでいく。 

 

平成２９年度重点事業シート 

64 



ⅲ 人権が確立されたまち 
 

市民一人ひとりがかけがえのない人間として尊重され、輝きを持ちながら暮

らしていける地域社会をつくるために、久留米市人権教育・啓発基本指針に基

づき、久留米市人権啓発推進協議会など各種団体と連携し、差別をなくす意志

と実践力を身に付けた豊かな人権感覚を持った市民を育成する教育・啓発活動

を進めた。 
 

事業名 事 業 概 要 
決算額 

（千円） 
平成２９年度の実績 

【重点事業 36】 

人権教育・啓発推進

事業 

（人権・同和教育

課） 

全中学校区毎に「人権のまちづ

くり推進協議会」を設置し、こ

れを中心とした地域主体の人

権教育・啓発を推し進め、差別

をなくす意志と実践力を身に

つけた豊かな人権感覚を持っ

た市民の育成を図る｡ 

7,014 重点事業シートに記載 

社会人権・同和教育

事業 

社会人権・同和教育研修等によ

る団体等の育成及び進路保障

を図るための所要の事業を実

施するなど社会人権・同和教育

を推進し、差別のない地域社会

の実現をめざす。 

11,486 

・団体主催研修等 

参加延べ人数…1,418名 

・研究集会等 

参加延べ人数…121 名 

小・中学校人権・同

和教育事業 

部落差別をはじめとする様々

な差別の現実に学び教職員の

人権についての認識を深める

とともに、その研究成果を広く

啓発・普及することによって、

人権・同和教育の振興・充実に

資する。 

「学習理解力」「確かな人権認

識」「豊かな感性」を併せ持っ

た「学力」を培う学習活動の研

究と実践を推進する。 

3,000 

 
うち小学校

６校 

2,000 

中学校３校 

1,000 

実践研究指定校９校に対し、１年目

の３校へ提案授業前後に指導助言を

行い、２年目の３校は中間報告会を

開催し、最終年の３校に研究報告会

を開催し、人権が尊重される学校づ

くりのあり方などの研究成果の公開

を行った。 

学校人権・同和教育

事業 

差別をなくす意志と実践力を

持った児童生徒を育成し、社会

に残る差別意識を解消するた

め、久留米市人権・同和教育研

究協議会の育成、質問教室の実

施、就園・就学・進学奨励金等

の給付を行うなど、基本的人権

を尊重する意識を醸成する教

育活動を推進する。 

20,657 

就園・就学・進学奨励金の給付、久

留米市人権・同和教育研究協議会育

成支援、学習指導員による質問教室

の支援のほか、地区児童生徒の自立

心を養成するとともに、学力の向上

を図った。 

社会人権・同和研修

事業 

（生涯学習推進課） 

同和問題や男女共同参画に関

する問題をはじめとする様々

な人権問題に関して「なるほど

人権セミナー」等の啓発事業を

実施するほか、人権・同和教育

を推進するリーダーの養成、啓

発資料の作成、校区コミュニテ

ィセンター等における人権学

習の振興を図る。 

1,787 

「なるほど人権セミナー2017」 

参加者数 1,961人 

 

人権のまちづくりコーディネーター

講座    受講生 127名 
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重点事業３６ 

事 業 名 人権教育・啓発推進事業 担当課 人権・同和教育課 

事業種別 

※以下から選択 

（新規・拡充・継続） 

継続 事業費 

H27決算 H28決算 H29決算 

７，１１０千円 ７，１１０千円 ７，０１４千円 

事業目的 

学園（保育園、幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校、高等学校他）及び地域（家庭、

小学校区人権啓発推進協議会、企業他）の連携により地域に根ざした人権教育・啓発活動

を推進し、もって差別をなくす意思と実践力を身につけた豊かな人権感覚を持った市民の

育成を図ることを目的とする。 

事業内容 

○モデル校区の指定及び支援 

 指定したモデル校区と協働で、実態把握、課題の明確化、解決のための手段の検討、実

践及び検証を行うなど重点的に支援する。 

○モデル校区における取組の発信及び交流 

 モデル校区における取組を、人権のまちづくりブロック研修会などにおいて実践報告と

して発信するなど、各中学校区人権のまちづくり推進協議会間の交流を図る。 

○事業内容に関する支援 

 各中学校区人権のまちづくり推進協議会の補助金執行について、より効果的な取組とな

るよう指導を行う。 

事業目標 

成果指標 

各中学校区人権のまちづく

り推進協議会の活動の活性化

を図り、次回調査における「差

別をなくす努力をする」市民の

割合 50％以上 

H27実績 H28実績 H29実績 H29目標値 

52.4％ 
 

【参考】 
くるモニ 

25.5％ 
 

【参考】 
市民意識調

査 

47.2％ 
 

【参考】 
くるモニ 

50％以上 
 
 
 

評価  「◎」(達成) 「○」(概ね達成) 「△」(未達成) 「×」(未実施) △ 

評価理由 
前回調査より、人権教育・啓発推進事業の認知度は増加したが、成果指標は目標値を下

回ったため。 

事

業

分

析 

工夫 
改善 
事項 

人権のまちづくりブロック研修会において、①実践報告、②他の校区との意見交流会に加

えて、③それぞれの校区ごとにフィードバック、情報共有を図る内容とした。 

工夫 
改善
の 

成果 

事業の運営に関わった地域住民から、「行事への参加者からの建設的な意見を聞き、より

一層、取組を充実･活性化したいと考えている」という意思表示がなされた。 

フェスタやつどい、人権に関する学習会や講演会への参加、中学校区人権のまちづくり推

進協議会運営に参画することを契機として本事業の認知度が前回より向上した。 

工夫 
改善
の 

課題 

本事業における学園コミュ二ティと地域コミュニティとの、相互の連携強化を図る。 

事業実施にあたり、補助金が適正に、かつ、より効果的に活用されるよう指導、助言を続

ける必要がある。 

次年度以降の事業方針 ※以下から選択 （拡充・継続・縮小・廃止） 継続 

今後の 

方向性等 

人権のつどい･フェスタ等、中学校区人権のまちづくり推進協議会主催の学習会･研修会

等にて、児童生徒が人権･部落問題学習を通して学んだことを学園コミュニティより発信

し、啓発活動に関して地域コミュニティより報告することにより市民への啓発を図る。 
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Ⅲ　重点事業の推移（平成２７-２９年度）

ⅰ　子どもの笑顔があふれるまち

１　教育改革プランの推進

（１）重点１　わかる授業（学力の保障と向上）

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

1 小・中学校学力調査【△】 1 小・中学校学力調査【○】 13 小・中学校学力調査【○】

4 ALT活用【○】 4 ALT活用【◎】 16 ALT活用【○】

5 特別教育支援員活用【◎】 5 特別教育支援員活用【○】 17 特別教育支援員活用【○】

18 くるめ学子どもサミット【○】

7･8 小･中学校英語教育充実【◎】 7･8 小･中学校英語教育充実【◎】
H28年度新規事業

9 教職員研修【◎】 9 教職員研修【◎】 24 教職員研修【◎】

（２）重点２　たのしい学校（安心・安全な学校づくり）

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

10-1 心の教育（小・特・高）【△】 10-1心の教育（小・特・高）【△】 4 心の教育（小・特・高）【○】

10-2 心の教育（中学）【◎】 10-2心の教育（中学）【○】 5 心の教育（中学）【○】

11 小学校不登校対応【△】 11 小学校不登校対応【△】 6 小学校不登校対応【○】

12 SSW活用【◎】 12 SSW活用【○】 7 SSW活用【○】

13 中学校不登校対応【△】 13 中学校不登校対応【△】 8 中学校不登校対応【◎】

14 不登校児童生徒対策【◎】 14 不登校児童生徒対策【◎】 9 不登校児童生徒対策【◎】
H27年度その他の事業から重点事業へ

15 不登校児童生徒訪問【○】 15 不登校児童生徒訪問【○】 10 不登校児童生徒訪問【○】

16 生徒指導充実【◎】 16 生徒指導充実【○】 11 生徒指導充実【○】

17 セーフスクール推進【◎】 17 セーフスクール推進【△】 21 セーフスクール推進【○】

（３）重点３　久留米版コミュニティ・スクールの推進（学校・家庭・地域の協働）

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

18 コミュニティ・スクール【◎】 18 コミュニティ・スクール【○】 19 コミュニティ・スクール【○】

（４）学校ＩＣＴ環境整備

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

19 学校ＩＣＴ環境再整備【○】 19 学校ＩＣＴ環境再整備【○】
H28年度新規事業

15 中学校学力アップ【◎】

14 小学校学力アップ【○】2 小学校学力アップ【△】 2 小学校学力アップ【△】

中学校学力アップ【△】3中学校学力アップ【△】3

6 くるめ学子どもサミット【◎】 6 くるめ学子どもサミット【○】
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（５）その他の施策

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

20 食育プログラム研究推進【△】 20 食育プログラム研究推進【△】 1 食育プログラム研究推進【△】

21 食育啓発・促進【△】 21 食育啓発・促進【○】 2 食育啓発・促進【○】

22 医療的ケア対応【◎】 22 医療的ケア対応【◎】 3 医療的ケア対応【◎】

23 中学校美術振興【◎】 23 中学校美術振興【◎】 12 中学校美術振興【◎】

24 発達障害早期支援【◎】 24 発達障害早期支援【○】 20 発達障害早期支援【◎】

２　学校教育環境等の整備

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

25 学校施設の整備充実【○】 25 学校施設の整備充実【◎】 22 学校施設の整備充実【◎】

26 学校施設の長寿命化【◎】 26 学校施設の長寿命化【○】 23 学校施設の長寿命化【○】

ⅱ　心豊かな市民生活を創造するまち

１　生涯学習・ 社会教育の推進

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

27 地域生涯学習振興【○】 27 地域生涯学習振興【○】 28 地域生涯学習振興【○】

２　歴史的資源の保護と活用

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

29 歴史博物館整備【○】 29 歴史博物館整備【△】 33 歴史博物館整備【◎】

30 筑後国府跡整備【○】 30 筑後国府跡整備【○】 34 筑後国府跡整備【○】

31 歴史ルートづくり事業【○】 31 歴史ルートづくり事業【△】
H28年度新規事業

３　スポーツの推進

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

32 総合武道館整備【◎】 32 総合武道館整備【◎】 32 総合武道館整備【◎】

33 MICE誘致推進事業【◎】 33 MICE誘致推進事業【◎】
H28年度その他の事業から重点事業へ

４　市民の自己学習の場としての図書館づくり

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

34 子どもの読書環境整備【◎】 34 子どもの読書環境整備【◎】 29 子どもの読書環境整備【◎】

35 図書館整備【○】 35 図書館整備【○】 30 図書館整備【○】

ⅳ　人権のまちづくりの推進

№ 平成２９年度 № 平成２８年度 № 平成２７年度

36 人権教育・啓発推進【△】 36 人権教育・啓発推進【◎】 35 人権教育・啓発推進【◎】

27 体験活動推進【○】28 体験活動推進【○】28体験活動推進【○】



第５ 今後の方向性について 

 

学校教育 

 

Ⅰ 基本的な考え方 

平成30年度は、「教育に関する大綱」における久留米市の教育理念と基本目標

を踏まえ、平成28年３月に策定した「第３期久留米市教育改革プラン（以下「プ

ラン」という。）」の３年目の年となる。そのため平成30年度は、プランに掲げた

重点事項の評価指標の達成に向けて、教育施策・事業の着実な前進と教育の本旨

である次代を担う人づくりに取り組むとともに、平成32年度がスタートとなる次

期プランの策定を見据え、その成果と課題の抽出及び分析を行う必要がある。 

具体的には、全国学力･学習状況調査において、全国平均正答率を超えるとい

う目標を掲げる「学力の保障と向上」については、平成29年度は小学校国語Ａが

全国平均を超え、その他の教科区分も目標には届かなかったものの、差は縮小傾

向にある。このことから、これまで進めてきた学校における取組について、計画

性と徹底度の向上を図り、学校・家庭・地域が連携した取組を推進する。そのほ

か、社会のグローバル化や情報技術の発達等を踏まえ、子どもたちの英語力の向

上や教育ＩＣＴを活用した効果的な授業づくりの調査研究に取り組む。 

また、不登校やいじめ問題への対応を重要な課題として認識し、その防止と解

消に向けて、より一層のきめ細やかな取組を進めるとともに、スクールカウンセ

ラー及びスクールソーシャルワーカー等による相談・支援体制の充実に努める。 

さらに、情報の共有化や校務の効率化を目的に整備した学校ＩＣＴ環境につい

ては、情報セキュリティの一層の向上を目指し、各学校に設置している校内サー

バーを一元化する。加えて、全国的な問題となっている教職員の多忙化の解消に

ついても取組を進める。 

学校施設の整備・充実については、安全かつ快適な教育環境の確保を目指し、

国庫補助等の有利な財源を有効に活用しながら、老朽化した校舎等の増改築や長

寿命化等に取り組む。 

少子化に伴う学校小規模化への対応については、複式学級の解消に向けて基本

的な方向性を定めるとともに、関係者と十分な協議を重ねながら抜本的な対応を

進めていく。 

経済的事由で就学困難な世帯への就学援助については、平成31年度新入学児童

生徒にかかる新入学学用品費を増額するとともに、平成31年度からの認定基準の

見直しに向けて、システム改修や各世帯への効果的な周知を行う。 

これらの事業を総合的に推進し、プランの目標である「ふるさと久留米を愛し、

ともに社会を生き抜く力の育成」を目指す。 

 

Ⅱ 重点取組 

１ 第３期教育改革プランに基づく教育施策の実施 

プラン３年目となる平成 30 年度は、その基本方針である「効果の持続」と「課

題の改善」を踏まえ、重点に掲げる次の３点に沿って事業を推進する。 

 

（１）わかる授業【学力の保障と向上】～授業がわかる、学ぶ楽しさがわかる～ 

毎日の授業や校内研修の向上を図り、子どもたちに基礎的・基本的な知識・

技能を確実に身に付けさせるとともに、これらを活用して課題解決するために
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必要な思考力・判断力・表現力等を伸ばすことで、授業がわかり、学ぶ楽しさ

を感じることができる子どもを育む。 

また、全ての小・中学校で行われている「くるめ学」の学習や外国語教育を

充実させるとともに、教育ＩＣＴの活用をより一層進め、学力の保障と向上に

努める。 

 

（２）たのしい学校【安心・安全な学校づくり】 ～学校が楽しい、仲間といる

のが楽しい～ 

不登校やいじめ問題への対策を着実に行い、児童生徒が安心して学べる学

級づくりや楽しい学校生活を送ることができるようにする。その中で、自分

の大切さとともに、他者の大切さを認め、共感・協調できる子どもを育む。 

また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを配置して、

児童生徒や保護者の困りごとに対する相談体制の充実に取り組む。 

さらに、校務運営の効率化を図ることで、教師が子どもと向き合う時間を

確保し、安心・安全な学校づくりに努める。 

 

（３）久留米版コミュニティ・スクールの推進【学校・家庭・地域の協働】 

全ての小・中学校に設置している地域学校協議会を充実させ、提言の実働化

と学校関係者評価の充実を図る。具体的には、地域人材の積極的な活用を図る

ことで、子どもたちの学習習慣の定着や基礎的・基本的な知識・技能の定着を

中心とした取組、健やかな成長を支える生活習慣づくりの取組、健全育成の取

組等を推進する。 

 

２ 学校教育環境等の整備 

児童生徒がゆとりをもって快適に学校生活を送ることができるように、老朽化

した学校施設の長寿命化対策や、トイレ改修等を行い、また、児童生徒の個々の

状況への配慮並びに多様な学習が行える施設環境の整備に努める。 

少子化に伴う学校小規模化への対応については、複式学級の解消に向けて基本

的な方向性を定めるとともに、関係者と十分協議を重ねながら、抜本的に対応を

進めていく。 

加えて、社会状況の変化を踏まえ、各種就学支援制度の充実と就学環境の整備

を進める。 

 

 

生涯学習・社会教育・体育スポーツ・図書館 

 

Ⅰ 基本的な考え方 

平成 30 年度は、県と連携して整備を進めてきた「久留米アリーナ」が６月に

オープンを迎えた。九州最大規模となる施設の活用により、市政の重要テーマ「ス

ポーツを生かしたまちづくり」の実現に向けて、多くの人々が集い、市民が愛着

や誇りを感じることができるよう、魅力ある事業の開催や久留米市を対外的に売

り込むＭＩＣＥの誘致に取り組むとともに、2020 年の東京オリンピック・パラ

リンピックに向けた機運醸成事業を推進する。 

さらに、久留米市が有する歴史文化資源を、地域との協働により磨き上げると

ともに、関係部局と連携しながら、その最大限の活用を図り、久留米市の魅力向

上と地域の活性化に繋げていく。 
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あわせて、高齢者等を中心として市民の生涯学習ニーズが高まる中で、協働の

視点を持ちながら、生涯学習や健康増進、図書館事業等の取り組みを進める。 

 

Ⅱ 重点取組 

１ 生涯学習・社会教育の推進 

市民の自主的・自発的な学習活動を促進するため、ニーズに対応した市民講

座や教室を実施し、あらゆる世代への学習機会の提供に努めるとともに、社会

教育団体の支援や地域人材の発掘と育成を図り、生涯学習・社会教育を通じた

地域づくりに取組む。 

また、生涯学習センターをはじめとする社会教育施設やコミュニティセンタ

ーの生涯学習ネットワークを強化し、豊かな学びの場の整備と多様な学習情報

の提供を図る。 

さらに、市民の学習活動の拠点である社会教育施設を利用者が安全に安心し

て利用できるよう改修を進める。 

 

２ 歴史的資源の保護・活用 

久留米市が有する歴史的な資源の適正な保護とその活用に努めるとともに、

市民意識の醸成や地域文化の継承に役立てる。また、地域の活性化につなげる

ために、地域と連携した事業の展開を図る。 

高良山から耳納北麓エリアにおける文化資源等を、歴史的な背景に基づくスト

ーリーとして紹介・発信していくとともに、拠点や行程の環境整備等を行う。 

  

３ スポーツの推進 

市民がライフステージに応じて、身近な地域でスポーツに親しみ、健康づく

りに取り組むことができるよう、「久留米市スポーツ振興基本計画」に基づき、

各種スポーツ事業の実施や、スポーツ推進委員・各種競技団体・総合型地域ス

ポーツクラブ等との連携など、市民スポーツの推進に努める。 

また、県と連携して整備を進めてきた九州最大規模の総合体育館「久留米アリ

ーナ」が、今年６月にオープンし、さらに充実した久留米総合スポーツセンター

を活かし、全国・九州規模のスポーツ大会の誘致や、２０２０年東京オリンピッ

ク・パラリンピック開催を見据えた事前キャンプ地の誘致など、施設整備の効果

を最大限に発揮する取り組みを進める。 

あわせて、市民が安心して利用できるようスポーツ施設等の改修を進める。 

 

４ 市民の自己学習の場としての図書館づくり 

市民一人ひとりの学びと情報の拠点として市民生活の充実と地域社会の発展

を支える役割を果たすため、多様な図書資料や情報を収集・蓄積する。また、利

用者が求める資料・情報の的確な提供に努め、企画展示や講演会の実施などによ

り市民に親しまれ、役に立つ図書館づくりに努める。 

さらに、第３次久留米市子どもの読書活動推進計画に基づき、関係各部・各課

と連携して着実な進展を図り、子どもの豊かな人間形成と学習活動の支援に取り

組む。 

あわせて、石橋文化センターや久留米市美術館との連携事業を充実し、市立図

書館全体の総合力を高め、利用者サービスの充実及びまちづくりに貢献する図書

館づくりに取り組む。 
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第６ 点検・評価に関する学識経験者からの意見   

 

Ⅰ 平成２８年度の意見への取組 

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に関する点検及び評価報告

書（平成２８年度分）に対する学識経験者の意見を踏まえ、平成２９年度実施の教

育委員会事業を以下のとおり実施した。 

 

「第４ 教育長及び教育委員会事務局に委任された事務の状況」について 

ⅰ 子どもの笑顔があふれるまち 

１ 教育改革プランの推進 

（１） わかる授業 

【事業名】 小・中学校学力・生活実態調査事業 

【意見の概要】 独自の学校プランが立てられ定着してきているが、意欲や態度も含めた総合的な学

力向上の視点からさらなる検証が求められる。 

【取組内容】 平成２９年度は、市学力・生活実態調査の結果を保護者へ周知するとともに、研修

会等において、学力に関する課題を改善するための授業づくりについて協議し、子ど

もの意欲や態度を向上させるような授業改善を図った。成果については「授業がよく

分かるかどうか」を指標に組み込んでおり、総合的な視点で取組を進めていきたい。 

 

  

【事業名】 小学校くるめ学力アップ推進事業、中学校くるめ学力アップ推進事業 

【意見の概要】 家庭学習１時間以上がすべての学年で全国平均を下回っている。今後も家庭学習習

慣の定着の推進など、より自律的な学習支援と合わせて、家読への取組強化の検討が

学力向上の観点から必要。また、学力向上の小学生向けボランティアとして中学生の

活躍に期待している。中学生にとっても、学習内容の再確認や自己有用感の向上が期

待できるとともに、中一ギャップ解消の一助となることも期待される。 

【取組内容】  平成２９年度は、小学校での非常勤講師の活用による少人数授業の実施など、学習

上のつまずきを解消し、苦手意識を持たせないことで、児童生徒の自律的な学習へつ

なげる取組を行った。 

 また、学生や地域の人材の協力を得て、放課後や長期休暇における補充学習を推進

し、基礎学力の習得や学習習慣の定着を図った。学習内容が難化する中学校において

も、地域学校協議会と連携した放課後等補充学習の取組を開始した。 

 更に、小学校で定着が進んでいる朝読書活動や授業における読書活動を通して、本

に関心を持たせ、主体的に本を読む意識を身に付けるようにしていきたい。 
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【事業名】 「くるめ学」子どもサミット事業 

【意見の概要】  「くるめ学」サミットはシビック・プライドの醸成のため有用。「くるめ学」は久

留米市独自の取組として地域や家庭との連携がさらに求められる。 

【取組内容】 平成２９年度に開催した「第６回くるめ学子どもサミット」では、参加者３８４名

のうち、１３０名の市民や保護者の参加を得て、小学校３校・中学校１校が「くるめ

学」について学んだ成果を発表した。今後とも「くるめ学」をテーマにした学習の内

容や指導方法を工夫し、家庭や地域との連携を進めながら、ふるさと久留米に対する

誇りと愛着の醸成を図りたい。 

 

  

【事業名】 小学校英語教育充実事業、中学校英語教育充実事業 

【意見の概要】 小学校への対応、英検の取組など、外国語の教育体制が整ってきていることは評価

できる。今後は質の検証が必要。 

【取組内容】 平成２９年度は、小学校の全教員を原則として対象とし、英語表現や指導技術、言

語活動に関する研修を実施した。また、小学校外国語教育推進校である竹野小学校で

公開授業を行った。今後は、全推進校で公開授業を行うとともに、先進校視察を通し

て深めた知見を他の学校に還元したり、英検受験の事前学習を行ったりするなど内容

の充実に努めていきたい。 

 

  

（２）たのしい学校 

【事業名】 不登校対応総合推進対応事業、心の教育推進事業、スクールソーシャルワーカー活用

推進事業 

【意見の概要】 すべての小中学校にスクールカウンセラーが配置されていることに加え、平成 26

年度、スクールソーシャルワーカーが 2名配置され、平成 28年度も平成 27年度に引

き続きニーズに応じ社会福祉士の資格を有した職員を 4名配置したことは評価でき

る。学校・家庭・地域の連携・協働を基本として総合的に不登校・ひきこもりに関し

て取り組むことが求められる。さらに効果的な対応するためにはスクールソーシャル

ワーカーに対する学校に関する研修の充実が求められる。医療・福祉・法務分野、Ｎ

ＰＯ等と連携したチームによる支援をさらに継続して充実する必要がある。待つだけ

ではなく、働きかける訪問事業は評価できるが、効果をあげるために他機関の家族支

援との情報共有や具体的協働が求められる。 

【取組内容】 平成２９年度は、スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの雇用形

態を「任期付短時間勤務職員」に変更し、任用期間や待遇の充実を行った。また、ス

クールソーシャルワーカーを１名増員し、５名体制とした。更に、高度の知識経験を

有するスーパーバイザーを配置して、業務遂行における基本知識の講義や具体的な事

例の助言を行うなど人材育成に努めた。 

今後とも人的体制の充実を進めながら、関係機関との連携を図り、子どもの困りご

との解消に努めていきたい。 
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（３）久留米版コミュニティ・スクールの推進 

【事業名】 小・中コミュニティスクール推進事業 

【意見の概要】 

 

社会に開かれた教育課程という文部科学省の方向性も鑑み、児童生徒の直接交流や

地域への貢献、協働のための体系的なカリキュラム開発など教科ごとにさらに進めて

いく必要がある。地域学校協議会の提言を活かすと同時に、地域学校協議会を有効活

用し、保護者や地域の段階的な参画をさらに図り、ＰＴＡや地域の活性化を進めるこ

とが必要。また、市内のそれぞれの地域学校協議会の取り組みについての情報共有や

他地域の実践例を知るような機会を積極的に設ける工夫が必要。 

【取組内容】  平成２９年度は、地域学校協議会プランにおける学力面及び生活面での提言に基づ

いて、学校の課題解決に向けた取組を全校で実施した。また、家庭や地域との協働実

践の質的向上が重要であることから、地域学校協議会委員を対象とする研修会を開催

し、先進校の実践報告や地域と共にある学校づくりに向けての情報交換を行い、久留

米版コミュニティ・スクールの理解促進に努めた。 

 

 

（４）学校ＩＣＴ環境整備 

【事業名】 学校ＩＣＴ環境再整備事業 

【意見の概要】 

 

校務支援システムにおいて事務作業のスリム化にどの程度つながったのかの検証

が求められる。指導案等の共有を含んだ学校イントラネットの構築では、実際の活用

が重要であり、活用のための審議や組織等の充実が必要となる。 

また、サイバー攻撃や情報漏洩などが社会問題になっており、情報セキュリティに

ついても並行して取り組む必要がある。 

【取組内容】 校務支援システムにおいては、活用推進のためのワーキンググループを設置し、シ

ステムのスムーズな運用や課題の解決に向けて、協議をしている。また、学校イント

ラネットについては、指導案や教材を１００個以上掲載した。 

情報セキュリティにおいては、各学校に設置しているパソコンにコンピュータウイ

ルス対策を施すための業務委託を実施し、教職員については、認証キーを通して校務

を行っている。また、各学校において、学校情報セキュリティ規則、学校情報セキュ

リティ基準を策定した。 

 

 

（５）その他 

【事業名】 食育プログラム研究推進事業 

【意見の概要】 ＰＴＡとの連携も進展しているが、実践へつなげるため、今後は子どもが段階時に

弁当を自分で作っていく取組など、子どもの主体性をより活かした事業の検討も求め

られる。 

【取組内容】 平成２９年度は、食に関する指導の一環として、子ども自身が実践できる「朝ごは

んに味噌玉を使って、味噌汁を作ろう」という指導を行ったり、家庭科では「栄養バ

ランスのよいお弁当を作ろう」というテーマで献立作成や調理実習を行ったりして、

子どもの主体性の発揮を促す取組を行った。また、児童生徒が弁当を作るなど「ふく

おか弁当の日」の取組を小学校２３校、中学校６校で実施した。 
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【事業名】 食育啓発・促進事業 

【意見の概要】 啓発の充実が図られていることは評価できるが、さらなる周知徹底が必要。また、

朝ごはんを食べない児童生徒が増加していることは課題だが、その原因が何であるか

の分析が必要だと思われる。 

【取組内容】 平成２９年度は、食育啓発推進校として指定した５校において、ＰＴＡと学校が連

携した推進組織を設置し、保護者を対象としたアンケートの実施と結果分析を行うな

どの取組を進めた。また、各学校の食育課題の解決に向けた講演会では、睡眠に対す

る生活習慣と朝食の関わりをテーマとしたり、保護者の参加型講演会を開催したりす

るなど、背景にある基礎的な生活習慣にアプローチする等の工夫が図られた。 

 

  

【事業名】 中学校美術教育振興事業 

【意見の概要】 久留米市美術館での鑑賞による中学校美術振興事業は中学生に本物の文化芸術体

験学習をさせるという意味や「くるめ学」との関連からも有効と考えられ、継続すべ

きであり、更なる事前事後学習が必要。その際、学芸員などとの専門家との連携だけ

でなく、生徒の探求学習のさらなる充実を図るなど主体的対話的学習の充実が求めら

れる。 

【取組内容】 平成２９年度は、中学生の久留米市美術館における企画展や常設展の鑑賞を行い、

美術への関心を高めるとともに、感受性や創造性の涵養を図った。また、石橋正二郎

記念館の訪問を推奨し、郷土の偉人の功績に直接触れる機会を通して、ふるさと久留

米を愛する心を育むなど、学習に広まりを進めた。 

 

  

【事業名】 発達障害早期総合支援事業 

【意見の概要】 発達障害早期総合支援事業は、対象の子どもの行動改善がみられるなど成果がみら

れ、継続が必要。全国的にも増加傾向にある発達障害への対応は、平成２８年４月に

施行された「障害者差別解消法」の視点から合理的配慮の充実が求められるが、その

際、セルフアドボカシーの視点が不可欠。 

【取組内容】 平成２９年度は、子ども発達相談教室において、２２２件の相談に対応した。相談

に当たっては、支援を提供する側が、支援を受ける側のニーズをより重視した支援が

提供できるよう、本人や保護者への心理面接や学校への教育相談を行っている。そう

した中で、支援を受ける側が将来必要な支援を自ら発信し、自分の意志で支援を選べ

ることができるよう努めていきたい。 

 

 

２ 学校教育環境等の整備 

【事業名】 久留米市奨学金 

【意見の概要】 子どもの貧困がいわれる中、奨学金の充実は評価できるが、子どものよりよい成

長・発達の視点から福祉部局などさらなる関係機関との連携・協働が必要。 

【取組内容】  平成２９年度においても、経済的理由により就学が困難な児童生徒に対する奨学金

給付を行った。また、国の「子供の貧困対策に関する大綱」が策定される中、本市で

も「子どもの貧困対策庁内連絡会議」が設置されており、各部局が連携して検討を進

めているところである。 
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ⅱ 市民生活を創造するまち 

１ 生涯学習・社会教育の推進 

【事業名】 地域生涯学習振興事業 

【意見の概要】 地域コミュニティづくりに向けた委嘱事業は平成26年度36校区が平成27年度は40

校区に、平成２８年度はさらに増加し４６校中４２校になったことは評価できる。今

後は地域コミュニティの充実に向け、さらなる住民参画を段階的に進めていくととも

に内容の充実をすすめる必要がある。また、このような地域人材が社会教育と学校教

育の連携を通して久留米版コミュニティ・スクールに参画することが期待される。今

後、そのような流れがうまくいくような仕組みを作る必要がある。 

【取組内容】  平成２９年度については、前年度より１校区増え、４３校区７７学級となった。参

加延べ人数は、１７，４９０人に上っている。また内容の充実を図るため、毎年６月

に実施している委嘱学級交流会について、前年度よりも分科会に分かれての意見交流

の時間を増やし、他の学級の取り組みの良さを交換しあうなど、内容の充実を図った。

今後も、交流会や学級訪問を通して、新規加入の呼びかけや、講座内容についての支

援を行っていきたい。 

 久留米版コミュニティ・スクールに参画するには、さらなる地域の教育力の発掘・

向上が必要とされる。いくつかの校区では、地域が主催となり、放課後学習会や子ど

も食堂などの取り組みを先進的に実践している校区がある。今後は、先進的に取り組

んでいる校区の実践を、まちづくりネットワーク講座や市民学習部会等の学習会を通

して発信し、多くの校区へと拡げていきたい。あわせて校区によっては、助言や支援

を個別に対応していく必要がある。 

 

  

【事業名】 体験活動推進事業 

【意見の概要】  継続している参加者減に対しては改善が必要。NPOなど外部の意見も取り入れるな

どしてさらに独自性を開発し、量と質をさらに充実させていくことが必要。 

【取組内容】 久留米市青少年育成市民会議の構成団体（子ども会、小中ＰＴＡなど）から推薦さ

れた委員で構成する事業の実行委員会とともに分析・検討を行った。その結果、参加

者減少については、少子化や子どもの生活環境の変化（塾や習い事等）、小中学校の

夏季休業期間の短縮が大きく影響していると考えられ、このことを踏まえ、安全で質

の高い事業の継続に向けた適正規模への見直しを実施した。また、研修内容の充実を

図るなど更なる質の高い事業実施に努め、見直し後の保護者アンケートでも変わらず

高い評価を受けることができている。 

 今後も、社会状況等の変化に応じた事業のあり方等について、実行委員会と継続し

て協議・検討を行っていく。 
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２ 歴史的資源の保護と活用 

【事業名】 歴史博物館整備点検事業 

【意見の概要】 入場者数が目標20,000人を下回る15,170人であったことには検証が必要。 

【取組内容】 六ツ門図書館展示コーナーにおいて、主催展示「平和資料展 軍都久留米の風景と

くらし」、「むかしのくらし展 久留米今昔写真館」及び他部局展示３回、久留米シ

ティプラザにおいて特別展「みる・きく・そうぞうする－機巧と絣－」を実施するな

ど、取り組みを進めた。また、展示会開催にあたっては、ポスター・チラシ等の配布

やマスコミへの情報提供など、積極的な周知に努めている。 

 

  

【事業名】 筑後国府跡歴史公園整備事業 

【意見の概要】  歴史公園の整備では公有化の進展は着実になされているが、引き続き残りの地権

者への対応が待たれる。管理運営への参画も視野に入れながら、整備の段階から市民

参画が求められ、ライフステージのあらゆる場面での活用のための取組の充実が必

要。 

【取組内容】 公有化事業・史跡管理を継続しつつ、国指定史跡筑後国府跡の今後の保存と活用の

指針となる、「史跡筑後国府跡保存活用計画」の策定に向けた準備を進めた。 

 

  

【事業名】 歴史ルートづくり事業 

【意見の概要】 文化財の説明板等の整備や文化財マップの作成に加え、サテライトやゾーニング、

トレイルなどの充実が求められる。SNSの活用などにより一層印象的な紹介映像など

文化財周知を進展させ、市内での宿泊を念頭に民間とのさらなる連携も検討する必要

がある。その際、他市町村との連携・協働による魅力の相乗的アピールが求められる。

今後も保存・整備の拡充だけではなく活用のさらなる充実が必要。 

【取組内容】 戦国時代の高良山をテーマとしたストーリーシート「攻める戦国高良山」を作成し、

併せてガイドツアーや、甲冑着付け体験などのイベントを実施した。今後は、様々な

メディアでの情報発信も検討しながら事業を推進していく。 

 

 

３ スポーツの推進 

【事業名】 MICE誘致推進事業 

【意見の概要】 スポーツコンベンション誘致事業は具体的誘致活動が進展してきているが、確実な

結果に向け、さらに戦略的に取り組む必要がある。 

【取組内容】 新たなスポーツ拠点である久留米アリーナが平成３０年６月にオープンすること

に向けて、大規模スポーツ大会の誘致に取り組み、全日本実業柔道団体対抗大会や日

本障がい者バドミントン大会などの大規模スポーツ大会の誘致を行った。 

また、東京2020オリンピック・パラリンピックについては、ケニア共和国に続き、

カザフスタン共和国の事前キャンプ誘致に取組み、久留米市全体の機運を醸成する事

業に取り組んだ。 
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【事業名】 総合型地域スポーツクラブ支援事業 

【意見の概要】 事務局機能の充実に向け桜花台クラブへの補助金交付は自立につながっているこ

とは評価できるが、経営上の課題などを継続して析出し、ボランティア活用など住民

参画やスタッフ等のさらなる専門的力量形成が求められる。 

【取組内容】 本市の総合型地域スポーツクラブは７団体あり、月に１度の定例会等を通じ経営上

の課題など意見交換をしている。その中で自主財源の確保や事業展開にかかる人材確

保に課題を残すクラブが多く見受けられるが、財源確保としては広く会員の募集に努

めており、人材確保の面では、地域の中でスタッフ発掘を行うとともに、体育協会や

スポーツ少年団、県などが実施する各種講習会に参加し専門的力量形成に努めてい

る。 

 

  

【事業名】 （公財）久留米市体育協会助成事業 

【意見の概要】 法人化後のあり方に関する検証が今後は必要。長期的な財政上の視点からは、効率

的な維持・管理のためのアセスメント、民活、時には廃止も含めた検討が求められる

ことも将来的には考えておく必要がある。アスリートに対する支援強化は今後の検証

が求められる。 

【取組内容】 法人化後のあり方に関する検証については、各理事・評議委員のご意見を伺いなが

ら取り組みを進めるとともに、市の行革本部においても、全ての外郭団体について経

営改善や事務効率化についての検証を行い、課題解決のための取り組みを所管部局と

団体が連携して行うこととなっているため、関係団体と協議を続けている。 

 アスリートに対する支援では、大会出場奨励金の交付や成績優秀者のＰＲなどに

努めており、今後も各競技団体等とも連携を図りながら検証していきたい。 

 

 

４ 市民の自己学習の場としての図書館づくり 

【事業名】 こどもの読書環境整備事業 

【意見の概要】 児童図書の整備が平成27年度よりも2,741冊増、目標を超え、2496,142冊となった

ことは評価できる。学校図書館司書の充実と並行して学校教育と協働した「図書館を

使った調べる学習」の活用など、子どもの探求力の育成も検討の余地がある。 

【取組内容】 ビブリオバトルやビブリオトークなど、子どもたち自らの参加により、本への関心

や人との交流を深めていく取組を行っている。また、特別貸出による学校の授業や読

書活動への支援も行っている。 

今後は、おすすめ本貸出セットの整備や調べもの支援（パスファインダーなど）の作

成により、さらなる読書活動の支援を進めていきたい。 
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【事業名】 図書館整備事業 

【意見の概要】 ネット利用の増大にも関係すると思われるが、減少傾向は続き、中央図書館の貸し

出し冊数が目標値の94.5％であったことには移動図書館のあり方など検証と対応が

必要。今後も市民参画の視点からの図書館ボランティアの拡充が求められる。 

【取組内容】  子どもの読書推進計画に基く事業を推進するとともに、シニア世代を対象にした事

業や周辺施設と連携した取組みを進めるなど利用者の増加に努めた。 

移動図書館は、図書館来館困難者へのサービスとして市内41ヶ所を巡回しているが、

多くの利用があるため今後も効果的な活用を行っていく。 

図書館では、音訳・点訳などの福祉ボランティアや子どもの読書推進ボランティアな

ど、３００人を超える多くのボランティアが図書館運営に参画しており、今後も積極

的育成に取り組みたい。 

 

 

ⅲ 人権が確立されたまち 

【事業名】 人権教育・啓発推進事業 

【意見の概要】 学校教育と社会教育の協働がはかられた「人権のまちづくり推進協議会」の組織化

は実践面や全体の広がりが求められる。アンケート結果等も参考にし、モデルを検証

し、学校・家庭・地域がより連携・協働できる体制を整えることと共に、モデル事業

成果の共有により協働実践の活性化が求められる。今後は障害者差別解消法への対応

やLGBTなど、改めて課題とされてきている人権問題に対する焦点化した取り組みも必

要。一人ひとりの市民が人権問題を自分のこととして自覚し、各種の人権問題の根底

にある人権意識や実践力向上のためにも人権文化のまちづくりが求められる。 

【取組内容】 「人権のまちづくり推進協議会」の実践面の広がりとモデル事業の成果を検証する

と共に各校区の取組の質的向上を図るために、人権のまちづくりブロック研修会を東

部・中部・南部の３カ所に分かれそれぞれ行った。これは、各小学校区の人権啓発推

進協議会会長・人権啓発推進員等と小学校・中学校の管理職および担当者が集う学習

会とした。モデル地区に指定している校区が報告をし、その有り様を検討することで、

モデル事業の検証とその取組の広がりを計ることができた。その際、それぞれの校区

間での情報交換もでき、障害者差別や外国人差別、部落問題など、２８年度に施行さ

れた人権３法を軸に、様々な人権課題への取組が、各地域で行われていることが分か

った。 

 

 

「第５ 評価についての総括」 

【意見の概要】 個々の事業に関して経年的なデータの提示、予算の適切実施、事業評価の根拠とな

るものをできるだけ客観的に提示していくことも一層求められる。また、事業の目的

等→事業内容→成果目標→成果等の直接的なつながりが重要。目的に沿った成果をし

っかりと示すことで、評価書を読む市民に対して事業の必要性と価値を理解してもら

うことができる。 

【取組内容】 個別の重点事業シートについての見直しを行い、過去３年の決算、成果や詳細な事

業分析を実施することとした。 
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Ⅱ 平成２９年度の意見 

 

福岡教育大学教授 喜多 加実代 氏からの意見 

 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の規定に基づき、久留米市教育

委員会が取りまとめられました「教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行

の状況に関する点検及び評価報告書（平成29年度分）」について意見を述べます。 

 

Ⅰ 「点検及び評価の実施手法」について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、その目的を誠実に実施し

報告をまとめておられます。主要な施策及び事務事業の取組状況について、課題

の整理や施策等の方向性を明確にする形で分析し、また、数値及び内容に即して

達成状況を「達成」「概ね達成」「未達成」「未実施」の4段階で評価する手法

も妥当なものと思われます。 

 

Ⅱ 「教育委員会の権限に属する事務の状況」について 

総合教育会議・教育委員会会議・教育委員会の権限に属する事務の処理状況そ

れぞれにおいて、審議状況や実施状況をわかりやすく整理することで、公開性を

確保するとともに理解しやすさにも貢献していると考えます。 

 

Ⅲ 「教育長及び教育委員会事務局に委任された事務の状況」について 

ⅰ 子どもの笑顔があふれるまち 

１ 教育改革プランの推進 

（１）重点１ わかる授業【学力の保障と向上】 

子どもの学力保障は大変重要な課題であり、複数の事業によってこの課題に取

り組まれていることは評価できます。 

重点事業1「小中学校学力実態調査事業」2「小学校くるめ学力アップ推進事業」

3「中学校くるめ学力アップ推進事業」は標準学力検査や全国学力・学習調査の

結果を用いて、学力保障と向上を図る事業となっていますが、事業目標・成果指

標が平均正答率や全国との比較に特化されていることがやや懸念されます。事業

における成果指標の提示は必要であると思われるものの、例えば文科省も、学力

調査については数値データの比較とその上昇のみが注目されかねない状況を指

摘し、学習状況の把握・分析のための活用を提言しています。特に「小中学校学

力実態調査事業」においては、教員や学校単位では必ずしも容易ではない学習状

況の把握・分析の実施や、支援の体制を整えることを指標化し、それに基づく評

価を行うことが事業の有効性を高めると考えます。 

また、学力実態の検証は大切ですが、全国との2～3点の平均値の差が学習状況

の把握にとってどこまで有意味かも一方では考慮してよいと思われます。正答率

が様々な社会的要因から左右されることも知られるところであり、この点で不利

な児童・生徒の学力を保障するためにも、目的に即した検査や調査の把握・分析

を推進していただくことが望まれます。小学校6年生については年に2回類似の調

査を実施することになるので、その有用性、教師や児童の負担、経費なども吟味

しながら進めていただければと思います。 

重点事業2、3では、学習ボランティアや無料塾により基礎的・基本的な学習内

容の定着を図っており、こうした学力保障の取組みは評価されますが、「工夫改
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善の課題」に書かれている通り、事業で想定した生徒数を下回ったことは残念で

す。生徒や学校のニーズや他自治体での成功例などを更に検討いただき、現在よ

り多くの学校で実施できるよう事業の充実と拡大を図っていただくことを期待

します。事業を通じて、小中学生とも1時間以上学習する生徒の割合が増加して

いることは、様々な取組みの成果として評価できます。 

  4「外国語指導助手活用事業」5「小・中学校特別支援教育支援員活用事業」で

は、ALTや特別支援教育支援員を派遣・配置する形で児童・生徒の学習環境を整

える事業を行っています。特に支援員の配置については、実績が目標値を上回っ

たことは大変評価でき、研修と連携強化を期待します。また、ALTについては小・

中学校区に同じ人材を配置するなどの工夫もされています。今後の方向性に書か

れている、効果的な活用のあり方の検討を期待します。 

 7「小学校英語教育充実事業」9「教職員研修事業」で、教員研修も計画的に進

められています。「小学校英語教育充実事業」については内容も今後の計画も明

確です。「教職員研修事業」は受講者の評価は高いものの、事業分析や今後の方

向性等に書かれた課題を解決して進めていくことを期待します。 

 

（２）重点２ たのしい学校【安心・安全な学校づくり】 

重点事業10-1「小・特別支援学校 ・高校 ・高校 ・高校 心の教育推進事業（ス

クールカウンセラ活用）」10-2「中学校心の教育推進事業」でスクールカウンセ

ラーを、12「スクールソーシャルワーカー活用事業」でスクールソーシャルワー

カーを配置・増員して、児童生徒が抱える課題に対応していることは重要な取組

みといえます。これは、「チーム学校」や「教員の働き方改革」の面からも推進

されるべき事業と考えます。 

 スクールカウンセラーについては不登校対策の面もありますが、児童生徒の抱

える問題は多様でもあり、事業目標成果指標として、ソーシャルワーカー事業の

ように相談件数や教職員へのコンサルテーション件数なども追記されてもよい

かと思います。現時点でも県からの配置時間に追加して、全ての中学校に8時間

の配置を行っていることは評価されます。事業10-1では相談も多岐にわたり、複

雑化しているとも書かれており、相談の質・教職員との連携・児童生徒の状況把

握を高めるためにも、配置時間の拡充と予算措置、スーパーバイズの機会の増加

も検討いただければと思います。 

 11「小学校不登校対応総合推進事業」13「中学校不登校対応総合推進事業」14

「不登校児童生徒対策事業」など、不登校対策としても様々な事業が行われてい

ます。それぞれに必要な取組みがありそれが実施されていると思いますので、こ

れについても不登校の児童数のみでの評価でなく、取組み自体を評価する指標を

検討いただいてもよいと考えます。 

 

（３）重点３ 久留米版コミュニティ・スクールの推進【学校・家庭・地域の協働】 

  (1）の重点課題1とも重なる事業もあり、児童生徒の学力保障と家庭・地域と

の協働を連携させて進めていることが理解でき、重要な取組みをされていると考

えます。重点事業18「小・中学校コミュニティ・スクール推進事業」でも放課後

等学習会が入っており、学習時間の増加が見られることは評価できます。ただ、

学習ボランティア、無料塾、放課後学習会といった異なる事業が別々に行われて

いることについては見通しもあるとよいと考えます。学校のニーズやこれまでの

連携を大切にして実施されたものであればよいのですが、例えば無料塾は応募者
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が少なかったという課題もあるようなので、内容、効果、ニーズ調査などからの

調整もいただけるとよいと思います。 

 地域学校協議会との連携は評価できますが、同時に、保護者や地域住民がどのよ

うに学校に関わったか、参加度はどうであったかの検討もあれば更によいと思い

ます。保護者も地域住民も就業時間が長くなり、これまでのような関わりが難し

くなっている面もあり、また教員の過重労働が指摘され「教員の働き方改革」が

課題となっている面もあります。それも考慮した上で、多くの人が関われるよう

な参加のあり方（行事・役割・日時など）も一層の工夫をいただければと思いま

す。 

 

（４）学校ICT環境整備 

  デジタル・デバイスの活用は、優れた教材や指導案などの共有による授業改善、

教材作成・校務における軽減につながる部分もある一方、詳細な記録や情報管理

の増大など教員の多忙化につながる面もあると思われます。各学校で課題につい

て協議し検討されていることは、現場の課題を把握するために重要な取組みです

が、保守管理や情報管理については、教員が通常業務を行いながら遂行するのは

難しいところもあります。解決策、残課題の整理については、「校務支援」が本

来の意味で負担軽減や業務改善になっているかについても、一層の留意をいただ

き、必要に応じて人的支援・予算措置なども検討いただければと思います。 

 

（５）その他の施策 

重点事業20「食育プログラム研究推進事業」21「食育啓発・促進事業」におけ

る、栄養バランスや生活リズムの指導は重要なことと思われます。一方、子ども

の朝食欠食率は、貧困など家庭的背景との結びつきがあることが明らかにされて

いますので、子どもの生活リズムへの自省や子どもが自分で朝食を用意できる力

をつけるこうした取組みと同時に、家庭的な背景から欠食になる子どもが引け目

を感じない配慮があるとよいかと考えます。指導以外の何らかの支援も工夫でき

れば更によいと思われますが、こうした子どもにとって給食が重要なものになる

ことも指摘されており、「学校給食の充実」については今後も継続的に推進して

いただければと思います。 

 事業22「医療的ケア対応事業」24「発達障害早期総合支援事業」では、支援の

必要な児童生徒に対応し、教育環境を整えていることが評価されます。 

 

 

ⅱ 心豊かな市民生活を創造するまち 

１ 生涯学習・社会教育の推進 

重点事業27「地域生涯学習振興事業」では開設校区増加への工夫が評価される

ところです。学習単元は重要な内容が多く、その学習という観点からは、参加・

募集形態なども工夫してよいかもしれません。事業28「体験活動推進事業」は、

「今後の方向性」で書かれている参加者の定員割れ、指導員の応募数減少が課題

かと思います。指導員の継続意欲については、事前研修を工夫したことがかなり

奏功したようでもあり、広報の仕方なども含め工夫を行い、事業を継続いただけ

ればと思います。 
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２ 歴史的資源の保護と活用 

「歴史博物館整備検討事業」「歴史ルートづくり事業」は、参加者も多く、地

域を学ぶよい学習の場となっていることがうかがえます。課題とされている十分

な準備時間等を確保いただけるとよいと考えます。また、「筑後国府跡歴史公園

整備事業」については、H28年度の意見でも、保存・整備の拡充だけではなく活

用のための取組みの充実が求められたこともあり、今後検討いただきたいところ

です。この他の事業についても、重点事業6の「くるめ学」との関連での学校教

育との連携強化なども期待されます。とはいえ、文化財の保護は、イベントの成

功や入館者数という成果だけで考えられるものではなく、それ自体重要な意義を

もつものですので、今後とも継続的・計画的に事業を進めていただければと思い

ます。 

 

３ スポーツの推進 

市民がライフステージに応じて、身近な地域でスポーツに親しみ、健康づくり

に取り組むこと、という趣旨は非常に重要なものと考えられ、これを推進するた

めの事業のあり方と成果目標が検討されることが望まれます。例えば「MICE誘致

推進事業」については、誘致が市民のスポーツ振興にどうつながるかといった評

価の視座も必要であるように思われます。トップアスリートへの補助金や体育協

会助成事業についても、その必要性や市民のスポーツ振興への効果などの検証が

求められます。 

 

４ 市民の自己学習の場としての図書館づくり 

「子どもの読書環境整備事業」や、「図書館整備事業」での福祉サービスの提

供や利用困難者へのサービスにおいて、広く市民に読書機会を提供していること

は大変意義があることと考えます。「図書館整備事業」の団体貸出においても、

学校や学童保育への貸出を行っており、その点でも、多くの子どもに読書の機会

を提供することになることが評価できます。今後も継続して取り組んでいただく

ことを期待します。 

 

ⅲ 人権が確立されたまち 

人権の尊重のために、学校教育、社会教育において、教育・啓発だけでなく支

援やリーダー養成など様々な事業を展開していることは評価できます。重点事業

36「人権教育・啓発推進事業」でも中学校区に人権のまちづくり推進協議会を置

き、取組みを進めていますが、適正で効果的な補助金の執行が課題とされており、

補助金の活用状況が見える工夫をいただきつつ状況の改善に努めていただけれ

ばと考えます。 
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Ⅳ 今後の方向性について 

総合型地域スポーツクラブの自立化への取組など、平成2７年度の評価意見に

対応した取り組み状況は全体として適切になされていると思われます。着実な事

業改善がみられますが、事業ごとの方向性や目標をより具体化し、検証への対応

と課題を明確にし、久留米市の独自性がさらに展開されることを期待します。市

全体で学校、家庭や地域、福祉分野や健康・医療分野、ＮＰＯ等と協働しながら、

さらなる実践的事業展開が求められます。課題だけではなく、先駆的事業や事業

実施後の成果に関しては、市民にさらに周知していくことも大切であり、コミュ

ニティ・スクールも含めて、さらなる市民参画が必要です。 

 

Ⅴ 評価についての総括等 

評価報告書については、事業の内容と分析、今後の方向性が明示されているだ

けでなく、経年的に分析も詳細になり、真摯に評価に取り組んでおられる姿勢が

評価できます。事業目標と成果指標が明確化されていることも評価できますが、

事業との関係では別の指標を検討してもよいものや、必ずしも成果指標の達成だ

けが事業の目的にならないものなどもあるように思われます。その一方、成果指

標などとは別に、評価の根拠資料として、データや予算使途を示していく必要も

あると思われます。事業の趣旨に即した事業分析や自己評価のあり方や、実施状

況を見やすいものにすることで、有効に施策が推進されるよう期待いたします。 
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福岡教育大学教授 伊藤 克治 氏からの意見 

 

  「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の規定に基づき、久留米市教育

委員会が取りまとめられました「教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行

の状況に関する点検及び評価報告書（平成２９年度分）」について意見を述べま

す。  
  なお、意見書の作成にあたっては、「久留米市教育施策要綱（平成２９年度）」

を参考にしました。  
 
Ｉ 「点検及び評価の実施手法」について 

平成２９年度教育施策要綱に掲げられている事業について「重点事業シート」

が作成され、「事業種別」と「事業費」が挙げられ、「事業目的」、「事業内容」、「事

業目標と成果指標」に基づいて「◎（達成）」、「○（概ね達成）」、「△（未達成）」、

「×（未実施）」の４段階で理由を踏まえて評価されています。さらに、事業分

析を行ったのちに次年度以降の事業方針と今後の方向性等が述べられています。 
昨年度の評価シートから大幅に改善されており、丁寧な事業分析とそれに基づ

く今後の方針が述べられることで、実効性のある PDCA サイクルが確立されてい

ることは高く評価できます。この中では、平成２７年度から２９年度の３年間に

わたる実績も記載されていることから、PDCA のスパイラルアップを図る仕組み

が見やすい形で構築されており、公表される市民に向けて理解しやすく、かつ、

納得のできる評価になっています。  
 
Ⅱ 「教育委員会の権限に属する事務の状況」について 

  法改正に伴い平成２７年度から設置された「総合教育会議」は、平成２９年度

は３回開催され、第３回目は新市長と教育委員会で教育施策に関する今後の方向

性等について、共有化が図られています。教育委員会会議は前年度と同規模で開

かれ、定例会１２回に加えて移動教育委員会２回が開かれ、合計５９件の議案が

審議されています。これまで同様、会議の開催状況を市 HP へ掲載するとともに、

傍聴希望の対応もされており、開かれた会議とする姿勢が伺えます。議案資料等

を事前配布して、会議当日に活発な議論がされる工夫を行い、その中で出された

意見について具体化や反映が行われており、熟議と実行の姿勢は評価できます。 
 
Ⅲ 「教育長及び教育委員会事務局に委任された事務の状況」について 

ｉ 子どもの笑顔があふれるまち 

１ 教育改革プランの推進 

  第１期及び第２期教育改革プランの成果と課題を踏まえ、平成２８年度からス

タートした「第３期教育改革プラン」について、３つの重点と９つの施策につい

て、それぞれ評価指標を掲げて取り組まれています。  
 
（１）重点１ わかる授業【学力の保障と向上】  
  近年、福岡県では教員が大量採用されている状況にあり、教員の授業力向上と

子どもの学力向上に並行して取り組む必要があり、教育委員会も学校教育現場も

大変な状況にあるものと推察します。そのような中、久留米市では子どもの学力

を保証するための様々な事業について、必要な予算がしっかりと措置されて取り
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組まれていることは高く評価できます。  
  学力調査の結果が市町村単位でも公表されるようになった昨今では、久留米市

に限らず、国内のほとんどの市町村教育委員会において、学力向上の目標として

学力検査の平均正答率が全国平均を上回ることを挙げています。この結果、以前

と比べると平均正答率の差が縮まっている傾向にあります。別の見方をすれば、

程度の差こそあれ、全国的に学力のレベルが上がっているものと判断されます。

したがって、相対的な評価も１つの指標にはなりますが、本市において「前年度

よりも向上が見られたか」、「現在、どのような内容に課題があるのか」が一層重

要になります。その点では、学力が小中ともに２８年度を上回ったという分析結

果は一定の成果があったものと評価できます。引き続き、現在の取り組みを着実

に進めていくことが望まれます。なお、学力調査の対象児童生徒が同じではあり

ませんので、年度ごとに同じ学年を見ていくだけでなく、同じ児童生徒の経年変

化を見ていくことにも留意する必要があります。このための小中連携も一層必要

となるでしょう。  
  生活実態調査において、「授業がよく分かる」の肯定的回答が小中ともに平成

２７年度から連続的に向上傾向にあるのは、様々な学力向上のための事業の成果

であり、高く評価できます。その一方で、「授業がよく分かる」ことが学力調査

における点数として反映できていない実態がありますが、このことは学習の定着

に課題があるのか、「授業がよく分かる」の評価基準に課題があるのか、分析が

必要です。久留米市（中核市）のような比較的大きな規模になると、市全体の傾

向とそれぞれの学校の傾向との両面の分析が一層重要になります。それだけに、

工夫改善の課題にも挙げられているように、各学校の課題に目を向け、全体と部

分の両面から、これまでの取り組みを分析し、改善につなげることが望まれます。 
  「学力アップ推進事業」は、昨年度からさらに工夫改善がされ、一定の成果が

見えています。学習ボランティアや無料塾などの学習支援の成果があったものと

思われます。昨年度も述べましたが、学校外での学習支援では「久留米版コミュ

ニティ・スクール（久留米版 CS）」の中で家庭・地域との協働で進めることが有

効です。また、他市の例にもあるように、中学生がボランティアとして小学生に

教えることは、小学生の学力向上のみならず、中学生の自尊感情・自己有用感の

向上にもつながります。中学生の心の成長は、中一ギャップの解消、不登校防止

にもつながるものと期待されます。  
  新学習指導要領では小学校で外国語が教科化されることもあるかと思います

が、もともと、久留米市は小中学校の外国語（英語）教育に力を入れられており、

予算措置して ALT を配置していることは素晴らしいと思います。これから小学

校では、新学習指導要領の全面実施に向けて ALT の拡充に加えて小学校教員の

研修の充実も必要になると思います。久留米市では、ALT の配置以外にも、イ

ングリッシュキャンプの実施や英語検定受験料の負担など、様々な事業が充実し

ています。さらに、予算を伴う支援員等の配置として、特別支援教育支援員、ス

クールカウンセラー（SC）、スクールソーシャルワーカー（SSW）、さらには校

内適応指導教室助手など、「チーム学校」のための支援も充実していることは特

筆すべきことです。文科省が公表した平成 29 年度の問題行動・不登校調査によ

ると、不登校の児童・生徒は、前年度比 6.3%増の 19 万 3,674 名と過去最多にな

っており、フリースクールなど学校外の民間施設へ通う児童・生徒も増加傾向に

あります。そのような中で、久留米市では様々な事業によって成果を上げている

と言えます。引き続き、このような支援や教職員向けの研修が継続されることが
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望まれます。なお、家庭・地域との連携によって対応できるものについては、久

留米版 CS の地域学校協議会での協議・提言を経て取り組んでいくことも期待さ

れます。  
  総合的な学習の時間を使って、自分たちの街（ふるさと）の学習をすることは、

他市町村の多くの学校で実施されているところです。しかし、「くるめ学」子ど

もサミットは、子ども達が地域のことを学ぶだけでなく、保護者や市民も参加で

きる発表会が開かれることが価値のあることだと思います。子ども達が地域のこ

とを学び、「誇れる地域」・「住みたい地域」となることは、中長期的な地方創生

につながりますが、短期的にも地域の活性化につながります。新学習指導要領に

おける「社会に開かれた教育課程」を推進する上でも重要なことです。  
  教員研修事業については、専門研修における受講者のアンケートで 99.3%が肯

定的な回答をしており、特筆すべき成果を上げています。ただ、中学校を対象と

した教科に関する講座の応募数が少ないのはもったいないことだと思いますの

で、ニーズに合っていないのか、行きたくても行けない状況にあるのかを分析し

た上で、内容あるいは開催時期の検討が必要だと思います。福岡県では教員が大

量採用されている状況にありますので、若年教員・臨時的任用教員対象の研修に

ついて、他市町村のモデルとなる質の高い研修の継続的な推進が期待されます。 
 
（２）重点２ たのしい学校【安心・安全な学校づくり】  
  久留米市では、従来から SC、SSW、校内適応指導教室助手を配置して、不登

校児童生徒の予防と対策に力を入れられています。数字上、目標達成できていな

い事業もありますが、全国的に不登校児童生徒数が増加傾向にあることに鑑みる

と、一定の成果を上げているものと判断できます。近年、教員の多忙化に伴う働

き方改革が文科省から呼びかけられているだけに、このような行政の支援が継続

されることが望まれます。  
  ところで、近年は異常気象による豪雨や台風による災害が全国的に問題になっ

ており、久留米市でも、昨年は豪雨被害が発生しました。地域の方も含めた総合

避難訓練は既に学校単位でされているところも多いかと思いますが、火災、地震、

台風、集中豪雨などの種類に応じて避難の仕方も変わってきます。災害時には学

校が避難拠点になりますが、平日の昼間は高校生以上の大人は自宅から遠いとこ

ろにいることがほとんどであり、その場合は中学生が頼りになります。東日本大

震災では、釜石市内の中学生が小学生や大人も巻き込んで率先的に避難して、多

くの命が救われたことが報道されました。市民向け生涯学習との連携も図りなが

ら、様々な災害に対して、柔軟かつ主体的に対応できる防災教育を児童生徒に対

して行っていくことが必要であると思われます。  
 
（３）重点３ 久留米版コミュニティ・スクールの推進【学校・家庭・地域の協働】 
  国の「第２期教育振興基本計画」において、コミュニティ・スクール（CS）

を全国の公立小中学校の 10％、すなわち、3,000 校に導入することが目標にされ

ましたが、平成 30 年 4 月現在、5,432 校が CS になっています。さらに、平成

30 年 6 月に閣議決定された「第３期教育振興基本計画」では、学校と地域との

組織的な連携・協働において進展が見られたとした上で、地域と学校をつなぐ地

域学校協働活動推進員の配置の促進や、地域学校協働本部の整備等により、全小

中学校区における幅広い地域住民や地域の団体等の参画を通じた地域学校協働

活動の全国的な推進を図るとされています。  
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  既に久留米市では、平成 28 年度から独自の久留米版 CS が導入されて順調な

スタートを切っています。他市町村で取り組まれている CS では、せっかく学校

運営協議会で協議して取り組みたい事業が出てきても、予算的な問題で実現が難

しいことが多々あります。その点、久留米版 CS では地域学校協議会の提言に対

して補助金を交付する仕組みがあることは特筆すべきことです。それだけに、学

校や地域の現状と課題を踏まえて「何のためにするのか」の目標を熟議した上で

提言することが一層重要になります。これによって、学校・家庭・地域で関わる

全ての人が当事者意識をもち、負担感を感じることなく取り組みを進めることが

できます。そのための実践事例の情報交換や研修会等の場を設けることが必要に

なると思います。  
  また、上述のように、これからの CS は家庭・地域が学校を応援するだけでな

く、CS を通して地域も活性化する互恵的関係を築くことが大切です。久留米版

CS でも、学校を核として地域が活性化した好事例を積極的に発信するとともに、

行政として、コーディネーターの配置などの支援を行い、提言された取り組みを

実働化していくことが望まれます。  
 
（４）学校 ICT 環境整備  
  平成 30 年 8 月に文科省から出された「学校における教育の情報化の実態等に

関する調査結果（速報値）」によると、福岡県はほとんどの項目で全国平均を下

回っており、中でも普通教室における無線 LAN 整備率は全国で最低となってい

ます。また、現在の情報化社会（Society 4.0）から超スマート社会（Society 5.0）
へ変化していくにあたって、Society 5.0 における教育を見据えた条件整備とし

て ICT 環境整備が必要と指摘されています。これに向けて文科省は、概算要求

に ICT 関連の予算を計上していますが、県や市町村単位でも並行して ICT 環境

を整備する必要があります。久留米市でも学校 ICT 環境再構築事業の継続が望

まれます。  
  また、TALIS 2013（OECD 国際教員指導環境調査、2013 年）によれば、日

本は「生徒が課題や学級での活動に ICT を用いる」ことを頻繁に行う教員の割

合は、参加国中最も低い（日本 9.9％、参加国平均 37.5%）結果になっています。

ハード整備と同時に、教員の ICT 活用指導力向上のための研修等も必要であり、

教員研修事業の１つとして取り組むことが望まれます。  
 
（５）その他の施策  
  評価シートに記載されているように、朝食摂取は家庭の協力が不可欠です。食

育推進校での取り組みの成果を分析して、他校へ実践好事例を広めることが望ま

れます。その際、子どもよりも、むしろ保護者向けに食育の大切さに関する啓発

活動が重要です。久留米版 CS での取り組みとして取り入れながら、引き続き、

朝食摂取への推進を図ることが望まれます。  
  久留米市では、子どもへの医療的あるいは精神的ケアのニーズに対する対応が

従来から充実していることは特筆に値します。発達障害早期総合支援事業では、

成果指標として相談件数が挙げられていますが、ニーズが増加傾向にある状況に

鑑みると、相談件数のアウトプット的な評価よりも、例えば「相談した結果、相

談者が満足した」や「支援方法を助言できた」というアウトカム評価の方が向い

ているかも知れません。  
  学校施設の整備については計画的に進められているものと認められます。引き

88 
 



続き、本事業を計画的・継続的に進めることが望まれます。  
 
ⅱ 心豊かな市民生活を想像するまち 

１ 生涯学習・社会教育の推進 

  昨年度に引き続き、生涯学習や体験活動の場が提供されていることは評価でき

ます。新学習指導要領における「社会に開かれた教育課程」を進める上でも、久

留米版 CS と位置づけながら引き続き進めることが望まれます。  
 
２ 歴史的資源の保護と活用 

  歴史的資源は、「社会に開かれた教育課程」を進める上でも重要であり、子ど

も達が誇れる地域を学ぶ上で重要です。引き続き組まれることが望まれます。  
 
３ スポーツの推進 

  スポーツは心身の健康の保持増進に重要であり、健康長寿社会の実現がスポー

ツ庁から呼びかけられています。久留米市でも、ハード面とソフト面の両面から

様々な取り組みがされていることは評価できます。ただ、このような内容は、運

動不足の子ども達や高齢者への対策に目が行きがちですが、働き盛りの市民向け

の健康増進として、例えば、朝活として早朝にスポーツ施設が利用できるような

環境整備なども考えられるでしょう。  
 
ⅲ 人権が確立されたまち 

  昨年度に引き続き、人権教育の推進として、「市民一人ひとりが輝く都市久留

米」を目指す都市の姿として掲げ、行政主導によって取り組んでいることは評価

できます。  
 
IV 評価についての総括等 

  久留米市教育委員会の自己評価の結果から、「第３期久留米市教育改革プラン」

が着実に実行され、一定の成果を上げているものと評価できます。事業分析も丁

寧にされており、次年度に取り組むべき方向性と内容が市民にも分かりやすく整

理されています。来年度は第３期プランの最終年度にあたることから、４年間の

成果と課題を踏まえ、次期プランに引き継ぐ重要な年となるだけに、引き続き、

丁寧な事業評価が必要となります。  
  学校・家庭・地域との協働により、子ども達と大人が共に学ぶことで、変化の

激しい２１世紀社会を逞しく生き抜く子ども達が育つとともに、久留米市がさら

に活性化することを期待しています。 
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教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況についての 
点検及び評価の実施に関する要綱 

 
 （目的） 
第１条 この要綱は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２７条の規定に基づき、

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況についての点検及び評価（以下「点

検及び評価」という。）の実施に関する基本となる事項を定めることを目的とする。 
 
 （方針） 
第２条 教育委員会は、次の視点から、点検及び評価を行うものとする。 

（１）教育委員会の活動状況や主要な施策及び事務事業の取り組み状況についてとりま

とめ、課題の整理や施策等の方向性を明らかし、今後における効果的な教育行政

の推進を図る。 
（２）点検及び評価の結果を市議会に報告するとともに公表することで、市民への説明

責任を果たし信頼される教育行政を推進する。 
 
 （点検及び評価の対象） 
 第３条 点検及び評価の対象は次の事務とする。 

（１） 教育委員会の権限に属する事務 
  ア 教育委員会の会議の開催及び運営状況 
  イ その権限に属する事務の処理状況 
（２） 教育長及び教育委員会事務局職員に委任された事務 
  ア 久留米市教育施策要綱（以下「施策要綱」という。）に掲げる施策 
  イ 久留米市教育改革プラン（以下「教育改革プラン」という。）に掲げる施策 

 
 （点検及び評価の実施方法） 
第４条 教育委員会は、毎年度、教育委員会の会議の活動状況及び施策要綱及び教育改革

プランに掲げる施策の進捗状況等をとりまとめ、今後の施策等の方向性を整理する

ことにより点検及び評価を行う。また、点検及び評価に際しては、学識経験を有す

る者の意見を聞くものとする。 
 
 （結果の公表と活用） 
第５条 教育委員会は、点検及び評価を行った後、その結果をとりまとめた報告書を市議会

に提出するとともにその公表を行う。 
 ２ 点検及び評価の結果については、教育施策等への反映に努める。 
 
（庶務） 
第６条 点検及び評価の実施に関する庶務は教育委員会教育部総務で行う。 

 
 （その他） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、その他必要な事項については別に定める。 
 
 附 則 
この要綱は平成 21 年 1 月 28 日から施行する。 

参考資料 
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平成２９年度教育施策要綱（抜粋） 

 
Ⅰ 教育施策の重点課題と対応方針 
 

１ 総括的な考え方 

平成29年度は、「教育に関する大綱」における久留米市の教育理念と基本目標を踏

まえ、平成 28年３月に策定した「第３期久留米市教育改革プラン」に掲げた重点事

項の評価指標達成に向けて、教育施策・事業の着実な前進と教育の本旨である将来

に向けた人づくりに取り組んでいく。 

具体的には、学力等の重点課題への対応に向けて、これまで実施してきた取組を

徹底していくとともに、学習習慣定着の取組を久留米版コミュニティ・スクール推

進事業に位置づけ、放課後補充学習の推進を図るなど学校・家庭・地域が一体とな

り、学力の保障と向上に取り組む。 

また、児童生徒一人ひとりを大切にする視点から、人権意識の確立や特別支援教

育の充実に取り組むとともに、安心して学べる学級や楽しい学校生活を確保するた

めに、不登校やいじめ問題への対策に加え、スクールカウンセラー・スクールソー

シャルワーカー等の専門家による相談体制を強化する。 

さらに、重点事業を支える施策である学校ＩＣＴの効果的な活用を推進する。 

学校施設の整備・充実については、安全かつ快適な学校施設整備を目指し、国庫

補助等を活用しながら、施設の長寿命化や老朽化した校舎等の増改築、トイレの改

修及び空調機の整備等に取り組む。 

加えて、米飯給食の週４回実施など学校給食の充実を図るとともに、その他の事

業についても、学校・家庭・地域と協働しながら、より効率的かつ効果的な教育行

政施策の推進に努める。 

社会教育分野においては、平成29年度は、昨年度に開館した久留米シティプラザ

や新たなスタートを切った久留米市美術館においては、真価が問われる年であると

ともに、（仮称）久留米スポーツセンター体育館の平成30年春供用開始に向けての本

体工事最終年でもあり、市政の重要テーマである「文化芸術、スポーツを生かした

まちづくり」を推進していく上での重要な年となるため、これらの事業を着実に進

めていく。  
また、文化芸術が持つ創造の力を人づくりやまちづくりに活かし、市民の誰もが

文化芸術を身近に感じ、心豊かに暮らすことのできる都市を目指すため、文化芸術

の振興や久留米市が持つ歴史文化を積極的に活用した事業を展開する。  
あわせて、市民の生涯学習ニーズが高まっている中で、市民と協働しながら、生

涯学習やスポーツ、図書館事業等の取組を進める。  
これらの取組を進めるにあたっては、厳しい財政状況を踏まえ、行財政改革にも

継続的に取り組み、効率的・効果的な事業実施に努めるとともに、子どもの貧困対策

や青少年の健全育成等の視点に留意し、関係部局や様々な関係機関と緊密な連携を図り

ながら、協働した取組を進めていく。  
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Ⅱ 教育行政の主要施策の展開 
 

ⅰ 子どもの笑顔があふれるまち 

 

１ 教育改革プランの推進 

第３期教育改革プランは、平成２８年度からの４年間を計画期間としており、第１期及び第２

期の教育改革プランにおける成果と課題を踏まえ、「ふるさと久留米を愛し、ともに社会を生き

抜く力の育成」をプランの目標とし、目指す子どもの姿を「夢に向かって学ぶくるめっ子」とし

ている。 

従来からの取組の「効果の持続と課題の解消」を図るため、①わかる授業【学力の保障と向上】、

②たのしい学校【安心・安全な学校づくり】、③久留米版コミュニティ・スクールの推進【学校・

家庭・地域の協働】の３点から重点化を図り施策を推進していく。また、３つの重点を支える施

策として学校ＩＣＴ環境整備を進め、教材等の共有や研修の充実、校務の効率化を図っていく。 

なお、事業の実施にあたっては、第３期教育改革プランの重点に沿った施策とその評価指標を

設定し、その効果を検証していく。 

 

◎第３期教育改革プランの施策と評価指標 

重点 № 施策 評価指標 

重点１ 

わかる授業 

１ 授業改善への支援 
全国学力・学習状況調査結果で全国平均を超え

る 

２ 外国語教育の推進 
中学校３年生までの英検３級の取得率が全国平

均を超える（※英語教育実施状況調査結果） 

３ 教師力向上への支援 
授業がわかると答える児童生徒の割合や学校に

行くのが楽しいと答える児童生徒の割合が全国

平均を超える 

重点２ 

たのしい学校 

１ 不登校対応 
不登校の出現率が全国を下回り、復帰率が県を

上回ることを維持しつつ、さらなる改善を目指

す 

２ いじめ問題対応 
いじめの認知件数が全国を上回り、解消率が全

国平均を超える 

３ 
学校生活充実への支

援 

学校に行くのが楽しいと答える児童生徒の割合

(再掲)や、自分にはよいところがあると答える

児童生徒の割合が全国平均を超える 

４ 学校安全への支援 
日本スポーツ振興センター災害給付対象けが件

数の減少（小学校） 

重点３ 

久留米版 コミ

ュニティ・スク

ールの推進 

１ 
学習習慣定着への支

援 
家庭等での学習時間の向上（１時間以上） 

２ 
地域学校協議会提言

実働化への支援 
地域学校協議会提言の達成率の向上 
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（１）重点１ わかる授業【学力の保障と向上】 

毎日の授業や校内研修の在り方等を見直し、子どもに基礎的・基本的な知識・技能を確実に身

につけさせるとともに、これらを活用して課題解決するために必要な思考力・判断力・表現力等

を伸ばすことで、授業がわかり、学ぶ楽しさを味わうことができる子どもを育てる。 
また、すべての小・中学校で行われている「くるめ学」の学習や外国語教育を充実させるととも

に、ＩＣＴの活用を一層進め、学力の保障と向上に努める。 
 
（２）重点２ たのしい学校【安心・安全な学校づくり】 

不登校やいじめ問題への対策をしっかり行い、安心して学べる学級や楽しい学校生活が送れる

ようにする。その中で、自分の大切さとともに他者の大切さを認め、共感・協調できる子どもを

育てていく。 

また、セーフスクールの取組を充実させることで、子ども自らがいかに自分で自分の身を守る

かを意識し、自ら安全な行動ができるよう指導の充実を図っていく。 

さらに、校務運営の効率化を図ることで、教師が子どもと向き合う時間を確保し、安心・安全な

学校づくりに努める。 
 
（３）重点３ 久留米版コミュニティ・スクールの推進【学校・家庭・地域の協働】 

全小・中学校に設置している地域学校協議会を充実させ、提言の実働化と学校関係者評価の充

実を図っていく。具体的には、地域人材の積極的な活用を図ることで、子どもたちの学習習慣定

着や基礎的・基本的な知識・技能の定着を中心とした取組、健やかな成長を支える生活習慣づく

りの取組、健全育成の取組など推進していく。 
 
（４）学校ＩＣＴ環境整備 

３つの重点を支える施策として学校 ICT環境整備を進め、教育イントラネットを活用した教材

等の共有や研修の充実を図るとともに、児童生徒の多くの情報を一元的に集約・管理する校務支

援システムによる校務の効率化と情報の有効活用を推進していく。 

 

（５）その他の施策 

 

２ 学校教育環境等の整備 

児童生徒がゆとりをもって快適に学校生活を送ることができるように、老朽化した学校施設

の長寿命化対策や、トイレ改修等を行い、また、児童生徒の個々の状況への配慮並びに多様な学

習が行える施設環境の整備に努める。 

小学校の小規模化対応については、他自治体の事例等も参考として施策実施を進めるとともに、

小規模化における通学区域のあり方について検討を行う。 

くわえて、社会状況の変化を踏まえ、各種就学支援制度の充実と就学環境の整備を進める。 
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ⅱ 心豊かな市民生活を創造するまち 

 

１ 生涯学習・社会教育の推進 

市民の自主的・自発的な学習活動を促進するため、ニーズに対応した市民講座や教室を実施し、

あらゆる世代への学習機会の提供に努めるとともに、社会教育団体の支援や地域人材の発掘と育

成を図り、生涯学習・社会教育を通じた地域づくりに取組む。 

また、生涯学習センターをはじめとする社会教育施設やコミュニティセンターの生涯学習ネッ

トワークを強化し、豊かな学びの場の整備と多様な学習情報の提供を図る。 

さらに、市民の学習活動の拠点である社会教育施設を利用者が安全に安心して利用できるよう改修

を進める。 

 

２ 歴史的資源の保護と活用 

久留米市が有する歴史的な資源の適正な保護とその利用及び活用に努めるとともに、市民意識

の醸成や地域文化の継承に役立てる。また、地域の活性化につなげるために、地域と連携した事

業の展開を図る。 

高良山から耳納北麓エリアにおける文化資源等を、歴史的な背景に基づくストーリーとして紹介・

発信していくとともに、拠点や行程の環境整備等を行う。 

 

３ スポーツの推進 

市民がライフステージに応じて、身近な地域でスポーツに親しみ、健康づくりに取り組むこと

ができるよう、「久留米市スポーツ振興基本計画」に基づき、各種スポーツ事業の実施や、スポ

ーツ推進委員・各種競技団体・総合型地域スポーツクラブ等との連携など、市民スポーツの推進

に努める。 
また、県南の中核を担う広域的なスポーツ施設の充実に向け、久留米総合スポーツセンター内

の体育館、武道館、弓道場の一体的な改築について、県と連携し、着実な施設整備の推進を図る

とともに、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック開催を見据え、キャンプ地誘致など開

催効果を引き込む取り組みを進める。 
あわせて、市民が安心して利用できるようスポーツ施設等の改修を進める。 

 

４ 市民の自己学習の場としての図書館づくり 

市民一人ひとりの学びと情報の拠点として市民生活の充実と地域社会の発展を支える役割を

果たすため、多様な図書資料や情報を収集・蓄積する。また、利用者が求める資料・情報の的確

な提供に努め、企画展示や講演会の実施などにより市民に親しまれ、役に立つ図書館づくりに努

める。 
さらに、第３次久留米市子どもの読書活動推進計画の策定に伴い、関係各部・各課と連携して

着実な進展を図り、子どもの豊かな人間形成と学習活動の支援に取り組む。 
あわせて、石橋文化センターや久留米市美術館との連携事業を充実し、市立図書館全体の総合

力を高め、利用者サービスの充実及びまちづくりに貢献する図書館づくりに取り組む。 
 
 
ⅲ 人権が確立されたまち 

 

市民一人ひとりがかけがえのない人間として尊重され、輝きを持ちながら暮らしていける地域社会

をつくるために、久留米市人権教育・啓発基本指針に基づき、久留米市人権啓発推進協議会など各

種団体と連携し、差別をなくす意志と実践力を身に付けた豊かな人権感覚を持った市民を育成する

教育・啓発活動を進める。 
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● 市立学校設置状況  

（１）市立小学校設置状況                                 （Ｈ29.5.1現在） 

校名 所在地 校舎面積

（創立年） （電話）

普
通

特
別 総面積 運動場 延面積

西国分 諏訪野町1972-1 人 人 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（明治37年） （33-0418） 948 46 33 28 9 17,320 8,942 5,848 945

荘島 荘島町19-4

（明治6年） （33-0428）

日吉 日吉町77-1

（明治16年） （33-0438）

篠山 篠山町270-1

（明治17年） （33-0448）

京町 京町256

（明治44年） （33-0458）

南薫 南薫西町1951-1

（明治42年） （33-0468）

鳥飼 梅満町977

（明治25年） （33-0478）

長門石 長門石三丁目9-12

（明治21年） （33-3015）

小森野 小森野五丁目21-23

（明治25年） （33-3215）

金丸 原古賀町28-2

（明治25年） （33-0488）

東国分 国分町444-1

（大正15年） （21-9418）

御井 御井町599-2

（明治6年） （43-7681）

南 南二丁目16-1

（昭和23年） （21-9438）

合川 合川町471-1

（明治11年） （43-3815）

山川 山川追分二丁目10-2

（明治10年） （43-3921）

上津 上津町1923-3-1

（明治34年） （22-4015）

高良内 高良内町523-1

（明治11年） （43-4215）

宮ノ陣 宮ノ陣町大杜393-1

（明治6年） （33-4315）

山本 山本町耳納90

（明治19年） （43-4415）

草野 草野町矢作496-1

（明治19年） （47-0043）

安武 安武町武島776-1

（明治34年） （27-2851）

荒木 荒木町荒木1500

（明治7年） （27-1145）

大善寺 大善寺町夜明1268

（明治9年） （27-1155）

善導寺 善導寺町与田450

（明治5年） （47-1004）

大橋 大橋町合楽1081

（明治9年） （47-0069） 6806 9,590 5,820 2,26465 11 7 7

725

419 24 15 14 16,803 7,763 3,902

500 25 19 18

1,1709 25,142 12,080 5,680

919

7 17,164 9,510 4,398

8

356 23 16 15

788 37 29 29

680

12 19,314 10,469 3,897 919

7 17,561 9,863 2,089

138 13 8 7

84 12 7 7

776

9 14,222 7,576 2,280 680

11 23,486 14,827 4,800

585 28 22 22

483 24 19 19

1,049

9 16,158 6,849 4,978 945

10 27,458 15,974 5,232

471 26 19 19

727 31 25 26

725

7 12,608 7,103 3,617 725

9 25,156 9,818 5,428

1,078 48 36 35

726 35 27 26

750

8 20,551 12,653 5,854 1,049

9 11,596 5,059 4,320

666 31 24 25

364 22 15 16

919

13 18,428 9,794 5,893 945

8 13,836 6,759 5,335

332 18 15 14

681 39 26 24

6 19,793 14,837 2,890 607

16 15,601 7,962 5,306

4,911 945

449 25 19 18 725

6,570 5,787 1,176

476 27 18 19 8 12,331 6,155

434 29 20 19 9 12,079

571

10,635510 24 20 18

4,573 3,587

4,114

14 13 8 7,142

3,165

7 4,214

10 8,971

496 26 18 16 6,923

150 15

926

7 10,721

校地面積

屋内
運動場

4,990 919

5,341 872

児
童
数

教
員
数

学
級
数

教室数

8 8

268 17
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校名 所在地 校舎面積

（創立年） （電話）

普
通

特
別 総面積 運動場 延面積

青峰 青峰二丁目7-1 人 人 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（昭和48年） （43-9101） 124 16 9 9 13 16,512 9,162 4,484 725

津福 津福今町472-31

（昭和53年） （32-5260）

船越 田主丸町船越190

（明治9年） （0943-72-2278）

水縄 田主丸町石垣889

（明治25年） （0943-72-2474）

田主丸 田主丸町田主丸318

（明治6年） （0943-72-3123）

水分 田主丸町常盤1118-1

（明治25年） （0943-72-2270）

竹野 田主丸町竹野1823-1

（明治７年） （0943-72-2452）

川会 田主丸町以真恵274-1

（明治24年） （0943-72-2847）

柴刈 田主丸町八幡830-1

（明治19年） （0943-72-2408）

弓削 北野町高良1801

（明治16年） （78-2045）

北野 北野町中520-1

（明治16年） （78-2039）

大城 北野町大城121-1

（明治16年） （78-3216）

金島 北野町八重亀164

（明治16年） （78-2217）

城島 城島町城島320

（明治6年） （62-3062）

下田 城島町下田251

（明治12年） （62-3268）

江上 城島町江上331

（明治8年） （62-2559）

青木 城島町青木825

（明治５年） （62-2314）

浮島 城島町浮島234-1

（明治6年） （62-2349）

西牟田 三潴町西牟田4410

（昭和33年） （64-3672）

犬塚 三潴町玉満1871

（明治25年） （64-2027）

三潴 三潴町高三潴492

（明治25年） （64-2514）

合計 16,687 966 695 674 396 736,088 369,459 176,820 37,517

76 11 7 7

137 12 8 8 7

129

326 18 13 13

屋内
運動場

児
童
数

教
員
数

学
級
数

8 13,991

教室数

11

107 11 7 7

25,06824650 32 25 5,617 725

7,839 2,309 796

校地面積

13,944

7,860

6 27,950 13,417

13,177 4,963 680

2,652 532

4,093

8 13,390

10,990 7,270

1,112

16,425

99 12 7 7 7

2,719

2,239

13 9 796

9,415 2,425128 12 7 8

8 11

680

7 14,939 4,512 2,435 805

148 11 7 7 9 9,520 4,764 2,502 724

511 27 19 18 9 28,990 9,544 6,565 1,673

225 13 10 9 10 13,787 6,453 2,952 680

117 12 7 7 6 14,532 4,359 2,643 681

251 15 11 11 8 15,601 7,270 3,200 726

43 9 6 7 7 9,321 5,443 1,818 422

149 11 7 7 9 12,222 2,055 2,852 646

123 10 7 7 8 13,294 5,573 2,397 658

35 6 4 4 8 7,947 3,022 1,530 420

8,039

338 19 15 14 7 14,869

3,232

6,912 2,896 853

367 20 15 14 10 18,422

996

4,244 845

410 20 16 16 5 21,475 10,660
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(２)市立中学校設置状況                                （Ｈ29.5.1現在） 

校名 所在地 校舎面積

（創立年） （電話）

普
通

特
別 総面積 運動場 延面積

城南 城南町11-4 人 人 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（昭和22年） （33-7295） 721 42 23 23 17 14,216 7,062 6,283 1,498 392

江南 梅満町637-3

（昭和22年） （33-7305）

櫛原 東櫛原町1286-1

（昭和22年） （33-7385）

牟田山 南二丁目16-2

（昭和22年） （21-9448）

諏訪 東町250-1

（昭和22年） （33-7395）

良山 山川町37-2

（昭和22年） （43-7871）

明星 高良内町4482-1

（昭和22年） （21-9468）

宮ノ陣 宮ノ陣町五郎丸1551-1

（昭和22年） （33-9478）

荒木 荒木町荒木1918-1

（昭和22年） （26-5131）

筑邦西 大善寺町宮本385-1

（昭和22年） （26-2646）

屏水 山本町耳納1069-1

（昭和22年） （47-1061）

青陵 藤山町1731-10

（昭和56年） （22-1851）

高牟礼 高良内町3361

（平成4年） （45-2233）

田主丸 田主丸町田主丸65-1

（昭和47年） （0943-72-3191）

北野 北野町塚島277

（昭和46年） （78-2022）

城島 城島町楢津1354-1

（昭和25年） （62-3300）

三潴 三潴町玉満2705

（昭和36年） （64-2137）

7,560 485 254 261 275 456,770 233,767 103,488 19,670 9,214

生
徒
数

教
員
数

学
級
数

教室数

武道場

498 35 16 16 20 22,676 10,710 450

屋内
運動場

188 17 9 4503,986 1,09610,493

1,176

45020 15 20,162 13,256 5,606 1,155

6,767

19,649

17,699

校地面積

19

9 12

22 8,29121 4506,638 1,102

368 25 13 7,337 1,22315

17

20 11

21

12 11

631

729 41

36

290 45021,538

13,327 450

18,058

29,854

375

16 13

23 13

373

14 14 50,844

26,434

27,225

355 25 12 12 15 27,276

404 24 14 450

15,180

4,640 1,135 450

450

5,889 1,138

12 27,958 12,926 4,764298 23 11 11 1,196

14,920

9,466 7,304 1,009

17,596

4,084 860

7176,493

450

243 23 12 11 12 21,002 12,183 5,075 981 350

548 35 18 19 22 46,281 23,406 8,256 1,474 767

430 29 15 15 17 28,038 16,217 5,316 1,512 1,256

333 21 11 11 20 31,222 18,074 8,041 1,320 984

479 26 15 15 18 28,176 9,122 7,009 1,078 592

合計

670 40 21 20 19
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  （３） 市立特別支援学校設置状況                     （Ｈ29.5.1現在） 

校名 
（創立年） 

所在地 
（電 話） 

児
童
数 

教
員
数 

学
級
数 

教室数 校地面積 校舎面積 
屋 内 
運動場 普

通 

特
別 

総面積 運動場 延面積 

小学部 
（昭和49年） 

南一丁目2-1 
（39-6131） 

人 

78 
人 
  

20 

- - 

㎡ 

  

㎡ 

  
㎡ 

  
㎡ 

  

中学部 
（昭和50年） 

61 102 15 26,612 7,900 9,062 555 

高等部 
（昭和53年） 

100  17     

合計 239 102 52 
 

  26,612 7,900 9,062 555 

 ※児童数に訪問含む。 

 

 

（４） 市立高等学校設置状況                       （Ｈ29.5.1現在） 

校名 
（創立年） 

所在地 
（電 話） 

生
徒
数 

教
員
数 

学
級
数 

教室数 校地面積 校舎面積 
屋 内 
運動場 普

通 

特
別 

総面積 運動場 延面積 

久留米商業 
（明治29年） 

南一丁目1-1 
（33-1285） 

人 

716 
人 

51 
 

18 
 

18 
 

25 
㎡ 

47,797 
㎡ 

25,638 
㎡ 

11,035 
㎡ 

1,843 

南筑 
（大正11年） 

御井町1498-1 
（43-1295） 

709  47 18 18 24 55,825 34,746 8,750 1,729 

合計 1,425 98 36 36 49 103,622 60,384 19,785 3,572 

 

 

 

（５）合計 

区 分 校 数 学 級 数 児童・生徒数 教 員 数 

小 学 校 46 695 16,687 966 

中 学 校 17 254 7,560 485 

特
別
支
援
学
校 

小 学 部 

1 

20 78 

102 中 学 部 15 61 

高 等 部 17 100 

高等学校 2 36 1,425 98 
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● 進路状況 

（市立中学校） 

卒業年度 卒業生総数 進学者 
 

就職者 
 

その他 
 

％ ％ ％ 

Ｈ28年度 2,680 人 2,636 人 98.4 13 人 0.5 31 人 1.1 

Ｈ27年度 2,754  2,718  98.7 12  0.4 24  0.9 

Ｈ26年度 2,774  2,711  97.7 23  0.8 40  1.5 

Ｈ25年度 2,777  2,731  98.3 16  0.6 30  1.1 

Ｈ24年度 2,777  2,720  97.9 10  0.4 47  1.7 

※ 進学者には定時制や夜間学校への就職進学者を含む。 

 

 

 

 

（市立高等学校） 

卒業年度 卒業生総数 進学者 
 

就職者 
 

その他 
 

％ ％ ％ 

南

筑 

Ｈ28年度 233 人 201 人 86.3 19 人  8.1 13 人 5.6 

Ｈ27年度 229  197  86.0 29   12.7 3  1.3 

Ｈ26年度 229  183  79.9 41  17.9 5  2.2 

Ｈ25年度 231  185  80.1 32  13.8 14  6.1 

Ｈ24年度 215  175  81.4 40  18.6 0  0.0 

久
留
米
商
業 

Ｈ28年度 239  176  73.6 58  24.3 5  2.1 

Ｈ27年度 236  182  77.1 51  21.6 3  1.3 

Ｈ26年度 240  178  74.2 58  24.2 4  1.6 

Ｈ25年度 238  169  71.0 64  26.9 5  2.1 

Ｈ24年度 236  175  74.2 55  23.3 6  2.5 
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● 社会教育施設一覧 

名称 郵便番号 住所 電話 

坂本繁二郎生家 830-0028 京町 224-1 35-8260 

生涯学習ｾﾝﾀｰ 830-0037 諏訪野町 1830-6 30-7900 

久留米市勤労青少年ﾎｰﾑ 839-0862 野中町 1075-2 34-4996 

田主丸複合文化施設 

（そよ風ﾎｰﾙ） 

839-1233 田主丸町田主丸 770-1 0943-74-4000 

田主丸勤労青少年ﾎｰﾑ 839-1232 田主丸町常盤 1111-1 0943-73-3060 

北野生涯学習ｾﾝﾀｰ 830-1113 北野町中 273-1 78-2308 

金島ふれあい交流ｾﾝﾀｰ 830-1102 北野町八重亀 139 23-1266 

弓削コスモス館 830-1114 北野町高良 1706-1 23-1220 

大城ますかげｾﾝﾀｰ 830-1104 北野町大城 83 23-1123 

城島総合文化ｾﾝﾀｰ 

（城島生涯学習ｾﾝﾀｰ） 

830-0211 城島町楢津 1-1 62-2110 

城島ふれあいｾﾝﾀｰ 830-0203 城島町浜 293 62-6226 

三潴生涯学習ｾﾝﾀｰ 830-0112 三潴町玉満 2949-1 64-3020 

荘島体育館 830-0042 荘島町 11-1 33-5453 

西田体育館 830-0048 梅満町 70-4 33-3003 

久留米総合ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ 830-0003 東櫛原町 173 39-7371 

西部地区体育館 830-0076 大善寺町藤吉 434 27-3741 

みづま総合体育館 830-0112 三潴町玉満 2593-1 65-1115 

埋蔵文化財ｾﾝﾀｰ 830-0037 諏訪野町 1830-6 34-4995 

中央図書館 839-0862 野中町 970-1石橋文化センター内 38-7116 

六ツ門図書館 830-0031 六ツ門町 3-11 

くるめりあ六ツ門 5F 

39-5620 

田主丸図書館 839-1233 田主丸町田主丸 770-1 

そよ風ホール内 

0943-73-4031 

北野図書館 830-1113 北野町中 3253 

コスモすまいる北野内 

23-1151 

城島図書館 830-0211 城島町楢津 1-1 

城島総合文化センター内 

62-1777 

三潴図書館 830-0112 三潴町玉満 2949-1 

三潴生涯学習センター内 

64-6010 

100 
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    平成29年4月1日現在(単位：件)

種　　　別 国 県 市 合　計

建 造 物 2 8 11 21

絵 画 3 3 5 11

彫 刻 4 3 11 18

工 芸 品 2 3 4 9

有 形 文 化 財 書 跡 2 2

典 籍

古 文 書 2 6 8

考古資料 3 6 9

歴史資料 3 3

小 計 13 22 46 81

1 1 2

5 26 31

1 2 7 10

9 6 8 23

1 1

3 7 16 26

27 43 104 174

5 5

●　久留米市内指定文化財件数

登 録 文 化 財

名 勝

天 然 記 念 物

選 定 保 存 技 術

合 計

無 形 文 化 財

有 形 民 俗 文 化 財

無 形 民 俗 文 化 財

史 跡
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●　久留米市図書館利用状況

（１）年度別登録者数
平２６ 平２７ 平２８

一般室 14,988 14,424 14,117
児童室 14,404 12,996 12,887
福祉室 85 90 98
視聴覚 556 435 423
移動図書館 2,519 2,395 2,249
小計 32,552 30,340 29,774
六ツ門 5,119 4,761 4,917
中央館計 37,671 35,101 34,691
田主丸 4,614 4,166 4,041
北野 4,423 4,322 4,503
城島 4,120 3,838 3,686
三潴 3,595 3,296 3,329 注1）2年以上未利用登録者は除
地域館計 16,752 15,622 15,559 注2）調査研究室登録者は一般室に含

総合計 54,423 50,723 50,250

（２）年度別貸出者数
区分 平２６ 平２７ 平２８ 前年比
中央館 一般室 91,778 94,243 95,549 101%

調査研究室 2,331 2,706 2,786 103%
児童室 39,054 41,831 42,812 102% 4
視聴覚 6,823 6,758 6,401 95%
福祉室　点字 85 136 96 71% 録音 48
福祉室　録音(ﾃｰﾌﾟ) 385 348 410 118% 点字 9
福祉室　録音(ﾃﾞｲｼﾞｰ) 919 958 1,722 180% デイジー 53
福祉室　宅配 27 36 51 142% 宅配 2
移動図書館 7,605 9,263 8,554 92%
小 計 149,007 156,279 158,381 101%
六ツ門 74,728 76,422 83,075 109%
中央館計 223,735 232,701 241,456 104%

地域館 田主丸 31,194 29,760 29,678 100%
北野 53,533 55,922 57,997 104%
城島 27,959 27,634 27,762 100%
三潴 29,537 30,144 32,184 107%
地域館計 142,223 143,460 147,621 103%

総合計 365,958 376,161 389,077 103%

（３）年度別貸出冊数
区分 平２６ 平２７ 平２８ 前年比

一般図書 児童図書
中央館 一般室 370,552 374,596 355,154 343,146 12,008 95%

調査研究室 4,268 4,138 3,872 3,567 305 94%
児童室 196,660 215,338 211,804 21,944 189,860 98%
視聴覚 15,806 15,749 14,259 14,256 3 91%
福祉室　点字 555 877 573 573 0 65%
福祉室　録音(ﾃｰﾌﾟ) 5,079 4,204 3,267 3,267 0 78%
福祉室　録音(ﾃﾞｲｼﾞｰ) 2,930 2,814 4,089 4,089 0 145%
福祉室　宅配 221 271 290 260 30 107%
移動図書館 35,259 36,877 34,978 16,175 18,803 95%
小 計 631,330 654,864 628,286 407,277 221,009 96%
六ツ門 298,124 295,221 302,873 206,194 96,679 103%
中央館計 929,454 950,085 931,159 613,471 317,688 98%

地域館 田主丸 126,752 125,760 121,514 77,525 43,989 97%
北野 226,784 239,196 231,813 154,744 77,069 97%
城島 130,288 127,802 121,199 81,500 39,699 95%
三潴 149,236 145,338 153,461 92,953 60,508 106%
地域館計 633,060 638,096 627,987 406,722 221,265 98%

総合計 1,562,514 1,588,181 1,559,146 1,020,193 538,953 98%

　　　注1）　福祉室デイジーとは、視覚障害者などのためにデジタル録音された図書（DAISY：Digital　
　　　　　　　Ａｃｃｅｓｓｉｂｌｅ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　System　の略）。

区　　分
中央館

地域館
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